第１章
手　続　編
Ⅰ　土地収用制度の概要
１　土地収用制度の意義
土地収用制度とは、特定の公共の利益となる事業（収用適格事業）のために必要とされる土地等を任意で取得できない場合に、土地所有者などの意思に反しても、強制的にこれを取得することを可能にする制度である。

２　土地収用制度の根拠
　憲法第29条第１項は「財産権は、これを侵してはならない。」として私有財産制を保障しており、たとえ公共のためであっても私有財産の土地をむやみに取得することは許されない。
　しかし、土地所有者等が特定の公共の利益となる事業（収用適格事業）のために必要とされる土地等の任意買収に応じないときは、事業自体が実施不能又は遅延することとなり国民生活にとって著しい損失となる。

そこで、憲法第29条第３項は「私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用ひることができる。」として、土地収用制度の根拠を規定している。

３　収用手続の概要
憲法第29条第３項を受けて、土地収用法（以下「法」という。）が制定されている。法は土地等を収用するための手続を規定しており、被収用者を保護する見地から、法の定める手続等は相当慎重なものとして構成されている。
公共の利益となる事業のために土地等を必要とする場合は、その事業の施行者（起業者）が、その土地所有者等と話し合い、任意契約により土地等を取得するのが通常である。
しかし、話合いがまとまらない場合、起業者は、まず法の規定に基づいて、国土交通大臣又は都道府県知事の事業認定を受け、次に収用委員会に収用又は使用の裁決申請及び明渡裁決の申立てをすることになる。
なお、都市計画事業の場合は、都市計画事業の認可（又は承認）を受けていれば、事業認定を受けなくても、起業者は収用委員会に収用の裁決申請及び明渡裁決の申立てをすることができる。

収用委員会は、審理等の手続を経て裁決という形で補償金額等を決める。この裁決によって決められた補償金を支払うことにより、起業者は、土地等を取得し、明渡しを受けることができる。

４　収用適格事業
公共の利益となる事業であれば、どんな事業であっても土地等を収用し、又は使用することができるというものではない。土地収用法上は、法第３条第１号から第35号までの各号のいずれかに該当するものに関する事業でなければ土地等を収用し、又は使用することができない。これら法第３条各号に定められている事業を収用適格事業と呼んでいる。
５　土地収用に関する現行法制
⑴　土地収用法
この法律は、公共の利益の増進と私有財産との調整を図り、もって国土の適正かつ合理的な利用に寄与することを目的とし（法第１条）、公共の利益となる事業に必要な土地等の収用又は使用に関し、その要件、手続及び効果並びにこれに伴う損失の補償等について規定する土地収用制度の基本法である。

⑵　損失補償等に関して、他法により収用委員会に権限が付与されているもの
土地収用法以外にも、損失補償に関して収用委員会に裁決や意見などを求めることができる法律がある。

ア　収用委員会に損失補償に関して法第94条第２項による裁決申請を行うことができる旨規定している法律

(ｱ) 道路法第69条第３項（損失の補償）、第70条第４項（道路の新設又は改築に伴う損失の補償）、第72条第２項（監督処分に伴う損失の補償）、第75条第６項（法令違反等に関する指示等）、第91条第４項（道路予定区域）
(ｲ) 河川法第21条第４項、（工事の施行に伴う損失の補償）、第22条第５項（洪水時等における緊急措置）、第57条第３項（河川予定地における行為の制限）、第76条第２項（監督処分に伴う損失の補償等）、第89条第９項（調査、工事等のための立入り等）
(ｳ) 都市計画法第28条第３項（土地の立入り等に伴う損失の補償）（第52条の５第３項（損失の補償）において準用する場合を含む。）、第52条の４第２項（土地の買取請求）、第57条の５（土地の買取請求）、第57条の６第２項（損失の補償）、第60条の３第２項（損失の補償）、第68条第３項（土地の買取請求）
(ｴ) 都市再開発法第63条第３項（土地の立入り等に伴う損失の補償）、第97条第４項（土地の明渡しに伴う損失補償）
(ｵ) 土地区画整理法第73条第３項（土地の立入等に伴う損失の補償）、第78条第３項（移転等に伴う損失補償）、第101条第４項（仮換地の指定等に伴う補償）、第114条第４項（権利の放棄等）、第116条第５項（移転建築物の賃貸借料の増減の請求等）
(ｶ) 土地改良法第121条第２項（検査等の場合の損失の補償に係る協議等）
(ｷ) 生産緑地法第６条第６項（標識の設置等）
(ｸ) 下水道法第32条第10項（他人の土地の立入又は一時使用）（第38条第５項（公共下水道管理者、流域下水道管理者又は都市下水路管理者の監督処分等）において準用する場合を含む。）

(ｹ) 宅地造成等規制法第７条第３項（土地の立入り等に伴う損失の補償）（第20条（造成宅地防災区域の指定及び指定の解除）において準用する場合を含む。）

(ｺ) 建築基準法第11条第２項（第３章（都市計画区域等における建築物の敷地、構造、建築設備及び用途）の規定に適合しない建築物に対する措置）

(ｻ) 住宅地区改良法第23条第３項（土地の立入り等に伴う損失の補償）

(ｼ) 海岸法第12条の２第３項（損失補償）（第18条第８項（土地等の立入及び一時使用並びに損失補償）又は第21条第４項（海岸管理者の措置命令に伴う損失補償）において準用する場合を含む。）、第19条第４項（海岸保全施設の新設又は改良に伴う損失補償）

(ｽ) 地すべり等防止法第６条第10項（調査のための立入）、第16条第２項（土地の立入等）、第17条第４項（地すべり防止工事に伴う損失補償）、第21条第４項（監督処分及び損失補償）、第23条第４項（都道府県知事の措置命令に伴う損失補償）
(ｾ) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第５条第10項（調査のための立入り）､第17条第２項（土地の立入り等）、第18条第４項（急傾斜地崩壊防止工事に伴う損失の補償）
(ｿ) 高速自動車国道法第14条第６項（特別沿道区域内の制限）

(ﾀ) 石油パイプライン事業法第34条第７項（土地の立入り）

(ﾁ) 測量法第20条第２項（損失補償）

(ﾂ) 国土調査法第29条第２項（損失補償）

(ﾃ) 地価公示法第23条第３項（土地の立入りに伴う損失の補償）

(ﾄ) 大深度地下の公共的使用に関する特別措置法第32条第４項（事業区域の明渡しに伴う損失の補償）

イ　損失補償に関して収用委員会の意見を聞くべきこととしている法律

(ｱ) 森林法第53条第２項（裁定）（第55条第４項（収用の請求）又は第59条第２項（使用の廃止による損失の補償）において準用する場合を含む。）
(ｲ) 電気通信事業法第132条第４項（対価の額並びにその支払の時期及び方法に係る収用委員会の意見）
(ｳ) 河川法第42条第４項（損失の補償の協議等）
ウ　収用委員会が緊急裁決及び補償裁決をすることができるものとされている法律
公共用地の取得に関する特別措置法第20条（緊急裁決）、第30条（補償裁決）
エ　収用委員会に土地等の価格の申請をすることができるものとされている法律

(ｱ) 都市再開発法第85条第１項（価額についての裁決申請等）
(ｲ) 都市計画法第68条第３項（土地の買取請求）において準用する第28条第３項（土地の立入り等に伴う損失の補償）
(ｳ) 生産緑地法第12条第４項（生産緑地の買取りの通知等）において準用する第６条第６項（標識の設置等）
オ　収用委員会に建築物・土地の買取り等についての裁決申請をすることができるものとされている法律

(ｱ) 住宅地区改良法第16条第１項（土地収用法の適用）
(ｲ) 都市再開発法第118条の26第１項（建築物の収用の請求）
(ｳ) 高速自動車国道法第14条第６項（特別沿道区域内の制限）、第15条第３項（特別沿道区域内における用益の制限により通常生ずべき損失の補償）
⑶　土地収用法の事業認定があったものとみなされる他の法律
ア　公共用地の取得に関する特別措置法第７条による特定公共事業の認定

イ　都市計画法第59条第１項から第４項までの規定による都市計画事業の認可又は承認

ウ　鉱業法第106条第１項の許可
エ　採石法第36条第１項の許可
６　収用と使用

　土地収用法では、土地等の収用だけでなく土地等の使用も含めて規定している。
収用とは、収用適格事業に供するため、土地所有者等の意思を無視して強制的にその土地等の財産権を起業者に取得させ、又はその土地等にある所有権以外の権利を消滅させることをいい、使用とは、収用適格事業に供するため、土地所有者等の意思を無視して強制的にその土地等の使用権を起業者に取得させ、又は所有権以外のその土地等にある権利を制限することをいう。
なお、収用し、又は使用できる範囲は、事業に必要な範囲に限定され（法第48条第２項）、起業者が任意で買収しようとしていた範囲と必ずしも一致するものではない。

ただし、残地収用（法第76条）、移転困難な場合（法第78条）及び移転料多額の場合の物件収用（法第77条、第79条）並びに土地の使用に代わる収用（法第81条）の場合には、例外的に事業に必要な範囲を超える収用（拡張収用）が認められている。

⑴　収用

　　ア　取得収用
土地等（土地、土地に定着する物件、土地に属する土石砂れき）を事業の用に供する必要がある場合に、その土地等の財産権を起業者に取得させること（法第２条、第６条、第７条）。

　　イ　消滅収用
権利が付着している土地等（土地、土地に付着する物件、河川の敷地、海底、水）を事業の用に供する必要がある場合に、支障となる当該権利を消滅させること（法第５条）。

⑵　使用

　　ア　取得使用
土地等（土地、土地に定着する物件）を事業の用に供する必要がある場合に、土地等の使用権（工事用道路のための土地利用権、トンネル設置のための地下利用権、送電線の設置のための空中利用権）を起業者に取得させること（法第２条、第６条）。

　　イ　制限使用
権利が付着している土地等（土地、土地に定着する物件、河川の敷地、海底、水）を事業の用に供する必要がある場合に、使用の対象となる当該権利を制限すること（法第５条）。

７　収用又は使用の目的物

⑴　土地（法第２条）

土地を取得収用し、又は取得使用して事業の用に供する。
土地収用法は、この土地の収用又は使用を基本にしてその手続を規定しており、権利、物件及び土石砂れきの収用又は使用の場合には、その手続が準用されている（法第138条、土地収用法施行令（以下「令」という。）第７条）。

⑵　権利（法第５条）

土地等（土地、土地に定着する物件、河川の敷地、海底、水）にある次の権利を消滅収用し、又は制限使用して、消滅させ、又は制限し、その土地等（土地に定着する物件にあっては、その物件が定着する土地とともにその権利のある物件）を事業の用に供する。
ア　地上権、永小作権、地役権、採石権、質権、抵当権、使用貸借又は賃貸借による権利その他土地に関する所有権以外の権利（第１項第１号）
イ　鉱業権（第１項第２号）
ウ　温泉を利用する権利（第１項第３号）
エ　土地の上にある立木、建物その他土地に定着する物件に関する所有権以外の権利（第２項）

オ　漁業権、入漁権、その他の水等を利用する権利（土地、河川の敷地、海底又は流水、海水その他の水に関係のある漁業権、入漁権、その他河川の敷地、海底又は流水、海水その他の水を利用する権利）（第３項）

⑶　立木、建物その他土地に定着する物件（法第６条）
物件を取得収用し、又は取得使用して当該物件が定着する土地とともに事業の用に供する。

⑷　土地に属する土石砂れき（法第７条）

土地に属する土石砂れきを取得収用して事業の用に供する。
８　収用又は使用の当事者等

　　収用又は使用の当事者は、収用者としての起業者、被収用者としての目的物の所有者及び関係人である。また、被収用者ではないが、関係人に準ずる立場にある準関係人が存する場合がある。

⑴　起業者

起業者とは、土地等を収用し、又は使用することを必要とする法第３条各号に規定する事業を行う者をいう（法第８条第１項）。
「事業を行う者」とは、実際の建設工事を行う建設業者ではなく、事業の施行について、その事業に関する法令によって正当な権限を付与されている者で、施設の設置、維持及び管理を継続的に行い、公共性を継続的に発揮する者のことである。
⑵　土地所有者

土地所有者とは、収用又は使用の対象となっている土地の所有者をいう（法第８条第２項）。
ここでの土地所有者とは、登記簿の記載にかかわらず、実体的に権利を有する者である。

⑶　関係人
関係人とは、例えば、土地を収用する場合の裁決申請においては、地上権者、抵当権者、賃借権者等のその土地に関して所有権以外の権利を有する者のことであり、土地を収用する場合の明渡裁決の申立てにおいては、その土地にある建物などの物件に関して所有権その他の権利を有する者のことである。

ここでの関係人とは、登記簿の記載にかかわらず、実体的に権利を有する者である。

法の規定する関係人は次のとおりである。

ア　法第８条第３項の関係人
	収用又は使用の対象物
	関係人の範囲

	土地（第２条）
	土地について
	当該土地に関する地上権、永小作権、地役権、採石権、質権、抵当権、使用貸借又は賃貸借による権利その他所有権以外の権利を有する者

	
	物件について
	　当該土地にある物件に関する所有権その他の権利（質権、抵当権、使用貸借又は賃貸借による権利）を有する者

	権利（第５条）
	　当該権利に関する質権、抵当権、使用貸借又は賃貸借による権利その他の権利を有する者

	物件（第６条）
	　当該物件に関する所有権以外の権利を有する者

	土石砂れき（第７条）
	　当該土石砂れきの属する土地に関する所有権以外の権利を有する者及びその土地にある物件に関して所有権その他の権利を有する者

	　ただし、これらの権利を有している者がすべて関係人となるのではなく、事業認定の告示があった後において新たな権利を取得した者は、既存の権利を承継した者を除き、関係人に含まれない（法第８条第３項ただし書）。


イ　法第８条第４項の関係人

土地又は物件に関する所有権以外の権利を有する者には、当該土地若しくは物件又は当該土地若しくは物件に関する所有権以外の権利につき、仮登記上の権利又は既登記の買戻権を有する者、既登記の差押債権者及び既登記の仮差押債権者が含まれる。

ウ　法第８条第５項の関係人

鉱業権、漁業権又は入漁権に関する権利を有する者には、鉱業権、漁業権又は入漁権につき、仮登録上の権利又は既登録の買戻権を有する者、既登録の差押債権者及び既登録の仮差押債権者が含まれる。

⑷　準関係人
準関係人とは、裁決申請に係る土地及びこれに関する権利について仮処分をした者その他損失の補償の決定によって権利を害されるおそれのある者のことである（法第43条第２項）。
例えば、以下の者が該当する。
○　収用地又はその土地に関する所有権以外の権利について仮処分をした者
○　収用地又はその土地に関する所有権以外の権利について裁決手続の開始登記後に差押え又は仮差押えの執行をした者
○　登記を具備していない買戻権者

○　詐害行為取消権により法律行為の取消しを訴求している債権者等

９　事業認定

事業認定は、個々具体的な事業について、起業者の能力、起業地及び事業計画を検討し、当該事業が高い公益性を有し、かつ土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものであることを審査し、当該事業のために土地等を収用し、又は使用する必要があることを事業認定庁が認定する行為である。この事業認定があると、個々具体的な事業について、起業者に土地等の収用権が付与されることになる。
しかし、事業認定を受ければ、直ちに他人の土地等を収用できるわけではなく、現実に収用するためには、事業の認定を受けることに引き続いて、土地調書・物件調書の作成、収用委員会に対する裁決の申請、収用委員会の裁決、裁決に基づく被収用者への損失の補償という手続を経ることが必要である。
⑴　事業認定の申請

起業者は、事業認定を受けようとするときは、あらかじめ説明会の開催その他の措置を講じて、事業の目的及び内容について当該事業の認定について利害関係を有する者に説明したうえで（法第15条の14）、事業認定申請書及び添付書類を国土交通大臣、近畿地方整備局長又は大阪府知事に提出しなければならない（法第18条、土地収用法施行規則（以下「規則」という。）第26条）。
⑵　事業認定を行う機関（法第17条）
	国土交通大臣
	国等が起業者である事業

国等と大阪府の共同事業

起業地が複数の地方整備局にわたる事業

	近畿地方整備局長
	大阪府（公社等を含む）が起業者である事業

起業者が大阪府とそれ以外の府県にわたる事業

大阪府の区域を越えて利害の影響を及ぼす事業

（例）・鉄道事業

　　　　 ・重要港湾にかかる港湾施設に関する事業

　　 　　・公共の用に供する飛行場に関する事業

	大阪府知事
	上記以外の事業

（例）・市町村道に関する事業

・準用河川及び普通河川に関する事業


⑶　事業認定の要件
事業認定を受けるためには、申請に係わる事業が次の４つの要件をすべて満足させるものでなければならない（法第20条）。
[第１要件] 　事業が法第３条各号の一に掲げるものに関するものであること。
[第２要件]　 起業者が当該事業を遂行する充分な意思と能力を有する者であること。
[第３要件]　 事業計画が土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものであること。
[第４要件]　 土地を収用し、又は使用する公益上の必要があるものであること。
⑷　事業認定の告示の効果

事業認定の告示があると、起業者が収用等にむけて円滑に各種の準備ができるように起業地内の土地利用が制限され、他方、被収用者の権利を保護するために、以下の様々な効果が生じることとなる。
	主に起業者に対して生じる効果
	主に土地所有者・関係人に対して生じる効果

	○補償等の周知措置義務の発生
（法第28条の２）

○土地物件調査権の発生　　　（法第35条）
○土地調書及び物件調書の作成義務の発生
（法第36条）

○裁決申請権の発生　　 （法第39条第１項）

○明渡裁決の申立権の発生　（法第47条の３）

○補償金の支払請求があった場合の自己の見積りによる補償金の支払義務の発生

（法第46条の４）

○事業の廃止又は変更の届出周知義務の発生
（法第30条第１項）

○協議の確認の申請権の発生　（法第116条）

○取得した土地の管理義務の発生
（法第10条の２第１項）
	○関係人の範囲の制限
（法第８条第３項ただし書）

○裁決申請請求権の発生 （法第39条第２項）

○補償金の支払請求権の発生
（法第46条の２第１項）

○明渡裁決の申立権の発生 （法第47条の３）
○土地の保全義務の発生   （法第28条の３）
○損失の補償の制限     （法第89条第１項）

○買受権発生の起算点  （法第106条第１項）

	○土地価格の固定
事業認定の告示の時点で土地等の価格が固定され、それ以降の周辺の土地価格の変動は考慮されなくなる（法第71条、第72条において準用する第71条）。


⑸　事業認定の失効
事業認定は、次の場合には失効する。
○　事業認定の告示の日から１年以内に裁決申請を行わないとき　　　（法第29条第１項）

○　手続を保留した場合に、手続開始の告示の日から１年以内に裁決申請を行わないとき

（法第34条の５、第29条第１項）

○　事業認定の告示の日から４年以内に明渡裁決の申立てを行わない場合
（法第29条第２項）

○　事業の廃止又は変更のため土地を収用し、又は使用する必要がなくなったことを大阪府知事が告示したとき（法第30条）

○　手続を保留した土地について、３年以内に手続開始の申立てをしないとき 

（法第34条の６）

⑹　都市計画の事業認可・承認
都市計画事業では、都市計画法第59条の事業認可等をもって法第20条による事業認定に代え、事業認可等の告示をもって事業認定の告示があったものとみなされ、事業認定の手続を経ずに裁決申請を行うことができる（都市計画法第70条）。
事業認定に係る事業では、上記⑸の場合には事業認定が失効するが、都市計画事業の場合は、事業施行期間が経過するまでは、事業認定の告示があったものとみなされる日が１年ごとに更新される（都市計画法第71条第１項）。
よって、事業施行期間内であれば裁決申請を行うことができるが、その場合であっても、事業施行期間内に明渡裁決の申立てを行わなければ、すでになされた裁決手続開始の決定及び権利取得裁決は取り消されたものとみなされる（都市計画法第71条第２項）。




10　収用委員会
収用委員会は、公共の利益の増進と私有財産との調整を図るため、法第51条の規定に基づき都道府県に常置される行政委員会であり、知事の所轄のもとに設置されるが、知事から独立してその職権を行う。

事業認定の告示後に、起業者が、収用委員会に対し裁決申請及び明渡裁決の申立てをすると、収用委員会は、収用又は使用の裁決（権利取得裁決及び明渡裁決）に係る手続を行う。

収用委員会は、審理や調査等についていろいろな権限を有し、裁判所と類似した役割（準司法的機能）を果たす。例えば、収用又は使用の裁決申請があった場合、起業者と土地所有者等との間の収用すべき土地の区域、損失の補償等についての争いを、中立、公正に審理し、最終的に裁決により、また、当事者間で協議が成立したときには和解調書の作成により、解決していく。

収用委員会は、法律、経済又は行政に関してすぐれた経験と知識を有し、公共の福祉に関し公正な判断をすることができる者のうちから、都道府県の議会の同意を得て、知事が任命した７名の委員で組織される（法第52条）。
また、収用委員会の事務を整理するために事務局が設置されている（法第58条第１項）。

なお、大阪府収用委員会は、法第60条の２の規定による指名委員制度を採用しており、裁決申請事件ごとに収用委員会から委任された収用委員（以下「指名委員」という。）が、審理又は調査に関する事務を行う。
11　収用手続フロー

⑴　収用手続の流れと根拠条文









⑵　起業者、収用委員会及び土地所有者・関係人ごとの収用手続の流れ




12　事前相談、調書作成前チェック及び申請前チェック

⑴　事前相談
裁決申請又は明渡裁決の申立てを行うに当たって、その内容や提出書類について、土地調書及び物件調書作成前に収用委員会事務局に事前相談を行うこと。
その目的は、
①　裁決申請書類（土地調書等）、明渡裁決の申立書類（物件調書等）の誤記の防止
②　収用手続を円滑に進めるための、土地及び物件に関する事実及び権利の状態、当事者の論点等の事前整理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　などである。
なお、収用手続は、起業者が土地等を強制的に取得するものであるから、任意による用地取得とは異なるものであることを認識すること。

事前相談に当たっては、次ページ以降の「収用相談に関するヒアリング調書様式」を参考として、必要事項を整理すること。
また、権利者に、住民基本台帳事務処理要領（昭和42年10月４日付け法務省民事甲第2671号法務省民事局長、保発第39号厚生省保険局長、庁保発第22号社会保険庁年金保険部長、42食糧業第2668号（需給）食糧庁長官及び自治振第150号自治省行政局長通知）第６の10のドメスティック・バイオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為の被害者の保護のための措置を受けている者がいる場合は、速やかに収用委員会事務局に報告するとともに、住所等については慎重に取り扱うこと。
　

収用相談に関するヒアリング調書様式

１　起業者名

　　※　所属

担当
２　事業内容

　⑴　事業名

　　　※　正式名称（事業認定等の告示の事業名）を記載すること

　⑵　事業認定（認可・承認）日等

　　　※　事業認可（承認）の場合は、事業期間も併せて記載

　

　⑶　事業概要

　　　〈記載例〉

　　　　　〔全　　体〕　○○市○○丁目地内を起点とし、○○市○○地内を終点とする延長約○メートルの区間について、幅員○メートルの主要幹線道路を建設する。

　　　　　〔起業地〕　○○市○○丁目地内から○○市○○丁目地内までの延長約○○メートルの区間について幅員○メートルの○車線の道路を建設する。

　　　　　〔事業期間〕
（全　　　体）　○年○月○日～○年○月○日


（起業地区間）　○年○月○日～○年○月○日

３　土地の区域等

	土 地 の 所 在
	

	地　　番
	地　目
	面　　積（㎡）
	土地所有者
	土地に関する関　係　人

（権利の状況）

	
	公簿
	現況
	公　簿
	実　測
	収　用

(使 用)
	
	

	　　　番
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	備　　考
	○境界の確定状況、占有者の有無等


４　裁決申請に係る事項

	権利の内容等
	氏　　名
	見積補償金額
	項目・単価・割合　等

	〈例〉

　土地所有権

　抵当権　　　等
	
	〈例〉

　土地損失補償

　　○　○　円

　（鑑定の有無を記載）

残地補償

　○　○　円
	〈例〉

　土地損失補償単価

　　○　○　円／㎡

残地補償単価

　　○　○　円／㎡


５　物件の概要

	地　番
	種　類
	規模・数量等
	物件所有者
	物件に関する関係人（権利内容）
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


６　明渡申立てに係る事項

	権利の内容等
	氏　名
	見 積 補 償 金 額
	項目・単価・割合　等

	〈例〉

　物件所有権

抵　当　権 等


	
	〈例〉

　　　○　○　円

　　
	〈例〉

　物件移転料

　　○　　○　円


７　争点等

　⑴　交渉経過の概要

　　　※　交渉経過が複雑な場合等は要点を記載した上、別途詳細を記載した書類を添付すること。

　⑵　争点

　　　〈記載例〉

　　　　○　補償金額の開きが大きい（起業者提示額○○円、土地所有者要求額○○円）。
　　　　○　相続関係で争いがある。

　　　　○　土地の範囲が不明（隣地との境界について争いがある。）

　　　　○　土地所有者等が事業に反対しており、一切交渉に応じない。

８　補償等に関する周知状況

　　〈記載内容〉

　　　事業説明会等の開催状況、事業看板の掲示等

９　土地・物件調書作成の経過・問題点等

　　〈記載内容〉

　　　境界争い、署名押印拒否、当事者多数、相続人多数等

10　土地所有者・関係人の確定の経緯・方法及び他に土地所有者・関係人が存在しないことの確認の経緯・方法

　　〈記載例〉

　　　○ 登記簿による確認　○ 課税台帳による確認　○ 周辺住民からの聞取り

11　今後の事業・申請スケジュール

　　〈記載内容〉

　　　○　土地調書・物件調書の作成時期、裁決申請及び明渡裁決の申立ての目処等

　　　○　事業実施に係る期限

12　その他問題点、質問事項等

　　〈記載内容〉

　　　権利関係が複雑、特異な事例、関係人等に該当するか否かが不明な者がいる等


○　上記項目のうち可能な範囲について記載すること

○　この調書のほか、次の参考資料等（写し可）も用意すること。

　　・　事業パンフレット　　
　　・　事業認定等の告示の写し
　　・　位置図、周辺図、現場写真等

　　・　周知措置の状況等がわかる写真等

　　・　対象土地の全部事項証明書、図面等

・　対象物件の全部事項証明書、図面等

　　・　土地所有者、関係人の確認書類（住民票、履歴事項全部証明書、契約書等）

　　・　相続問題等がある場合は戸籍謄本、相続関係説明図、遺産分割協議書の写し等

・　その他必要と思われる資料

　　

⑵　調書（案）作成チェック

　　事前相談を経た後、土地調書又は物件調書に署名押印をする前に、次の事項についてチェックを行い、漏れのないことを確認の上、調書を作成すること。
	土地調書・物件調書の共通事項
	

	○様式は誤っていないか（規則第14条別記様式第８、第15条別記様式第９）。
	□

	○土地所有者ごとに作成されているか（共有地の場合はまとめて１通）。
	□

	○起業者の氏名又は住所は正しく記載されているか。
	□

	○事業の名称、起業地等は告示された内容が正しく記載されているか。
	□

	○事業認定（認可・承認）の告示等の年月日は正しく記載されているか。
	□

	○土地所有者及び関係人の氏名及び住所は正しく記載されているか。
	□

	○土地の所在は登記簿上の表示を丁目・字まで記載しているか（住所表示ではない）。
	□

	○申請対象地は告示された起業地に含まれているか。
	□

	○署名・押印の方法、代理人に委任する場合の方法は確認したか。
	□

	　
	

	土地調書
	

	○表の部分の記載は正しいか。
	□

	○図面は縮尺や測点の記載も含め、正確に作成されているか。
	□

	○収用地又は使用地を薄く赤色で着色しているか。
	□

	
	

	物件調書
	

	○土地上に物件がなくとも、作成しているか。
	□

	○表の部分の記載は図面の記載と齟齬なく、正確に記載されているか。
	□

	○図面の縮尺は正確か。
	□

	○物件配置図には収用及び使用の範囲を明示しているか。
	□

	
	


⑶　申請前チェック
裁決申請又は明渡裁決の申立てを行う前に、次の事項についてチェックを行い、漏れのないことを確認の上、収用委員会へ申請書類を提出すること。
	事業計画
	

	○事業認定の告示から１年以内（事業認可等の期間内）の申請であるか。
	□

	○用地費及び補償費の予算は計上されているか。
	□

	
	

	裁決申請に至った経緯
	

	○事業進捗や用地取得状況は、裁決申請する程度まで成熟しているか。
	□

	○任意交渉が十分に行われているか。　　
	□

	（十分に任意交渉が尽くされていない場合、これがやむを得ないとする理由があるか。）
	

	○最終、起業者見積りの提示は行ったか。
	□

	（行えなかった場合、これがやむを得ないとする理由があるか。）
	

	
	

	収用しようとする土地の所在、地番、地目、権利関係、利用状況
	

	○土地調書、物件調書の作成手続・内容は適正か。
	□

	（特に、土地所有者等が署名押印しないことが予想される場合、立会通知等の手続を確認）
	

	（また、代理人が署名押印する場合、委任状の確認）
	

	○収用しようとする土地の境界確定は完了しているか
	□

	（土地境界確定図、買収丈量図、筆界確認書等の確認）
	

	○土地の所有権等の権利関係の確認は十分に資料を収集し、適正に行われているか。
	□

	（特に、相続が発生しているが相続登記がなされていない場合）
	

	○権利者不明の場合、不明とする起業者の調査に過失はないか。
	□

	○持分不明の場合、不明とする起業者の調査に過失はないか。
	□

	
	

	土地及び明渡しに関する損失の補償
	

	○土地の価格時点は適正に設定されているか。
	□

	○土地調書及び物件調書に基づき、補償項目に漏れはないか。
	□

	（電柱等に注意）
	

	○残地が生じる場合、残地補償の見積りは適正になされているか。
	□

	
	

	権利取得の時期及び明渡しの期限
	

	○権利取得の時期及び明渡しの期限は合理的な期間を想定し適正に行われているか。
	□

	○明渡しの期限時に、事業認可（承認）期間は経過していないか。 
	□

	
	

	その他
	

	○手数料が必要かどうか。 
	□


Ⅱ　申請から裁決までの収用手続

１　裁決申請及び明渡裁決の申立て

起業者が、土地等を現実に収用し、又は使用するためには、まず、当該事業について事業認定を受け、その後、収用委員会に対し、裁決申請及び明渡裁決の申立てをしなければならない。
⑴　裁決申請（法第39条第１項）
裁決申請は、権利取得のためのものである。
ア　起業者は、事業認定の告示（手続開始の告示）があった日から１年以内に限り、収用委員会に収用又は使用の裁決を申請することができる。

工事工程と裁決申請の準備状況に応じて、起業地内の未取得地を分割して申請することもできるが、合理的な理由もなく未買収者の一部について狙い撃ち的に申請することは、条理上許されない。
イ　事業認定の告示（手続開始の告示）があった日から１年以内に裁決申請をしないときは、事業認定は効力を失う（法第29条第１項）。

ウ　都市計画事業については、事業施行期間内であれば、裁決の申請をすることができる（都市計画法第71条第１項）。

　　エ　起業者の所有地を起業者が自ら収用し、又は使用することは、観念上の矛盾をきたし、無意味であるから、収用手続をとることは許されない。

このため、次のような取扱いがされる。

○　起業者が所有する土地に無権原で設置された建物等の物件がある場合は、土地とともにその物件を事業の用に供するときは別として（この場合は、法第６条の規定に基づきその物件を収用し、又は使用することができる。）、そうでないときは、収用手続によってこれを除去することはできず、民事手続により解決するほかはない。

○　土地については任意取得したが、その土地上の建物について移転料などの協議が調わない場合には、起業者は、土地の取得についての契約を解除した上で土地の収用について裁決申請をするのでなければ、収用手続による土地の明渡しを受けることはできない。

○　起業者以外の者が所有する土地であれば、起工承諾又は一時借地により事業が竣工していてもこれを収用することができる。

⑵　明渡裁決の申立て（法第47条の３）
　明渡裁決の申立ては、現実の明渡しを受けるためのものである。

ア　権利取得裁決がされても土地の明渡しがなければ、その土地を使うことができないことから、権利取得裁決と明渡裁決の両裁決は、一体となってはじめて効力を生ずる（昭和42年12月19日建設省計総発第313号計画局長通達）。
イ　収用し、又は使用しようとする土地に移転しなければならない物件が全くなかったとしても明渡裁決の申立てが必要である。

ウ　起業者、土地所有者又は関係人は、明渡裁決の申立てを裁決申請と同時か裁決申請のあった後に行うことができる（法第47条の２第３項及び第４項）。

ただし、起業者が明渡裁決の申立てをするのであれば裁決申請と同時にするのが望ましい。

エ　明渡裁決の申立ての期限は、事業認定の告示があった日から４年以内である。事業認定の告示から４年以内に明渡裁決の申立てがないときは、事業認定は失効し、既になされた裁決手続開始の決定及び権利取得裁決は取り消されたものとみなされる（法第29条第２項）。

なお、明渡裁決の申立ての期限は、収用又は使用の手続の保留の有無によって影響を受けない（法第34条の５ただし書）。

オ　都市計画事業については、事業施行期間を経過するまでに明渡裁決の申立てがないとき　はその期間を経過した時に、既になされた裁決手続開始の決定及び権利取得裁決は取り消されたものとみなされる（都市計画法第71条第２項）。

カ　起業者は、明渡裁決の申立てをしようとするとき又は土地所有者若しくは関係人から明渡裁決の申立てがあったときは、明渡裁決の申立てに伴う書類を収用委員会に提出しなければならない（法第47条の３第１項）。

⑶　土地調書及び物件調書の写しの添付

土地調書の写しは裁決申請をするときに、また、物件調書の写しは明渡裁決の申立てをするときに、それぞれ添付しなければならない（法第40条第１項第３号、第47条の３第１項第２号）。

起業者は、事業認定の告示があった後、裁決申請及び明渡裁決の申立てに先立って、あらかじめ収用し、又は使用しようとする土地等の現況、当該土地の権利者及び当該土地に存する物件の状況、当該土地に存する物件の権利者等を調査し、土地調書及び物件調書を作成することが義務づけられている（法第36条第１項）。

調書作成にあたっては、土地所有者及び関係人を立ち会わせたうえで、起業者、土地所有者及び関係人が署名押印する必要があるが、土地所有者及び関係人は、その記載事項が真実でない旨の異議があるときは、異議の内容を付記して署名押印することができる（法第36条第３項）。

土地調書及び物件調書の作成手続がとられる理由は、収用委員会における審理を円滑かつ迅速に進行させるためであり、適法に作成された調書の記載事項は、一応真実であるとする推定力が与えられており、調書作成時に異議を付記しなかった事項については、起業者、土地所有者及び関係人は、それが真実でないことを立証しない限り、審理において異議を述べることができない（法第38条）。

⑷　手数料及び費用の負担

国及び府以外の起業者（国又は府とみなされるものを除く。）は、裁決申請の際に、府に手数料を納めなければならない（法第125条第２項第３号）。手数料の額は、大阪府土木行政事務手数料条例第２条４の項の規定により、損失補償の見積額に応じて定められている（次表参照）。

また、起業者は、収用委員会の行う審理又は調査のための鑑定及び参考人呼出しに要する費用（手当、旅費）を負担する必要がある（法第126条）。

起業者、土地所有者及び関係人が審理に出席するため、意見書を提出するためなどに要する費用は、それぞれの者が自ら負担しなければならない（法第127条）。
手数料の納付は、大阪府証紙によって行う。ただし、平成30年10月１日以降は、大阪府証紙徴収条例の廃止に伴い、納入通知書による納付となる。
（大阪府土木行政事務手数料条例第２条４の項）
	損失補償見積額
	手数料
	損失補償見積額
	手数料

	（千円超）
	　
	（千円以下）
	（円）
	（千円超）
	　
	（千円以下）
	（円）

	　
	
	100
	56,400
	2,300
	～
	2,400
	251,800

	100
	～
	150
	56,400
	2,400
	～
	2,500
	258,900

	150
	～
	200
	62,100
	2,500
	～
	2,600
	266,000

	200
	～
	250
	67,800
	2,600
	～
	2,700
	273,100

	250
	～
	300
	73,500
	2,700
	～
	2,800
	280,200

	300
	～
	350
	79,200
	2,800
	～
	2,900
	287,300

	350
	～
	400
	84,900
	2,900
	～
	3,000
	294,400

	400
	～
	450
	90,600
	3,000
	～
	3,100
	301,500

	450
	～
	500
	96,300
	3,100
	～
	3,200
	308,600

	500
	～
	550
	102,000
	3,200
	～
	3,300
	315,700

	550
	～
	600
	107,700
	3,300
	～
	3,400
	322,800

	600
	～
	650
	113,400
	3,400
	～
	3,500
	329,900

	650
	～
	700
	119,100
	3,500
	～
	3,600
	337,000

	700
	～
	750
	124,800
	3,600
	～
	3,700
	344,100

	750
	～
	800
	130,500
	3,700
	～
	3,800
	351,200

	800
	～
	850
	136,200
	3,800
	～
	3,900
	358,300

	850
	～
	900
	141,900
	3,900
	～
	4,000
	365,400

	900
	～
	950
	147,600
	4,000
	～
	4,100
	372,500

	950
	～
	1,000
	153,300
	4,100
	～
	4,200
	379,600

	1,000
	～
	1,100
	159,500
	4,200
	～
	4,300
	386,700

	1,100
	～
	1,200
	166,600
	4,300
	～
	4,400
	393,800

	1,200
	～
	1,300
	173,700
	4,400
	～
	4,500
	400,900

	1,300
	～
	1,400
	180,800
	4,500
	～
	4,600
	408,000

	1,400
	～
	1,500
	187,900
	4,600
	～
	4,700
	415,100

	1,500
	～
	1,600
	195,000
	4,700
	～
	4,800
	422,200

	1,600
	～
	1,700
	202,100
	4,800
	～
	4,900
	429,300

	1,700
	～
	1,800
	209,200
	4,900
	～
	5,000
	436,400

	1,800
	～
	1,900
	216,300
	5,000
	～
	6,000
	443,500

	1,900
	～
	2,000
	223,400
	6,000
	～
	7,000
	450,600

	2,000
	～
	2,100
	230,500
	7,000
	～
	8,000
	457,700

	2,100
	～
	2,200
	237,600
	8,000
	～
	9,000
	464,800

	2,200
	～
	2,300
	244,700
	9,000
	～
	10,000
	471,900


	損失補償見積額
	手数料

	（千円超）
	　
	（千円以下）
	（円）

	10,000
	～
	11,000
	479,000

	11,000
	～
	12,000
	486,100

	12,000
	～
	13,000
	493,200

	13,000
	～
	14,000
	500,300

	14,000
	～
	15,000
	507,400

	15,000
	～
	16,000
	514,500

	16,000
	～
	17,000
	521,600

	17,000
	～
	18,000
	528,700

	18,000
	～
	19,000
	535,800

	19,000
	～
	20,000
	542,900

	20,000
	～
	24,000
	550,000

	24,000
	～
	28,000
	560,000

	28,000
	～
	32,000
	570,000

	32,000
	～
	36,000
	580,000

	36,000
	～
	40,000
	590,000

	40,000
	～
	44,000
	600,000

	44,000
	～
	48,000
	610,000

	48,000
	～
	52,000
	620,000

	52,000
	～
	56,000
	630,000

	56,000
	～
	60,000
	640,000

	60,000
	～
	64,000
	650,000

	64,000
	～
	68,000
	660,000

	68,000
	～
	72,000
	670,000

	72,000
	～
	76,000
	680,000

	76,000
	～
	80,000
	690,000

	80,000
	～
	84,000
	700,000

	84,000
	～
	88,000
	710,000

	88,000
	～
	92,000
	720,000

	92,000
	～
	96,000
	730,000

	96,000
	～
	100,000
	740,000

	100,000
	～
	　
	750,000




２　土地所有者及び関係人の権利等

⑴　裁決申請の請求（法第39条第２項）
土地所有者又は土地に関して権利を有する関係人（先取特権を有する者、質権者、抵当権者、差押債権者又は仮差押債権者である関係人を除く。）は、自己の権利に係る土地について、起業者に対し、裁決申請をすべきことを請求することができる。

ア　請求権の行使

裁決申請の請求をしようとする者は、その請求をするにあたり、裁決申請請求書に、自己が裁決申請請求権を有することを証する書面（土地の全部事項証明書、契約書の写し、土地所有者の証明書等）を添付することを要する（規則第15条の２）。

イ　裁決の申請等

(ｱ) 起業者は、土地調書の作成前に裁決申請の請求を受けたときは、土地所有者等の氏名及び住所については登記簿に現れたものを記載すれば足り、土地調書の添付や見積補償金の記載等については省略して、裁決申請をすることができる（法第44条第１項）。

(ｲ) 起業者が、裁決申請の際に一部省略した添付書類を補充しようとするときは、収用委員会に対し、そのことを書面により通知しなければならない（法第44条第２項）。
この場合、起業者が一部省略した添付書類を補充したときに、収用委員会が裁決申請書及び添付書類を受理したものとみなされる。

・　補充の時期・・・土地調書作成後速やかに（法第44条第２項）
・　補充の方法・・・省略した添付書類の全部を提出（規則第17条の２第１項）
(ｳ) 起業者が、裁決申請の請求を受けた日から２週間以内に収用又は使用の裁決申請をしなかった場合、収用委員会は、権利取得裁決において、起業者が、土地所有者及び土地に関する所有権以外の権利を有する関係人に過怠金を支払うべきことを裁決する（法第90条の４）。

　　過怠金の額は、土地所有者等が受けるべき補償金の額に、年18.25％の割合により裁決申請を怠った期間の日数に応じて算定する。

なお、裁決申請をしなかったことについて起業者に正当な理由があるときは「怠った」ということはできないと解される（昭和42年12月19日建設省計総発第313号計画局長通達）。

　　

⑵　補償金の支払請求（法第46条の２第１項）
　土地所有者又は土地に関して権利を有する関係人（先取特権を有する者、質権者、抵当権者、差押債権者又は仮差押債権者である関係人を除く。）は、事業認定の告示があった後は、権利取得裁決前であっても、起業者に対し、土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する補償金（残地収用の請求に係る土地に関する所有権以外の権利に関する補償金（法第76条第３項参照）を除く。）の支払を請求することができる。

ア　請求権の行使
(ｱ) 支払請求権を有することを証する書面（土地の全部事項証明書、契約書の写し、土地所有者の証明書等）を添付することを要する（規則第17条の４）。
(ｲ) 裁決申請の請求とあわせてしなければならない。ただし、起業者が裁決申請をしている場合又は他の権利者が裁決申請請求をしている場合には、裁決申請の請求をする必要はない（法第46条の２第２項）。
(ｳ) 裁決手続開始の登記前から差押え又は仮差押えの執行がされている権利（当該差押え又は仮差押えの執行に係る滞納処分、強制執行又は競売によって消滅すべき権利を含む。）については、補償金の支払の請求をすることができない（法第46条の２第３項前段）。

(ｴ) 残地収用の請求（法第76条第１項）又は土地の使用に代わる収用の請求（法第81条第１項）を前提とする補償金の支払請求は、あらかじめ、その請求に必要な意見書の提出（法第87条）をした場合に限ってすることができる（法第46条の３）。
イ　補償金の支払等
(ｱ) 起業者は、補償金の支払請求を受けたときは、２月以内に自己の見積りによる補償金を支払わなければならない。ただし、裁決手続開始の登記がされていないときは、その登記がされた日から１週間以内に支払えば足りる（法第46条の４第１項）。
この場合、起業者は、先取特権者、質権者、抵当権者に対して、支払前にあらかじめ、当該権利の目的物に係る補償金の支払をすることを通知しなければならない（法第46条の４第３項）。
(ｲ) 補償金の支払請求があった土地に対する補償金額は、事業認定の告示の時における相当な価格を物価変動に応ずる修正率によってその請求の支払期限（補償金の支払請求があった日から２月目又は裁決手続開始の登記がされた日から１週間目のいずれか遅い日）における価格に修正した額となる（法第90条の２、第71条）。
しかしながら、起業者が実際に補償金を支払う場合には、事業認定の告示の時から実際の前払いの時までの物価修正を考慮すれば足りると解される。
(ｳ) 補償金の支払請求により既に支払った補償金額を、実際の支払時期に応じて物価変動に応ずる修正率によって支払期限における価格に修正した額（法第90条の３第１項第１号）が、上記(ｲ)の額より少ない場合、収用委員会は、起業者が土地所有者等に支払うべき加算金を裁決する（法第90条の３第１項第３号）。
加算金は、支払を遅滞した金額について、支払を遅滞した期間（日数）につき、遅滞額の多少に応じた加算率をもって算定される（法第90条の３第２項）。

・補償金の額の２割以上である期間　　　　　＝　年 18.25％

・補償金の額の２割未満１割以上である期間　＝　年 11％

・補償金の額の１割未満である期間　　　　　＝　年  6.25％
なお、起業者に正当な理由があるときは「遅滞した」ということはできないと解される（昭和42年12月19日建設省計総発第313号計画局長通達）。
(ｴ) 補償金の支払期限前に権利取得裁決の裁決書の正本が起業者に送達されたときは、補償金の支払請求は、その効力を失う（法第46条の４第４項）。また、差押え又は仮差押えの執行前に補償金の支払請求がされた権利について、差押え又仮差押えの執行後に裁決手続開始の登記がされたときは、補償金の支払請求は効力を失う（法第46条の２第３項後段）。

⑶　明渡裁決の申立て

明渡裁決の申立ては、裁決申請があった後、明渡裁決の申立てがなされていない場合には、起業者のみならず土地所有者又は関係人からもすることができる（法第47条の２第３項）。
土地所有者又は関係人から明渡裁決の申立てがあったときは、収用委員会から起業者にそのことを通知し（令第１条の10）、起業者は、明渡裁決の申立てに伴う書類を収用委員会に提出する（法第47条の３第１項）。
３　裁決申請書及び明渡裁決申立書の受理

⑴　書類の補正命令及び却下

裁決申請書及びその添付書類又は明渡裁決の申立てに伴う書類が国土交通省令に規定する方式を欠くとき、又は手数料を納めないときは、収用委員会は、相当な期間を定めて、起業者にその欠陥の補正を命じる。

起業者が、収用委員会が定めた期間内に欠陥の補正をしないときは、収用委員会は、裁決申請書又は明渡裁決申立書を却下する（法第41条又は第47条の３第５項において準用する第19条第２項）。

⑵　市町村長への写しの送付･土地所有者及び関係人への通知
収用委員会は、裁決申請又は明渡裁決の申立てを却下する場合を除き、裁決申請書及びその添付書類又は明渡裁決申立書及び明渡裁決の申立てに伴う書類を受理したときは、その写しを当該土地の存する市町村長（大阪市及び堺市の場合は区長（法第140条）。以下同じ。）あて送付する（法第42条第１項及び第47条の４第１項）。
　　　　　　　　　　　　様式16、22、26－１・２、30号（Ｐ145、151、155、156、162）
また、裁決申請又は明渡裁決の申立てがあったことを土地所有者及び関係人に通知する（法第42条第１項及び第47条の４第１項）とともに、土地所有者、関係人及び準関係人に意見書を提出する機会を与え（法第43条第１項及び第２項）、土地所有者、関係人及び準関係人が、意見書の提出、審理の流れ等を理解し、意見を陳述できる態勢を整えられるように申請書のコピー、大阪府収用委員会が作成したパンフレット「土地収用のあらまし」等を送付する。

様式19～21、25、29－１～３、33－１・２、34号（Ｐ148～150、154、159～161、165～167）
４　公告・縦覧等

⑴　公告・縦覧
市町村長は、収用委員会から裁決申請書及びその添付書類又は明渡裁決申立書及び明渡裁決の申立てに伴う書類の写しの送付を受けると、直ちに裁決申請又は明渡裁決の申立てがあったこと及び収用し、又は使用しようとする土地の所在、地番及び地目を公告し、公告の日から２週間、その書類を公衆の縦覧に供しなければならない（法第42条第２項及び法第47条の４第２項において準用する第42条第２項）。これは、収用し、又は使用しようとする土地等の隠れた権利者等を発見するために行う手続である。様式17、23、27、31号（Ｐ146、152、157、163）

　⑵　公告の日の報告

　市町村長は、公告をしたときは、遅滞なく、公告の日を収用委員会に報告しなければならない（法第42条第３項及び第47条の４第２項において準用する第42条第３項）。

　　　　　　　　　　　　 様式18、24、28、32号　（Ｐ147、153、158、164）

５　意見書の提出

⑴　対象及び提出可能な期間

ア　土地所有者及び関係人は、２週間の縦覧期間に、縦覧に供されている書類に記載されている事項についての意見書を、収用委員会に提出することができる（法第43条第１項本文及び第47条の４第２項において準用する第43条第１項本文）。

イ　準関係人は、裁決申請又は明渡裁決の申立てがあったこと等の公告があったときは、審理終結までの間、自己の権利が影響を受ける限度で、損失の補償に関する意見書を提出することができる（法第43条第２項及び第47条の４第２項において準用する第43条第２項）。

ウ　土地所有者、関係人及び準関係人は、意見書に、事業の認定に対する不服に関する事項その他の事項であって、収用委員会の審理と関係がないものを記載することができず、たとえ記載した場合でも、記載がなかったものとみなされる（法第43条第３項及び第４項、第47条の４第２項において準用する第43条第３項及び第４項並びに第63条第３項）。

⑵　対象の制限

土地所有者及び関係人は、申請書の添付書類又は縦覧期間中に提出した意見書に記載した事項以外は、損失の補償に関する事項を除き、審理において新たに意見書を提出し、又は口頭で意見を述べることが原則としてできなくなる（法第63条第１項及び第２項）。

　⑶　取扱い及び様式
縦覧期間内又は結審までに提出された意見書に関しては、審理の場で取り上げ、双方の意見を聞くことになる。
　　　意見書の様式は、法令上決まっていないが、作成日付、提出者の記名が必要である（必要に応じて、収用委員会から土地所有者等に意見書の様式例を送付する。）。

様式35－２・３（Ｐ169、170）
６　裁決手続開始の決定

収用委員会は、裁決申請書の縦覧期間を経過した後、遅滞なく裁決手続の開始を決定し、以後、一連の手続を行う（法第45条の２、昭和43年２月２日付け建設省計総発第18号計画局長通達参照）。

収用又は使用の裁決手続開始の登記がされると、権利者が固定され、相続などの一般承継を除き、新たな権利者は起業者に対抗できなくなる（法第45条の３第１項）。

⑴　裁決手続開始決定書

裁決手続の開始の決定の方法については、法令上は何も規定されていないが、裁決手続開始の登記の嘱託に当たり、登記原因証明情報として裁決手続開始決定書の正本が必要となるので、裁決手続の開始の決定は書面で行われる（昭和43年２月２日付け建設省計総発第18号計画局長通達参照）。この裁決手続開始決定書は、起業者が行う前提登記の代位原因証書にもなる。

⑵　公告及び通知

収用委員会は、裁決手続開始の決定をすると、そのことを大阪府公報により公告し（法第45条の２、規則第17条の３）、起業者に裁決手続開始を決定したことを通知する（令第１条の９）とともに裁決手続開始決定書の正本を交付する。

⑶　登記の嘱託
　　　収用委員会は、裁決手続開始を決定すると、裁決手続開始の登記を嘱託し（法第45条の２）、登記が完了した時は、起業者に登記完了証を送付する。　　　　　　　　 様式43号（Ｐ180）
また、次の場合には、起業者が、裁決手続開始決定書の正本を代位原因証書として分筆登記等の所要の代位登記（前提登記）（不動産登記法第59条第７号）を完了した後に、収用委員会が裁決手続開始の登記を嘱託することとなる（昭和43年２月２日付け建設省計総発第18号計画局長通達参照）。

	○代位登記（前提登記）が必要な場合の例

①　裁決手続開始決定書の土地の表示が一筆の土地の一部であるとき（分筆登記）。

②　登記簿の地積と実測の地積に差異があるとき（分筆する必要がない場合は不要）。

③　裁決手続開始決定書の土地所有者若しくは関係人の表示が登記簿の表示と符合しないとき又はこれらの権利者が登記名義人から権利を承継したものであるとき（土地所有者表示更正登記、相続登記等）。

④　その他裁決手続開始決定書に表示された土地所有者又は関係人の住所が登記簿上の表示と符合しないとき（土地所有者表示変更登記）。　　　　　　　　　　　　　　　 等


○　起業者は、代位登記（前提登記）が完了したときは、速やかに完了した旨の報告を収用委員会あてに行うこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 様式42号（Ｐ179）
○　収用し、又は使用しようとする土地に差押えがある場合、収用委員会は裁決手続開始の登記完了後、裁判所、税務署等配当機関あて通知する（令第１条の14）。様式44号（Ｐ181）

なお、裁決手続開始の決定は必ず行うが、境界争いや権利の存否について争いがある場合は、代位登記（前提登記）や裁決手続開始決定の登記ができないことがある。

⑷　裁決手続開始の登記の抹消

裁決手続開始の登記は、権利取得裁決に基づく収用による所有権移転登記の際に、登記官が職権で抹消する（不動産登記法第118条第６項）。

また、次の場合は、収用委員会が裁決手続開始の登記の抹消登記を嘱託する（昭和44年４月11日付け建設省計総発第284号計画局長通達参照）。

	○裁決手続開始の登記の抹消登記を嘱託する場合の例

①　法第29条第２項又は第100条の規定により、裁決手続開始の決定が取り消されたものとみなされた場合

②　使用の権利取得裁決に基づき起業者が当該権利を取得した場合

③　裁決手続開始の決定が失効した場合（例えば、事業の認定の取消し又は裁決の申請若しくは裁決申請書の却下（法第47条又は第41条で準用する第19条）があったとき）

④　裁決手続開始の決定の取消しがあった場合

⑤　任意売買の成立等により裁決の申請の取下げがあった場合

⑥　嘱託の過誤により裁決手続開始の登記がなされた場合　　　　　　　　　　　　　等


なお、裁決手続開始登記の抹消の登記に要する登録免許税は、原則として起業者が負担するものとされている（昭和44年４月11日付け建設省計総発第284号計画局長通達）。

７　審理

　　収用委員会は、縦覧期間を経過した後、遅滞なく審理を開始しなければならない（法第46条第１項）。審理は、収用委員会が起業者、土地所有者及び関係人から裁決事項（収用しようとする土地の区域、損失の補償、権利取得の時期、明渡しの期限等）について意見を聞くために開くものであって、会長又は指名委員の指揮のもとに（法第64条第１項）、原則として公開して行われる（法第62条）。大阪府収用委員会では指名委員制を採用しており、原則として１名の指名委員が当該事件について審理手続の指揮を行う（法第60条の２第１項）。
　⑴　審理手続開始及び第１回審理開催の通知

収用委員会は、審理を開始する場合には、あらかじめ審理の期日及び場所を起業者、土地所有者、関係人及び準関係人に通知する（法第46条第２項）。

通知は、起業者に対しては手交、土地所有者及び関係人に対しては郵便法第49条で規定されている特別送達で送付することにより行う。　　　　　　　　　　　　 　様式45号（Ｐ182）

特別送達により送達することができなかったときは、再度、書留郵便による通知を行う。この場合、発送した時に通知がなされたものとみなされる（法第135条第２項及び令第６条第３項において準用する民事訴訟法第107条）。

なお、通知を受けるべき者の住所、居所その他通知すべき場所を確知することができない場合又は民事訴訟法の規定（同法第102条、第103条、第105条、第106条又は第109条）に準じることができない場合には、公示による通知を行う（令第６条の２において準用する第５条）。

⑵　審理の流れ
ア　第１回審理まで
(ｱ) 第１回審理の期日の指定

　第１回審理の期日は縦覧期間経過後、１～２か月後程度を目安に指名委員が指定する。

なお、第１回審理で争点内容について十分な論議ができるよう、必要に応じて起業者、土地所有者等に事前に意見書の提出を求める。

(ｲ) 審理開催場所

　原則として、大阪府収用委員会審理室で行う。

(ｳ) 審理への出席・委任など

起業者、土地所有者及び関係人は、審理の出席、意見書の提出等について代理人（市長代理等を含む。）をたてることができる。その場合は、第１回審理までに委任状に必要事項を記載のうえ収用委員会に提出しなければならない（法第136条第１項及び第２項）。
様式47号（Ｐ184）

共同の利益を有する多数の土地所有者又は関係人は、その中から、全員のために代表当事者を３人以内で選定することができる（法第65条の２第１項）。

また、収用委員会は、共同の利益を有する土地所有者又は関係人が著しく多数である場合において、審理の円滑な進行のため必要があると認めるときは、当該土地所有者又は関係人に対し、代表当事者を選定すべきことを勧告することができる（法第65条の２第７項）。

イ　第１回審理当日

(ｱ) 起業者、土地所有者及び関係人は審理開始時刻までに指定された席につく。
(ｲ) 傍聴人は傍聴人名簿に氏名及び所属又は住所を記載する。　　  　様式48号（Ｐ185）

【大阪府収用委員会における審理の秩序維持に関する規程】

(ｳ) 起業者、土地所有者及び関係人は審理中は指名委員の指示に従わなければならない。
(ｴ) 第１回審理で起業者が説明する事項は、通常下記のとおりであるが、指名委員の審理指揮内容により異なる場合がある。また、権利取得裁決申請と明渡裁決の申立てが同時に申請された場合と分離して申請された場合とで内容が異なる。
(ｵ) 起業者からの説明の後、項目ごとに説明に関する土地所有者及び関係人の意見を求める。さらに、双方の意見、主張を求める。


　　

(ｶ) 指名委員が当日の主張等が出尽くしたものと判断すれば、当日の審理を終了する。

(ｷ) 次回審理を行う場合は、指名委員が、審理終了の前に、当事者の意向を確認したうえで日程を決定する。

ウ　第２回審理以降

当事者からの第１回審理における主張内容についての補足・新たな意見について聴取し、収用委員会として争点を整理するうえで必要と考えられる事項について、双方の意見･主張等を求める。
エ　審理の終結（結審）

指名委員は、審理で当事者の争点・論点等が整理され、起業者、土地所有者及び関係人の主張、意見等が出尽くしたと判断した時は、審理を終結する。

オ　審理の間隔と回数について

概ね１～２か月に１回のペースで行う。審理回数は、概ね１～２回である。

ただし、事件内容によって審理の間隔や審理回数が変わる場合がある。

⑶　審理出席のための準備

起業者としては、次の事項について事前に準備、調整したうえで審理に臨むことが、円滑な審理の進行に資するものと考えられる。

ア　図面やパンフレットの準備

指名委員に分かりやすく説明するための、事業概要や収用の対象となる起業地等の資料を準備する。

イ　各種資料の整理

それぞれの権利者等に対する補償額を的確に説明するための各種資料を整理する。
ウ　起業者意見書の作成

(ｱ) 交渉時の争点、土地所有者及び関係人の意見書を踏まえ、第１回審理までに争点を整理する。

(ｲ) 意見書を作成せずに、審理に臨むことを避ける。

(ｳ) 起業者の意見書は、最終責任者が必ず決裁し作成する。

エ　補償算定の具体的説明

「公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱等に基づいて適正に算定している」というだけの説明は避ける。

物件移転補償、営業補償等については、細部にわたる積み上げデータを準備し、いつでも説明できるようにする。

オ　想定問答の作成

何を聞かれても答えられるように準備し、審理は１回で結審する気概で臨む必要がある。

カ　審理での発言事項に関する職員の役割分担
審理では、起業者の代理人１人が説明することも、複数名で役割を分担して説明することも可能である。ただし、複数で説明する場合は、事前に項目を説明する担当者を決めるとともに、必ず全体を把握している者が審理に出席する。
⑷　審理記録書

大阪府収用委員会では、審理の概要を整理した審理記録書を作成しており、特段の理由がない限り、起業者、土地所有者、関係人の全員（土地所有者及び関係人の代理人を含む。）及び準関係人に審理記録書を交付する。

⑸　審理中の意見など

当事者は、下記の事項について、審理において意見を口頭で述べ、又は意見書として提出することができる（法第63条第１項及び第２項、第65条第１項第１号）。
　   　　意見書例　　様式35－１～３号（Ｐ168～170）

○　裁決申請書及び明渡裁決申立書並びにそれらの添付書類に記載された事項又は裁決申請書等の縦覧期間内に提出された意見書に記載された事項説明

　　　○　収用委員会から説明や意見書の提出を命じられた事項

　　　○　損失の補償に関する事項

なお、収用委員会は、相当の理由があると認める場合は、裁決申請書等の縦覧期間が経過した後に、新たな事項に係る意見書が提出された場合でもこれを受理することができる（法第43条第１項ただし書、第47条の４第２項において準用する第43条第１項ただし書）。
ただし、事業の認定に対する不服に関する事項その他の事項であって、審理と関係がない事項について口頭で意見を述べ、又は意見書に記載することはできない（法第63条第３項）。

８　現地調査

収用委員（指名委員）は、現地において、起業者、土地所有者及び関係人の立会のもとに、収用し、又は使用しようとする土地の区域、利用状況及びその土地の区域にある物件（建物、工作物、立木等）の有無等について調査・確認する（法第65条第１項第３号）。

⑴　現地調査の時期

　通常は第１回審理と第２回審理の間に行う。　　　　　         　　　様式46号（Ｐ183）

　　実施日時については、第１回審理において第２回審理の日程とあわせて決定し、起業者、土地所有者及び関係人に対して通知する。
⑵　現地調査の実施

　調査の手順は概ね以下のとおりである。

ア　起業者から、事業及び起業地の概要について簡潔な説明
イ　事業認定（事業認可）区域の確認
ウ　土地調書図面に基づいて収用し、又は使用しようとする土地及び残地の境界点の確認
　　　　このときの境界記号を示す表示板、ポール、巻尺の準備を起業者に依頼している。

エ　収用地の隣接地との境界の確認
オ　物件調書に基づいて収用し、又は使用しようとする土地及び残地上にある物件の確認

　　　なお、調査全体を通じて、調査に際して事務局職員が写真撮影を行う。

その他、以下の対応をとることもある。

○　調査にあたり、審理で具体的に調書の誤りが立証された時は現地で確認する。

○　土地の状況が複雑な場合、和解案件等の場合には、指名委員の指示により事務局職員が調査を実施することがある（法第60条の２第２項）。

○　明渡裁決時点で農作物等が存在する可能性がある場合には、裁決直前に調査を実施することがある。

９　審理期日の延期及び再開

⑴　審理の延期

裁決申請後にも起業者と土地所有者及び関係人との間で任意交渉を行うことは可能であり、その過程で合意の成立の見込みが生じた場合等は、起業者の申出を待って指名委員の判断により審理を一時中断することがある。

ア　申出の方法

起業者は、合意の成立の見込み等が生じた場合は、土地所有者及び関係人全員の了解を得て、審理期日延期願を収用委員会あてに提出する。　　　　　　　　　　様式49号（Ｐ186）

イ　審理期日延期の通知

　　指名委員が、起業者の申出を適当と認めれば、審理を一時中断し、その旨を起業者、土地所有者及び関係人に通知する。　　　       　　　　　　　　　　 　　様式50号（Ｐ187）

ウ　経過報告

起業者は、審理の中断期間中、指名委員又は事務局担当者に対して、適時交渉経過等の報告を文書又は口頭にて行う。

⑵　審理の再開

起業者が、審理の中断中に手続外で土地所有者及び関係人と交渉を行い、一定の方向性が決まれば、審理を再開することになる。

審理は、起業者の審理再開願又はそれに変わる意見書が提出されたことを指名委員が確認して再開し、指名委員は、その旨を、起業者、土地所有者及び関係人に通知する。
様式51、52号（Ｐ188、189）

10　調査のための鑑定

収用委員会は、補償額を決定するため、裁決を行うにあたって鑑定が必要と判断したときは、調査手続の１つとしての鑑定を行う場合がある（法第65条第１項第２号）。通常は、不動産の価格等にあっては不動産鑑定士から鑑定評価書を、物件の移転料等の判断にあっては補償コンサルタントから鑑定書を徴している。

土地所有者又は関係人が起業者の見積りに同意している場合は、収用委員会は補償金について独自に判断しないので、鑑定は行わない。

⑴　鑑定調査の実施

鑑定調査の実施については、収用委員会の議により鑑定人を選定し、指名委員が鑑定を命ずることとしている。

　　ア　鑑定人の数

(ｱ) 土地又は土地に関する所有権以外の権利の価格の評価に関する場合　・・・２者

(ｲ) 建物等の移転費用等に関する場合　･・・・・・・・・・・・・・・・・・ １者

(ｳ) (ｱ)、(ｲ)にかかわらず、土地につき近傍類地の鑑定評価結果がすでに明らかな場合や申請補償額が少額の場合、営業補償、物件移転料等につき画一的、標準的な補償基準を適用することが困難な場合など、収用委員会が適切と認める場合には、鑑定人の数を増減することがある。

　　イ　事前準備

(ｱ) 収用委員会は起業者に対し鑑定に着手する旨を連絡する。なお、鑑定調査当日、必要であれば案内を依頼する。

(ｲ) 鑑定にあたり、必要があれば鑑定に係る資料の提出を土地所有者、関係人又は起業者に依頼する。                   　　     　　　　　　　　　　　　 様式53号（Ｐ191）
(ｳ) 土地所有者及び関係人に、鑑定のため現地調査を行う旨を通知する。

　　　　　　　　                               　　  　　　　　　  様式54号（Ｐ192）

⑵　鑑定人手当

ア　鑑定人手当については、起業者が負担する（法第126条）。

イ　鑑定人手当は、毎年度当初に近畿地区用地対策連絡協議会基準を参考にした収用委員会の鑑定人手当基準により決定している。手当の額は裁決後に確定する。

11　裁決

裁決とは、裁決申請書又は明渡裁決申立書の受理後、審理等の手続を経て、裁決申請又は明渡裁決の申立てに対する応答として行う行政処分である。

なお、裁決の会議は公開されない（法第66条第１項）。

⑴　裁決の種類

裁決の種類は次のとおりである。

収用委員会は、裁決申請又は明渡裁決の申立てを受理した後は、法第47条の規定に基づき裁決の申請を却下する場合を除き、収用又は使用の裁決をする。

ア　却下の裁決（法第47条）

　　　　収用委員会は、次のような場合は裁決により収用又は使用の裁決の申請を却下する。

(ｱ) 申請に係る事業が、事業認定（事業認可）を受けた事業と異なるとき（第１項第１号）。

(ｲ) 申請に係る事業計画が事業認定申請書に添付された事業計画書に記載された計画と著しく異なるとき（第１項第２号）。

(ｳ) 申請が法の規定に違反するとき（第１項）。

イ　収用又は使用の裁決（法第47条の２）

収用又は使用の裁決は、起業者、土地所有者及び関係人の意思にかかわらず、起業者が支払う損失補償額を決定し、起業者に土地等の所有権又は使用権等を取得させるとともに、土地所有者及び関係人に土地等の明渡義務を課す行政処分である。

収用又は使用の裁決には、権利取得裁決及び明渡裁決がある。

　　　

⑵　権利取得裁決

権利取得裁決においては、次の事項について裁決する（法第48条第１項）。

ア　収用する土地の区域又は使用する土地の区域並びに使用の方法及び期間
起業者が申し立てた範囲でかつ事業に必要な限度で裁決しなければならない。
ただし、残地収用の請求（法第76条第１項）又は使用に代わる収用の請求（法第81条第１項）があった場合は、その請求の範囲内で裁決することができる（法第48条第２項）。

イ　土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する損失の補償

損失の補償に関する当事者主義（法第48条第３項）に基づき、収用委員会は、補償金額について起業者、土地所有者、関係人及び準関係人が意見書により申し立てた範囲内で裁決しなければならない。
当事者主義の適用は、権利取得裁決に係る補償の各項目を合計した補償総額について行う。

ウ　権利を取得し、又は消滅させる時期（権利取得の時期）
権利取得の時期は、権利取得裁決に係る損失の補償金の支払等の期限であるとともに、起業者の土地所有権等の原始取得の権利関係の変動が生じる時期である。

エ　その他法に規定する事項

(ｱ) 残地に関する権利の存続（法第76条第２項）。
(ｲ) 使用に代わる収用の場合の権利の存続（法第81条第２項）。
(ｳ) 担保の提供（法第83条第３項）。
(ｴ) 差額及び加算金（法第90条の３第１項）。
(ｵ) 過怠金（法第90条の４）

⑶　明渡裁決

明渡裁決においては、次の事項について裁決する（法第49条第１項）。

ア　土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する損失の補償（権利取得裁決の裁決事項）を除くその他の損失の補償（明渡しに関する損失の補償）

明渡しに関する損失の補償についても、当事者主義の適用がある（法第49条第２項において準用する第48条第３項）。

イ　土地若しくは物件の引渡し又は物件の移転の期限（明渡しの期限）

明渡しの期限は、起業者が明渡裁決に係る損失の補償金を払い渡す期限であるとともに、土地所有者等が土地上の物件を収去し、土地を明け渡す期限である。

ウ　その他法に規定する事項

(ｱ) 担保の提供（法第84条第３項において準用する第83条第３項）
(ｲ) 移転困難な場合の物件収用（法第78条）
(ｳ) 移転料多額の場合の物件収用（法第79条）

⑷　不明裁決（権利取得裁決、明渡裁決　共通）及び補償金の供託
ア　収用委員会は、土地所有者又は関係人の氏名及び住所を明らかにして裁決しなければならないが、土地所有者又は関係人の氏名又は住所を確知することができない場合は、不明裁決をすることができる（法第48条第４項、第49条第２項において準用する第48条第４項）。

イ　収用委員会は土地又は物件に関する所有権以外の権利に争いがある場合、裁決の時期までにその権利の存否が確定しないときは、権利が存するとして裁決し、権利が存しないことが確定した場合の土地所有者等の補償金をあわせて裁決する（法第48条第５項、第49条第２項において準用する第48条第５項）。

ウ　起業者は不明の部分に係る補償金を供託することができる（法第95条第２項第２号、第97条第２項において準用する第95条第２項第２号）。

　
⑸　裁決書（正本）の送達
ア　収用委員会は裁決をした後、裁決書正本を作成し、起業者、土地所有者及び関係人に送達する（法第66条第３項）。　　　　　　　　  　　　　   　           様式55号（Ｐ193）

イ　送達の方法は手交、特別送達（郵便法第49条）等である（法第135条第２項、令第４条）。

ウ　土地所有者又は関係人の住所、居所その他送達すべき場所を確知することができないときなどは公示送達をする（令第５条）。     　　　　　      　様式57、58号（Ｐ195、196）

エ　裁決の効力は、裁決書正本の送達により発生する。

オ　裁決書正本が、土地所有者又は関係人の受領拒否、不在等の理由により返送されてきたときは、再度、書留郵便による裁決書正本の送付を行う。この場合、発送した時に裁決書正本の送達がなされたものとみなされる（法第135条第２項、令第４条第２項において準用する民事訴訟法第107条第１項及び第３項）。

12  和解 

⑴　和解の意義

和解とは当事者双方が互いに譲歩して争いを円満に終結する合意をいう。土地等の取得に係る争いは、裁決申請をした後であっても、裁決という強制的な行政処分により解決するよりは、当事者の話合いで円満に解決するのが望ましい。

一般の訴訟においても、判決に至るまでに裁判官が当事者の間に入って和解が行われるが、これと同様に、法においても和解の制度が設けられている。

和解の制度は、裁決の申請後、裁決があるまでの間に、当事者間に合意が成立した場合に、収用委員会が和解調書を作成することにより、裁決と同一の効果（原始取得の効果、代行及び代執行をなしうる効果、買受制度の適用等）を生じさせるものである。

⑵　和解の勧告

収用委員会は、当事者の主張、対立点等を見極めたうえで、状況に応じて、自由な裁量により、 和解を勧告するかどうかを決めることができ、審理の途中において、いつでも起業者、土地所有者及び関係人に和解を勧めることができる（法第50条第１項）。

なお、この和解の勧告は、当事者を拘束するものではない。

⑶　和解の要件

和解調書の作成の前堤となる和解の内容は、起業者が補償金の払渡し、供託等の補償の実行をするまでに、土地の所有権又は使用権を起業者に取得させたり、被収用者に対して土地の引渡し又は物件の移転義務を課したりするものであってはならず、次の４つの要件を備えたものでなければならない（法第50条第２項）。

なお、この和解は、収用委員会の和解の勧告を受けて調ったものである必要はなく、審理外で成立したものであってもよい。

ア  収用し、又は使用しようとする土地の全部又は一部に係るものであること。

イ  起業者と土地所有者及び関係人の全員との間に調ったものであること。

ウ  権利取得裁決又は明渡裁決に係るすべての裁決事項について調ったものであること。

エ  法第７章（収用又は使用の効果）の規定に適合するものであること。

⑷　和解調書の作成の申請

和解調書は、起業者、土地所有者及び関係人の申請によって、収用委員会が作成する（法第50条第２項）。この申請は、書面、口頭のいずれの方法でもよいが、当事者全員によって申請がなされる必要があり、書面によることが望ましい。   　       様式59、60号（Ｐ197、198）
和解が土地収用法上の効果を生ずるためには、収用委員会の関与のもとに調書が作成されることが必要である（法第50条第３項及び第５項）。

⑸　和解調書の作成

起業者、土地所有者及び関係人の全員から申請があり、当事者間に前記⑶の要件を満たす和解が調っているときには、収用委員会が和解調書を作成する（法第50条第２項）。

和解調書には、権利取得裁決の対象事項又は明渡裁決の対象事項のすべてを記載し、収用委員会の会長及び和解調書の作成に加わった委員並びに起業者、土地所有者及び関係人の全員が署名押印する（法第50条第３項）。

⑹　和解調書の正本の送達

起業者、土地所有者及び関係人には、収用委員会から和解調書の正本が送達される（法第50条第４項）。

⑺　和解調書作成の効果

和解調書が作成されると、権利取得裁決又は明渡裁決があったものとみなされ、起業者、土地所有者及び関係人は、和解の成立及び内容を争うことができなくなる（法第50条第５項）。

13  取下げ

裁決申請及び明渡裁決の申立て後、起業者、土地所有者及び関係人の間で権利取得及び明渡しについて任意の合意が調い、私法上の契約が締結され、土地の所有権が起業者に移転し、当該土地上の物件も移転され、収用手続による目的を私法上の契約等で充足した場合等には、起業者は裁決申請及び明渡裁決の申立ての取下げを行うことができる。

⑴　取下げの時期及び方法

取下げの可能な時期は、裁決申請後から裁決までの間であり、方法は、起業者が取下書の提出をもって行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   様式62号（Ｐ200）

⑵　取下げに伴う費用

取下げ自体に費用等は生じない。

ただし、取下げまでに、収用委員会が鑑定人による鑑定等を行っていた場合、その費用は起業者が負担しなければならない。

また、起業者が裁決申請を取り下げた場合、収用委員会が裁決手続開始の登記の抹消の登記を嘱託する場合がある。この場合に必要な登録免許税は起業者の負担となる（昭和44年４月11日付け建設省計総発第284号計画局長通達）。
⑶　取下げに係る注意点

取下げは、契約締結後、移転登記、代金の支払、土地の引渡等、全ての行為が完了した後に行うことが望ましく、解決が図られていない事件等についての取下げは、今後のことも十分検討したうえで行う必要がある。
なお、裁決申請後、権利取得裁決の対象事項について合意が成立しても、明渡裁決の対象事項について合意が成立していないときには、裁決申請を取り下げると事業認定が失効し、明渡裁決を受けることができなくなるので、裁決申請を取り下げてはならず、権利取得に係る和解調書の作成を申請すべきである。

また、権利取得裁決又は権利取得に係る和解調書の作成後、明渡裁決の対象事項について合意が成立したときにも、同様に明渡裁決の申立てを取り下げてはならない。明渡裁決の申立てを取り下げると事業認定が失効し（法第29条第２項前段）、その結果、権利取得裁決（和解調書の作成）も失効するからである（法第29条第２項後段）。この場合も、明渡裁決に相当する和解調書の作成を申請すべきである。
Ⅲ   裁　決　の　効　果
権利取得裁決及び明渡裁決があると、収用又は使用の対象物が特定され、補償金並びに権利取得の時期及び土地上の物件の明渡しの期限が定められる。
裁決があると直ちに収用の効果が発生するわけでなく、起業者が裁決で定められた権利取得の時期又は明渡しの期限までに所定の補償金を支払うことと引換えに、権利の取得、消滅あるいは物件の収去義務の発生等の効果が生じる。

１  権利取得裁決の効果

　起業者には、権利取得の時期までに土地所有者及び関係人に土地に関する補償金等の払渡、供託等の義務が生じ（法第95条第１項及び第２項）、これを履行することにより、以下の効果が生じる。
⑴　権利の取得、消滅及び制限（法第101条第１項及び第２項）
ア  土地を収用する場合

(ｱ) 起業者は、権利取得の時期において、土地の所有権を原始取得し、原則としてその土地にある所有権以外の権利は消滅する。

ただし、残地収用の請求又は使用に代わる収用の請求に係る土地について、存続の請求が認められた権利は存続する（法第101条第１項ただし書）。

(ｲ) 起業者が、土地の所有権を第三者に対抗するためには、登記を要する（通説）。

イ  土地を使用する場合

(ｱ) 起業者は、権利取得の時期において、当該土地を使用する権利（公法上の使用権）を取得し、使用に支障となるその他の権利の行使は制限される。
(ｲ) この使用権を、第三者に対抗するためには、登記を要しないと解されている。 

⑵　占有の継続（法第101条の２）
権利取得の時期の到来により、起業者が土地の所有権を取得した場合でも、取得した所有権に基づいて直ちに土地の占有を開始することは許されず、従前の占有者又はその承継人は、明渡しの期限までは、従前の用法に従いその占有を継続することができる。

２  明渡裁決の効果

起業者には、明渡しの期限までに土地所有者及び関係人に明渡しに関する補償金等の払渡、供託等の義務が生じ、これを履行することにより、土地所有者及び関係人には、明渡しの期限までに、起業者に裁決で定められた土地若しくは物件を引渡し、又は物件を移転させる義務が生じる（法第97条第１項及び第102条）
３  補償の払渡又は供託

⑴　権利取得裁決に係る補償の払渡等
ア  起業者は、権利取得の時期までに、裁決で定められた次のことをしなければならない（法第95条第１項）。

(ｱ) 権利取得裁決に係る補償金、加算金及び過怠金の払渡

(ｲ) 替地の譲渡及び引渡

(ｳ) 宅地の造成

イ  起業者は、耕地の造成の裁決があった場合、次のことをしなければならない。

(ｱ) 工事完了時期までに耕地の造成（法第95条第６項）。

(ｲ) 担保の提供の裁決があった場合、権利取得の時期までに当該担保の供託（法第98条）。

⑵　明渡裁決に係る補償の払渡等

ア  起業者は、明渡しの期限までに、裁決で定められた次のことをしなければならない（法第97条第１項）。

(ｱ) 明渡裁決に係る補償金の払渡

(ｲ) 物件の移転の代行

(ｳ) 宅地の造成

イ  起業者は、工事の代行の裁決があった場合、次のことをしなければならない。

(ｱ) 工事完了時期までに工事の代行（法第97条第２項において準用する第95条第６項）。

(ｲ) 担保の提供の裁決があった場合、明渡しの期限までに当該担保の供託（法第98条）。

⑶　権利取得裁決に係る補償の供託

ア　起業者は、次の場合は、権利取得の時期までに、補償金等を供託することができる（法第95条第２項）。

(ｱ) 補償金等を受けるべき者がその受領を拒んだとき、又は受領することができないとき。

(ｲ) 起業者が過失がなくて補償金等を受けるべき者を確知することができないとき。

(ｳ) 起業者が収用委員会の裁決した補償金等の額に対して不服があるとき。

ただし、補償金の支払請求があるときは、自己の見積金額を払い渡し、その差額を供託しなければならない（法第95条第３項）。

(ｴ) 起業者が差押え又は仮差押えにより補償金等の払渡しを禁じられたとき。

イ　起業者は、次の場合は、権利取得の時期までに、補償金等を供託しなければならない（法第95条第４項）。

(ｱ) 法第48条第５項の規定による不明裁決に係る補償金等

(ｲ) 裁決手続開始の登記前に仮登記又は買戻しの特約の登記がされた権利に係る補償金等

ウ　起業者は、次の場合は、権利取得の時期までに替地を供託することができる（法第95条第５項）

(ｱ) 替地を受けるべき者が受領を拒否したとき、又は譲渡若しくは引渡しを受けることができないとき。

(ｲ) 起業者が差押え又は仮差押えより替地の譲渡又は引渡しを禁じられたとき。 

⑷　明渡裁決に係る補償の供託

権利取得裁決に係る補償の供託の規定を準用する（法第97条第２項）。

⑸　供託の方法（法第99条）
ア　金銭又は有価証券の供託は、収用し、又は使用しようとする土地の所在地の供託所にしなければならない（第１項）。
イ　替地の供託については、民法及び非訟事件手続法の規定による（第２項）。
ウ　起業者は、供託したときは、遅滞なく、その旨を補償金等、替地又は担保を取得すべき者に通知しなければならない（第３項）。

　　なお、供託が見込まれる場合は、裁決等を待たず、供託官と供託書等の記載の方法について、あらかじめ協議をすることが望ましい。

⑹　差押え又は仮差押えがある場合の措置

差押え又は仮差押えが執行されているときは、配当機関（地方裁判所等）に払い渡さなければならない（法第96条第１項）。

４  裁決の失効

⑴　権利取得裁決

権利取得の時期までに、起業者が裁決で定められた次のことをしなければ、権利取得裁決はその効力を失い、裁決手続開始決定は取り消されたものとみなされる。

ア  権利取得裁決に係る補償金等の払渡し又は供託（法第100条第１項）
イ  替地の譲渡及び引渡し又は供託（法第100条第１項）
ウ  宅地の造成の提供（法第100条第１項）
エ  耕地の造成のための担保の供託（法第98条）

オ  現金又は普通為替証書などにより書留郵便に付して、権利取得の時期の13日前までに国内の住所にあてて発送すること（法第100条の２）
⑵　明渡裁決

明渡しの期限までに、起業者が裁決で定められた次のことをしなければ、明渡裁決はその効力を失う。

ア　明渡裁決に係る補償金の払渡し又は供託（法第100条第２項）

イ　物件移転の代行の提供（法第100条第２項）

ウ　宅地の造成の提供（法第100条第２項）

エ　残地工事の代行のための担保の提供（法第98条）
オ　現金又は普通為替証書などにより書留郵便に付して、明渡しの期限の13日前までに国内の住所にあてて発送すること（法第100条の２）。
⑶　裁決が失効した場合

起業者は、補償義務の不履行により裁決を失効せしめたときは、その旨を収用委員会に通知すべきである。
なお、事業認定又は手続開始の告示から１年を経過していない場合は、再度裁決申請をすることが可能であると解される。

また、事業認定の告示から４年を経過していないときは、その期間経過前に限り、明渡裁決の申立てをすることができ、その期間を経過しているときは、裁決手続開始の決定及び権利取得裁決は取り消されたものとみなされる（法第100条第２項）。

都市計画事業については、当該事業の認可又は承認の告示に係る事業施行期間の経過の時までは、再度明渡裁決の申立てをすることが可能である（都市計画法第73条第２号）。

５　権利取得裁決に伴う所有権移転登記

権利取得裁決に伴う所有権移転の登記は、補償金の払渡完了の証（補償金受領証書あるいは供託書）と裁決書（和解に当たっては和解調書、協議の確認にあたっては確認書）の正本をもって嘱託することとなる。
Ⅳ  収用又は使用に伴う損失の補償
私有財産を公共のために用いることによって特定の者が受ける損失は、「正当な補償」がなされなければならないことは、憲法第29条第３項に定めるところであり、土地収用法は収用の手続と併せて補償の方法、内容等を具体的に定めている。

１  損失補償の法則

⑴　起業者払の原則（法第68条）
土地を収用し、又は使用することに因って土地所有者及び関係人が受ける損失は、起業者が補償しなければならない。
補償を受ける者は、裁決書に記載された土地所有者及び関係人である。

⑵　個別払の原則（法第69条）
損失の補償は、土地所有者及び関係人に各人別にしなければならない。

ただし各人別に見積もることが困難である次のような場合は一括して補償することができる。

ア　抵当権等担保物権が設定されている権利に係る補償（法第104条）

イ　仮登記又は買戻特約の登記がされた権利に係る補償（法第95条第４項後段、第97条第２項において準用する第95条第４号後段）

ウ　裁決手続開始登記前に差押え又は仮差押えの執行がされた権利に係る補償（法第96条）
⑶　金銭補償の原則（法第70条）
ア　損失の補償は、原則として金銭をもってする。

(ｱ) 収用する土地又はその土地に関する所有権以外の権利に対する補償（法第71条）

(ｲ) 使用する土地又はその土地に関する所有権以外の権利に対する補償（法第72条において準用する第71条）
(ｳ) 残地補償（法第74条）
(ｴ) 残地工事の費用の補償（法第75条）
(ｵ) 移転料の補償（法第77条）
(ｶ) 物件収用の補償（法第78条、第79条、第80条）
(ｷ) 原状回復の困難な使用の補償（法第80条の２）
(ｸ) 通常受ける損失の補償（法第88条）

イ　収用委員会が現物補償の裁決をした場合は、現物をもって補償する（金銭補償の例外）。

(ｱ) 替地による補償（法第82条）

土地所有者又は関係人の要求に基づいて、権利取得裁決において裁決される。

(ｲ) 耕地の造成による補償（法第83条）

土地所有者又は関係人の要求に基づいて、権利取得裁決（替地補償にあわせて）において裁決される。

(ｳ) 残地工事の代行による補償（法第84条）

起業者、土地所有者又は関係人の要求に基づいて、明渡裁決において裁決される。

(ｴ) 物件の移転の代行による補償（法第85条）

起業者又は物件所有者の要求に基づいて、明渡裁決において裁決される。

(ｵ) 宅地の造成による補償（法第86条）

土地所有者又は関係人の要求に基づいて、権利取得裁決又は明渡裁決において裁決される。

⑷　事前補償ないし同時補償の原則

ア  起業者は、権利取得裁決に係る補償金、加算金及び過怠金を、権利取得裁決に定められた権利取得の時期までに払渡しをしなければならない（法第95条第１項）。

イ  起業者は、明渡裁決に係る補償金を、明渡裁決に定められた明渡期限までに払渡しをしなければならない（法第97条第１項）。

⑸　起業利益との相殺禁止

同一の土地所有者に属する一団の土地の一部を収用し、又は使用する場合において、事業の施行によって残地の価格が増加し、その他残地に利益が生ずることがあっても、その利益を収用又は使用によって生ずる損失と相殺してはならない（法第90条）。

２　土地等に対する補償

　土地又はその土地に関する所有権以外の権利に対する損失補償の額は、事業認定の告示の時における相当な価格に、権利取得裁決の時までの物価の変動に応ずる修正率を乗じて算定する（法第71条、第72条において準用する第71条）。

なお、算定した補償金の額に１円未満の端数が生じたときは、これを四捨五入するものとする（法第88条の２の細目等を定める政令（以下「細目政令」という。）第26条）。

⑴　土地又はその土地に関する所有権以外の権利に対する損失の補償

ア　算定時点

(ｱ) 事業認定事業　＝　事業認定の告示の日（又は手続開始の告示の日）

(ｲ) 都市計画事業　＝　事業認可（承認）の告示の日（又は手続開始の告示の日）

なお、この日は、事業施行期間中１年ごとに更新される（都市計画法第70条第１項、第71条第１項）。ただし、終期が休日にあたるときは、休日が明けたときが終期となる。

イ　損失の有無・程度の判定

　　原則として、裁決時の状況をもとに判定する。

　　つまり、事業認定の告示のときから裁決のときまでの間に土地の状態や収益性が変化したときは、裁決時の状態が、事業認定の告示のときにあったものとみなして補償額を算定することとなる。

ただし、起工承諾により工事が施工された土地については、起業者、被収用者双方の公平性の見地からみて、工事施行前の状態を前提として評価することがある。

ウ　相当な価格（細目政令第１条）

(ｱ) 近傍類地の取引事例が収集できるときは、当該取引事例における取引価格に取引が行われた事情、時期等に応じて適正な補正を加えた価格を基準とし、当該近傍類地及び収用する土地に関する位置、形状、環境、収益性などの事項を総合的に比較考量し、必要に応じて下記(ｲ)に掲げる事項をも参考にして、算定するものとする。

(ｲ) 近傍類地の取引事例が収集できないときは、次の事項のいずれかを基礎とし、適宜その他の事項を勘案して、算定するものとする。

ａ　地代、小作料、借賃等の収益から推定される当該土地の価格

ｂ　土地所有者が当該土地の取得及び改良又は保全のため支出した金額

ｃ　当該土地についての固定資産税評価額その他の課税の場合の評価額

(ｳ) 上記のほか、相当な価格を算定する場合においては、次により算定する。

ａ　収用する土地に工作物があるときは、当該工作物がないものとする。

ｂ　土地を収用する事業の施行が予定されることによって当該土地の取引価格が低下したものと認められるときは、当該事業の影響がないものとする。

ｃ　収用する土地を一般の取引における通常の利用方法に従って利用するものとする。

エ　補償金額

(ｱ) 起業者が土地所有者又は関係人に支払う補償金額は、事業認定の告示の日における相当な価格に、事業認定の告示の日から権利取得裁決の日までの物価変動に応ずる修正率を乗じて得た額である（法第71条、第72条において準用する第71条）。

	修正率の算定

  　総務省統計局作成の消費者物価指数のうち全国総合指数（全国総合消費者物価指数）及び日本銀行作成の企業物価指数のうち投資財指数を用いて、細目政令第16条付録の式により算定する。

細目政令第16条付録の式　　
Ｐｃ´

×０．８

＋

Ｐｉ´

×０．２

Ｐｃ

Ｐｉ

〇　全国総合消費者物価指数 

総務省統計局ホームページ（ http://www.stat.go.jp/index.htm ）

　　　　【「統計データ」→「分野別一覧」→「消費者物価指数（ＣＰＩ）」】

〇　投資財指数

日本銀行ホームページ（ http://www.boj.or.jp ）

【「統計」→「時系列統計データ検索サイト」→

「統計データ検索　＞　物価　＞　企業物価指数」→

「系列名称検索」→「投資財」と入力し検索→　抽出期間入力→抽出】

Pc：　事業の認定の告示がされた日の属する月及びその前後の月の全国総合消費者物価指数の相加平均。
ただし、裁決がされる日（又は支払期限。以下同じ。）の前日から起算して２週間前に当たる日においてこれらの月のいずれかの指数が公表されていない場合は、これらの指数が公表されている最近の３か月の全国総合消費者物価指数の相加平均。
Pc’：　裁決がされる日の前日から起算して２週間前に当たる日においてこれらの指数が公表されている最近の３か月の全国総合消費者物価指数の相加平均。
Pi：　事業の認定の告示がされた日の属する月及びその前後の月の投資財指数の相加平均。
ただし、裁決がされる日の前日から起算して２週間前に当たる日においてこれらの月のいずれかの指数が公表されていない場合は、これらの指数が公表されている最近の３か月の投資財指数の相加平均。
Pi’：　裁決がされる日の前日から起算して２週間前に当たる日においてこれらの指数が公表されている最近の３か月の投資財指数の相加平均。


  　　　
＜算定例＞

事業認定告示日              平成27年12月17日
事業認定時価額              5,000,000円
裁決日                      平成28年10月11日 
事業認定時から修正率に用いる指数

	
	全国総合消費者物価指数
	投資財指数

	平成27年 11月
	99.9
	99.8

	平成27年 12月
	99.8
	99.4

	平成28年 １月　
	99.5
	98.7

	　　　　　平均
	Ｐｃ  ＝299.2　÷３
	Ｐｉ　＝297.9　÷３

	平成28年 ５月
	100.0
	97.8

	平成28年 ６月
	99.9
	97.6

	平成28年 ７月
	99.6
	97.4

	平均
	Ｐｃ’＝299.5　÷３
	Ｐｉ’＝292.8　÷３


修正率

	＝
	Ｐｃ’
	×０．８
	＋
	Ｐｉ’
	×０．２

	
	Ｐｃ
	
	
	Ｐｉ
	

	＝
	299.5　÷３
	×０．８
	＋
	292.8　÷３
	×０．２

	
	299.2　÷３
	
	
	297.9　÷３
	

	＝
	1.001　（注）
	×０．８
	＋
	  0.983　（注）
	×０．２

	＝
	  0.8008
	
	＋
	0.1966
	

	＝
	  0.9974
	
	
	
	


注　小数点以下三位未満の端数は四捨五入

補償金額の認定　5,000,000円　×　0.9974　＝　4,987,000円
(ｲ) 補償金の支払請求があった場合、起業者が支払う補償金額は、事業認定時における相当な価格に、事業認定の告示の日から支払期限（補償金の支払請求があった日から２月目又は裁決手続開始の登記がされた日から１週間目のいずれか遅い日）までの物価変動に応ずる修正率を乗じて得た額である（法第90条の３第１項第１号）。

＜算定例＞
事業認定告示日              　平成27年12月17日
事業認定時価額        　      5,000,000円
裁決申請請求及び支払請求日　　平成28年 ９月15日
裁決手続開始決定登記日　　　　平成28年11月11日
支払請求から２月目の日　　　平成28年11月15日

登記から１週間目の日　　　　平成28年11月18日

起業者支払日　　　　　　　　　平成28年11月16日

起業者支払額（既払補償金額）　4,560,000円

①　起業者が支払うべき補償金額の認定

事業認定時から支払期限までに係る修正率に用いる指数

	
	全国総合消費者物価指数
	投資財指数

	平成27年 11月
	99.9
	99.8

	平成27年 12月
	99.8
	99.4

	平成28年 １月　
	99.5
	98.7

	　　　　　平均
	Ｐｃ  ＝299.2　÷３
	Ｐｉ　＝297.9　÷３

	平成28年 ７月
	 99.6
	97.4

	平成28年 ８月
	99.7
	96.9

	平成28年 ９月
	99.8
	97.0

	平均
	Ｐｃ’＝299.1　÷３
	Ｐｉ’＝291.3　÷３


修正率

	＝
	Ｐｃ’
	×０．８
	＋
	Ｐｉ’
	×０．２

	
	Ｐｃ
	
	
	Ｐｉ
	

	＝
	299.1　÷３
	×０．８
	＋
	291.3　÷３
	×０．２

	
	299.2　÷３
	
	
	297.9　÷３
	

	＝
	1.000　
	×０．８
	＋
	  0.978　
	×０．２

	＝
	  0.8000
	
	＋
	0.1956
	

	＝
	  0.9956
	
	
	
	


補償金額の認定　5,000,000円　×　0.9956　＝　4,978,000円
②　起業者の既払補償金の修正額の認定

補償金の支払日から支払期限までの修正に用いる指数

	
	全国総合消費者物価指数
	投資財指数

	平成28年 ７月
	 99.6
	97.4

	平成28年 ８月
	99.7
	96.9

	平成28年 ９月
	99.8
	97.0

	　　　　　平均
	Ｐｃ  ＝299.1　÷３
	Ｐｉ　＝291.3　÷３

	平成28年 ７月
	 99.6
	97.4

	平成28年 ８月
	99.7
	96.9

	平成28年 ９月
	99.8
	97.0

	平均
	Ｐｃ’＝299.1　÷３
	Ｐｉ’＝291.3　÷３


修正率

	＝
	Ｐｃ’
	×０．８
	＋
	Ｐｉ’
	×０．２

	
	Ｐｃ
	
	
	Ｐｉ
	

	＝
	299.1　÷３
	×０．８
	＋
	291.3　÷３
	×０．２

	
	299.1　÷３
	
	
	291.3　÷３
	

	＝
	1.000
	×０．８
	＋
	  1.000
	×０．２

	＝
	  0.8000
	
	＋
	0.2000
	

	＝
	  1.0000
	
	
	
	


既払補償金修正額の認定　4,560,000円　×　1.0000　＝　4,560,000円
　③　①で算定した額から②で算定した額を除した場合に過不足が生じた場合には、起業者が支払うべき補償金の残額又は起業者が返還を受けることができる額が裁決される。

　　　　　また、不足がある場合には、その支払を遅滞した補償金に対する加算金も裁決される。
　オ　控除主義

　　　所有権以外の権利の目的である土地については、当該権利がないものとして算定した土地の価格から、当該権利の価格を控除して算定するものとする（細目政令第２条）。
⑵　その他の補償

算定時期・・・別段の定めがある場合を除き明渡裁決の日（法第73条）

別段の定めがある例

①　残地補償（法第74条２項）  
②　原状回復の困難な使用の補償（法第80条の２第２項）

③　収用された残地にある所有権以外の権利に対する補償（法第76条３項）

・・・権利取得裁決時

３　残地補償

　同一の土地所有者に属する一団の土地の一部を収用し、又は使用することによって、残地の価格が減じ、その他残地に関して損失が生ずるときは、その損失を補償しなければならない（法第74条第１項）。

⑴　一団の土地

複数の筆からなる場合も含め、同一の目的に供せられている一体の土地をいう。

　　　

⑵　補償の要否

原則として、裁決の時点における現況により判断する。

ただし、起工承諾により一団の土地の一部について工事が完了し、裁決時点で従前の一団の土地が分断された状態となっている場合においては、工事施行前の状況に基づき判断することがある。

⑶　補償額の算定

ア　残地に係る客観的な市場価値の減少を見積もり、被収用者の主観的な事情は顧慮しない。
イ　算定の方法は、法第71条の例による。
ウ　算式は以下のとおり表される。

残地補償額（円）＝〔　画地価格（円/㎡）－　残地価格（円/㎡）　〕× 残地面積（㎡）

エ　裁決においては、法第71条の例により、物価変動に応ずる修正率を乗じる。

４　残地収用

　　同一の土地所有者に属する一団の土地の一部を収用することによって、残地を従来利用していた目的に供することが著しく困難な場合、土地所有者はその全部の収用を請求できる（法第76条第１項）。

　　収用の請求がされた残地又はその上にある物件に関して権利を有する関係人は、収用委員会に対して、起業者の業務の執行に特別の支障がなく、且つ、他の関係人の権利を害しない限りにおいて、従前の権利の存続を請求することができる（法第76条第２項）。
⑴　残地収用の請求等

ア　土地所有者は、請求をするにあたり、意見書を提出しなければならない（法第87条）。

イ　残地の権利の帰属争いがある場合は、すべての係争当事者からの請求が必要となる。

ウ　残地の一部のみの収用の請求は原則として許されない。
エ　残地収用の請求がされた残地又はその上にある物件に関して権利を有する関係人は、権利の存続を請求するにあたり、意見書を提出しなければならない（法第87条）。

⑵　請求の採否

収用委員会は、社会通念、法制度、残地の面積、形状等を勘案して、残地が従来の利用に供しうるかを判断する。なお、法第75条の通路、みぞ、かき、さくその他工事の施行により従来の利用が可能となるときは、残地収用の請求は認められない。

⑶　請求を認めた場合の補償額の算定

ア　所有権に対する補償

事業認定の告示の日の価格に物価変動に応ずる修正率を乗じる。

イ　残地に関する所有権以外の権利に対する補償

権利取得裁決の時における相当な価格をもってする（法第76条第３項）。

５　工事の費用の補償

　　同一の土地所有者に属する一団の土地の一部を収用し、又は使用することによって、残地に通路、みぞ、かき、さくその他の工事をする必要が生じた場合は、これに要する費用を補償しなければならない（法第75条）。

　　なお、本条の補償によってもなお、残地の減価が補填されない場合は、残地補償の対象となる。

⑴　一団の土地

　　　一団の土地の判断は、残地補償（法第74条）の場合と同様である。

　⑵　補償の要否

　　　収用委員会は、明渡裁決時の利用状況において、起業者提出の事業計画により事業施行後に生ずる残地の変化を予測した上で、従前の利用方法を続けるために残地での工事が必要かを判断する。

ア　工事に伴う建物等の移転又は嵩上げ等も補償の対象となる。

イ　工事が必要と認められる場合でも、以下の場合は、補償は認められない。

(ｱ) 起業者が残地の利用価値を維持するための工事を予定しており、この工事が確実に実行されると認められるとき。

(ｲ) 残地の利用価値の低減が、若干の高低差の発生など、社会通念上受忍の限度内のものであると認められるとき。

ウ　補償は、残地価格から残地補償額を減じて算出された金額を限度に認められる。

　　　　残地価格(円)

 　＝ 画地価格(円/㎡) × 残地面積(㎡) ＋ 残地上の物件の移転料等通損補償(円)

６　工事の代行による補償

起業者、土地所有者又は関係人は、法第75条の工事の費用の補償金の全部又は一部に代えて、起業者が当該工事を代行することを要求することができる (法第84条第１項)。

⑴　工事の代行による補償の要求

　　ア　起業者、土地所有者又は関係人は、要求をするにあたり、意見書を提出しなければならない（法第87条）。

　　イ　共有地については、共有者全員の同意を要する（民法第251条）。

ウ　係争地については、すべての係争当事者からの要求が必要となる。

エ　工事のうち一部の工事のみの代行を要求することも可能である。

⑵　要求の採否

収用委員会は、要求の相当性を、

①　工事施工の経済

②　工法上の合理性

③　起業者・被収用者双方の便宜　　　等の観点から判断する。

⑶　裁決

ア　収用委員会は、要求が相当であると認める場合は、明渡裁決において、工事の内容及び工事を完了すべき時期を定めて、工事の代行による補償の裁決をする（法第84条第２項）。

イ　担保の提供について耕地の造成（法第83条第３項から第７項まで）の規定が準用される（法第84条第３項）。
７　使用地の返還及び現状回復義務並びに原状回復の困難な使用の補償

起業者は、土地を使用する場合において、裁決で定められた使用期間の満了したときは、、遅滞なく、その土地を土地所有者に返還しなければならず（法第105条第１項）、土地所有者の請求があったときは、土地を現状に復しなければならない（法第105条第２項本文）。

使用の方法が土地の形質を変更し、当該土地を現状に復することを困難にするものであるときは、これによって生ずる損失をも補償しなければならない（法第80条の２）。
　⑴　使用地の返還及び原状回復の義務

　返還とは、起業者が設置した物件等を撤去するとともに、土地所有者に占有解除の意思表示をすることをいう。

起業者は、土地所有者からの請求があった場合は、当該使用地を、使用開始の時点の現状に回復しなければならない。

⑵　現状回復の困難な使用の補償

　　ア　使用の方法

　　　　権利取得裁決によって定められる使用の方法をいい、収用委員会は、これをもとに土地の形質（形状及び品質）を変更し、当該土地を現状に復することを困難にするものに当たるか否かを判断する。

　　イ　原状回復困難
　　　　技術面のみならず、回復に要する費用の観点からも判断する。

　　ウ　原状回復義務の免除
　　　　使用地がこの補償を受けたものであるときは、起業者は土地の原状回復を要しない。
８  土地の使用に代わる収用

土地の使用が３年以上にわたる場合、土地の使用によって土地の形質を変更する場合、又は使用しようとする土地に土地所有者の所有する建物がある場合、土地所有者は、その土地の収用を請求できる（法第81条第１項本文）。

ただし、空間又は地下を使用する場合で、土地の通常の用法を妨げないときは、使用に代わる収用の請求ができない（法第81条第１項ただし書）。

また、請求がされた土地に関して権利を有する関係人は、収用委員会に対して従前の権利の存続を請求することができる（法第81条第２項）。
⑴　使用に代わる収用の請求等

ア　土地所有者は、請求をするにあたり、意見書を提出しなければならない（法第87条）。

イ　土地の帰属争いがある場合、すべての係争当事者からの請求が必要となる。

ウ　使用に代わる収用の請求がされた土地に関して権利を有する関係人は、権利の存続を請求するにあたり、意見書を提出しなければならない（法第87条）。

エ　土地に関して権利を有する関係人は、使用に代わる収用を請求できない。

オ　存続請求があった権利は、起業者が権利の使用の裁決の申請をしたものとみなす（法第81条第３項）。　
⑵　請求の拒否

　　法第81条第１項本文に規定する要件に該当する場合であっても、同項ただし書に定める要件を満たすことを立証すれば、起業者は請求を拒否することができる。

⑶　裁決
収用委員会は、上記に掲げる請求の要件を満たすと判断するときは必ず収用の裁決をしなければならないと解される。

９　替地による補償

土地所有者又は関係人は、収用される土地又はその土地に関する所有権以外の権利に対する補償金の全部又は一部に代えて土地又は土地に関する所有権以外の権利をもって、損失を補償することを要求することができる（法第82条第１項）。

⑴　替地による補償の要求

ア  土地所有者又は関係人は、要求をするにあたり、意見書を提出しなければならない（法第87条）。
イ　関係人であっても、先取特権を有する者、質権者、抵当権者、仮登記上の権利又は既登記の買戻権を有する者、既登記の差押債権者及び既登記の仮差押債権者は、要求できない。

ウ　土地の権利に帰属争いがある場合は、すべての係争当事者からの要求が必要となる。
エ  共有地については、持分についてのみ要求ができる。 

オ　使用の裁決申請では、替地による補償の要求はできない。

⑵　要求の種類

　替地による補償の要求には次の場合がある。

ア　起業者の所有する特定の土地を指定して要求する場合（法第82条第２項）

イ　土地を指定しないで要求する場合（法第82条第３項）

ウ　起業者の所有に属しない土地を指定して要求する場合（法第82条第３項）
⑶　要求の採否

収用委員会は、要求の相当性を、

①　金銭補償によったのでは代替地の取得が困難であるか

②　代替地を現実に取得しなければ従前の生活・生計を保持しえないと客観的に認められるような特別な事情が存するか　　　　　　　　　　　　　　　　等の観点から判断する。

ア　起業者が所有する特定の土地を指定して要求する場合

収用委員会は、要求の相当性に加え、替地の譲渡が起業者の事業又は業務の執行に支障を及ぼさないかを判断する（法第82条第２項）。

イ　土地を指定しないで、又は起業者の所有しない土地を指定して要求する場合

収用委員会は、要求が相当であると認めるときは、起業者に対して替地の提供を勧告することができる（法第82条第３項）。
(ｱ) 勧告により起業者が提供しようとする替地につき、土地所有者又は関係人が同意したときは、収用委員会は替地による補償の裁決ができる（法第82条第４項）。

(ｲ) 勧告があった場合、国又は地方公共団体である起業者は、公用、公共用又はその予定のもの以外で替地として相当と認めるものにつき、その譲渡のあっせんを収用委員会に申請することができ（法第82条第５項）、収用委員会は、申請を相当と認めるときは、その譲渡を勧告することができる（法第82条第６項）。

(ｳ) 勧告により起業者が提供しようとする替地は、地目、地積、土性、水利、権利の内容等からみて従前の土地又は土地に関する権利に照応するものでなければならない（法第82条第７項）。
⑷　裁決

ア　収用委員会は、権利取得裁決において、替地による補償の裁決をする。

イ　収用委員会は、収用される土地又は土地に関する権利に対する補償金を超える評価額を有する替地を裁決することはできない。

ウ　収用委員会は、前記⑵要求の採否のアの要件を満たす場合又は同イ(ｱ)の場合については、替地による補償の裁決をしなければならないと解される。

⑸　替地の譲渡及び引渡 

替地による補償の裁決が行われた場合は、起業者は裁決に定められた権利取得の時期までに替地の譲渡及び引渡を行わなければならない（法第95条第１項）。

10　耕地の造成

替地の要求をする土地所有者又は関係人は、収用される土地が耕作を目的とするものであるときは、その要求とあわせて、収用される土地又はその土地に関する所有権以外の権利に対する補償金に代わる範囲内において、耕地の造成を要求することができる（法第83条第１項）。

⑴　耕地の造成の要求

ア　土地所有者又は関係人は、要求をするにあたり、意見書を提出しなければならない（法第87条）。

イ　この要求は、替地の要求に付随するものであり、別個独立して行うことはできない。

⑵　要求の採否

　収用委員会は、要求の相当性を

①　被収用者自らが耕地造成を行うことが困難であるか
②　替地の評価額と耕地造成費の合計金額が土地に関する損失の補償の範囲内であるか
③　要求内容が法第82条第７項の趣旨に沿うか　　　　　　　　　等の観点から判断する。

⑶　裁決等

ア　収用委員会は、要求が相当であると認める場合は、権利取得裁決において、工事の内容及び工事を完了すべき時期を定めて、耕地の造成による補償の裁決をする（法第83条第２項）。

イ　収用委員会は、起業者が国以外の場合で必要があると認めるときは、起業者が耕地の造成のための担保を提供しなければならない旨の裁決をすることができる（法第83条第３項）。

(ｱ) 担保の提供は、収用委員会が相当と認める金銭又は有価証券を供託することによって行う（法第83条第４項）。

(ｲ) 「相当」額とは、耕地造成費用に手数料及び遅延損害金等を加えた金額と解される。

(ｳ) 起業者は、担保を供託したときは、供託物受入の記載のある供託書を収用委員会に提出しなければならない（規則第19条）。

(ｴ) 担保の供託は、権利取得の時期までに行わなければならない（法第98条）。

ウ　起業者が工事を完了すべき時期までに工事を完了しないときは、土地所有者又は関係人は、収用委員会の確認を得て、供託された担保の全部または一部を取得する。この場合において、起業者は、収用委員会の確認を得て、耕地の造成による損失の補償の義務を免れる（法第83条第５項）。

(ｱ) 「完了しないとき」とは、裁決において示された「工事の内容」が実現しないときをいい、未着手の場合、着手したが完成しない場合、工事の内容が不完全な場合も含む。
(ｲ) 収用委員会は、土地所有者又は関係人に対する確認と、起業者に対する確認を同時にしなければならない（規則第21条）。
(ｳ) 土地所有者又は関係人が、担保の全部の払渡を請求する場合には、収用委員会が交付する確認証書を供託所に提出しなければならない（規則第20条、第22条）。
(ｴ) 土地所有者又は関係人が、担保の一部の払渡を請求することとなるときは、収用委員会は、支払委託書（供託規則第30条第１項）を供託所に送付しなければならない（規則第22条２項）。

エ　起業者は、工事が完了したときは、収用委員会の確認を得て、担保を取りもどすことができる（法第83条第６項）。

　　起業者が担保を取りもどす場合には、収用委員会が交付する確認証書を供託所に提出しなければならない（規則第20条、第22条第１項）。

11　移転料の補償

収用し、又は使用する土地に物件がある時は、その物件の移転料を補償しなければならない。この場合において、物件が分割されることとなり、その全部を移転しなければ従来利用していた目的に供することが著しく困難となるときは、その所有者は、その物件の全部の移転料を請求することができる（法第77条）。

⑴　移転料の対象

ア　移転料の補償を見積もる対象としては、以下のとおりである。

(ｱ) 明渡裁決時に、現に存する物件

公法上の制限に違反する物件、不法占拠物件であっても対象となる。

ただし、法第89条の承認を要するにもかかわらず、これを受けずに設置された物件は対象とならない。

(ｲ) 現に利用価値を有している物件

(ｳ) 残地収用等を含む「収用し、又は使用する土地」上の物件（法第77条前段）

収用・使用地上の物件と有形・物理的、用途・機能上分割できない物件（法第77条後段）
イ　庭木、井戸、塀など、民法上は土地の構成部分と考えられているものであっても、土地とは別に移転料の対象とすべき場合がある。

ウ　野積みの砂利、石材、木材など、土地に定着する動産も移転料の対象となる。

　⑵　移転料の算定

　移転先地と移転方法は、個別の被収用者の主観的事情を斟酌せず、社会通念に基づき、一般普通人がとるであろう最も合理的な行動を予想して、客観的に想定し、物件を撤去し、これを他の場所に運搬し、従来利用していた目的に供しうるに至るまでの一切の費用を算定する。

⑶　全部の移転料の請求
ア　請求の方法

(ｱ) 請求権者は物件の所有者であり、共有物の場合は各人が請求できると解される。
(ｲ) 請求をするにあたり、意見書を提出しなければならない（法第87条）。

イ　請求の採否

収用委員会は、請求の相当性を

①　収用地又は使用地に存する部分の移転により物件が分割されることとなるか
②　全部を移転しなければ従来利用していた目的に供することが著しく困難となるか
　　の観点から判断する。

　　「著しく困難となること」とは、絶対的不能のみならず、利用可能だが多大の不便や経費を要することも含む。

ウ　起業者見積り

これらの要件を満たすことが明らかであれば、当初から全部の移転料を見積もってもよい。
12　移転困難な場合の物件の収用

物件を移転することが著しく困難であるとき、又は物件を移転することに因って従来利用していた目的に供することが著しく困難となるときは、その所有者は、その物件の収用を請求することができる（法第78条）。
⑴　適用範囲

　収用・使用地上の物件に限らず、収用・使用地と残地にまたがって存する物件も適用の対象となる。

　

⑵　物件の収用の請求

ア　物件の所有者は、請求をするにあたり、意見書を提出しなければならない（法第87条）。

イ　共有物件については、原則として共有者全員の請求が必要である。

ウ　帰属争いのある物件については、係争当事者全員の請求が必要である。
⑶　取得に要する価格の見積り

　　　物件を収用する場合において、収用する物件に対しては、近傍同種の物件の取引価格等を考慮して、相当な価格をもって補償しなければならない。

　　ア　取引価格を考慮するにあたっては、当該取引における売主・買主の特殊個人的事情は考慮すべきでない。

　　イ　相当な価格とは、除去を前提とした価格ではなく、土地に存置した状態で利用することを前提とした価格である。

　　ウ　相当な価格の算定方法は、土地等に対する補償と同様である。
⑷　請求の採否

　収用委員会は、請求の相当性を、
①　移転が著しく困難であるか、
②　移転により利用価値が喪失するか　　　　の観点から判断する。

ア　移転が著しく困難な場合
技術的又は社会的相当性からみて、物件の撤去、運搬、再現の各工程の全部又は一部が著しく困難又は不可能である場合をさす。

イ　移転により利用価値が喪失する場合
　特定の地点に立地することによってのみ利用価値のある物件が、ほかへ移転したのでは、用をなさない場合をさす。

⑸　請求があった旨の通知
　収用委員会は、差押えがされている物件について、本条の請求があったときには、配当実施機関にその旨通知しなければならない（令第１条の14第２号）

13　移転料多額の場合の収用請求

　　移転料が、移転しなければならない物件に相当するものを取得するのに要する価格をこえるときは、起業者は、その物件の収用を請求することができる（法第79条）。
⑴　適用範囲

　収用地上の物件に限らず、収用・使用地と残地にまたがって存する物件、野積みの砂利、石材、木材など、土地に定着する動産についても適用がある。

⑵　移転料の意義
法第77条の移転料のほか、移転に伴う仮住居費・休業補償等の法第88条の補償も含まれると解される。
建物については、曳家・改造・復元の工法を想定したものをいい、再築・除却の工法を想定して算定されたものは含まない。

⑶　移転料多額の場合の収用請求

ア　起業者は、請求をするにあたり、意見書を提出しなければならない（法第87条）。
イ　請求の意見書には、取得に要する費用及びその内訳を記載する。

ウ　明渡裁決の申立ての当初から、起業者に物件収用の請求をする意思があるときは、明渡裁決申立関係書類に物件収用の請求を前提とした記載をすることも認められる。
ただし、この場合においても、後日移転料を示したうえで物件収用の請求をする旨を記載した意見書を提出しなければならない。
⑷　取得に要する価格の見積り

　　　物件を収用する場合において、収用する物件に対しては、近傍同種の物件の取引価格等を考慮して、相当な価格をもって補償しなければならない。

　　ア　取引価格を考慮するにあたっては、当該取引における売主・買主の特殊個人的事情は考慮すべきでない。

　　イ　相当な価格とは、除去を前提とした価格ではなく、土地に存置した状態で利用することを前提とした価格である。

　　ウ　相当な価格の算定方法は、土地等に対する補償と同様である。
⑸　請求の採否

　収用委員会は、移転料の見積額と取得価格の見積額を評価し、比較した上で判断する。

⑹　請求があった旨の通知
収用委員会は、差押えがされている物件について、本条の請求があったときには、配当実施機関にその旨通知しなければならない（令第１条の14第２号）。

14　移転の代行による補償

　　起業者又は物件の所有者は、移転料の補償に代えて、起業者が当該物件を移転することを収用委員会に要求することができる（法第85条）。
⑴　適用範囲

ア　収用・使用地上の物件に限らず、収用・使用地と残地にまたがって存する物件も適用の対象となる。

イ　「移転」とは物件の撤去のみではなく、運搬・再現までの一連の過程を指し、移転不可能な物件や立木の伐採除却などは対象とはならない。

　⑵　移転の代行の要求

　　ア　起業者又は物件の所有者は、要求をするにあたり、意見書を提出しなければならない（法第87条）。
　　イ　共有地については、共有者全員の同意を要する（民法第251条）。

ウ　係争地については、すべての係争当事者からの要求が必要となる。

　⑶　要求の採否

　　　収用委員会は、要求の相当性を、

①　工事施工の経済

②　工法上の合理性

③　起業者・被収用者双方の便宜

④　事業施行の緊急性

⑤　移転先が合理的な区域内のものか　　　　　　　　　　等の観点から判断する。
　⑷　裁決等

　　ア　収用委員会は、要求が相当であると認める場合は、明渡裁決において、移転の代行の裁決をする。
　　イ　移転先地が確定しないときは、移転の代行の裁決をすることができない。

　　ウ　起業者が明渡しの期限までに移転の代行を完了しなくても、明渡裁決は失効しない。

ただし、起業者が明渡しの期限までに代行を提供しなければ、明渡裁決は失効する（法第100条２項）。

15  宅地の造成

法第77条の規定による建物の移転先の土地が宅地でない場合、土地所有者又は関係人は、第71条、第72条、第74条、第80条の２及び第88条の規定による損失の補償の一部に代えて、起業者が宅地の造成を行うことを要求することができる（法第86条第１項）。

⑴　宅地の造成の要求

ア　建物所有者であって、収用地又は使用地について建物存置の権原となる権利を収用又は使用される土地所有者又は関係人が要求することができる。

　　ただし、土地所有者であっても、土地を他人に貸し、自ら建物を所有していなければ、要求することはできない。

イ　建物所有者は、要求をするにあたり、意見書を提出しなければならない（法第87条）。

　
⑵　他の補償金との関係

　　　宅地の造成費は、収用地又は使用地に対する補償、残地補償、原状回復困難な補償、及びその他通常受ける損失の補償の範囲内でなければならない。
要求が認められる場合は、これらの補償金額から、宅地の造成に要する費用が控除される。

　　　工事の費用の補償、物件収用の補償に代えて宅地造成の要求をすることは認められていない。

⑶　要求の採否

収用委員会は、要求の相当性を、

①　土地所有者又は関係人が自ら宅地造成することが困難であるような事情があるか

②　要求の内容が移転すべき建物を移転して再現するのにふさわしいか

等の観点から判断する。

⑷　裁決

ア　収用委員会は、権利取得裁決又は明渡裁決において、工事の内容を定めて宅地の造成による損失の補償の裁決をする（法第86条第２項）。

イ　起業者は、権利取得の時期又は明渡しの期限までに宅地の造成をしなければならない（法第95条第１項、第97条第１項）。

 　 ただし、この時期又は期限までに宅地造成の提供（造成工事の請負契約をし、いつでも工事に入れる手続を取り、土地所有者及び関係人の協力を求める程度でもよい。）をすれば裁決は失効しない（法第95条第１項、第100条第２項）。
16　通常受ける損失の補償

法第71条、第72条、第74条、第75条、第77条、第80条及び第80条の２に規定する損失の補償のほか、営業補償、家賃減収補償その他土地の収用又は使用により土地所有者又は関係人が通常受ける損失は補償しなければならない（法第88条）。

本条は、被収用者の生活の実態に即して公平負担の見地から補填されるべきであると考えられるものについて、補償すべきことを定めたものであり、通常受ける損失とは、公平負担の原則に照らして公共で負担すべき損失である。
⑴　補償の対象

　ア　被収用者の特別の事情に基づく損失は含まれない。

　イ　土地の収用又は使用と損失の発生との間に因果関係が認められなければならず、原則として損失の発生前において予見される因果関係である。

　ウ　事業損失に関するもの、精神的損失に関するもの、その他の損失に関するもので不利益が軽微であるものなど、因果関係の認められる損失であっても、社会的受忍の範囲に属するものは、補償の対象とならない。

⑵　営業上の損失の補償

土地の収用又は使用により建物を移転する際に、当該土地又は建物を営業の用に使用しているときは、移転に伴って営業上の損失が生じる。

営業補償には、次の３つがある。

ア　営業の廃止に伴う損失の補償（細目政令第20条）
営業の継続が通常不能となると認められる場合の補償。適用は限定される。
イ　営業の休止等に伴う損失の補償（細目政令第21条）

営業の全部又は一部を通常一時休止する必要があると認められる場合の補償

ウ　営業の規模の縮小に伴う損失の補償（細目政令第22条）

⑶　建物の移転による賃貸料の損失の補償

ア　家賃減収補償

賃貸の用に供している建物を移転することに伴い、建物所有者等が移転期間中の家賃収入を失うことによる損失の補償

イ　家賃欠収補償

建物移転契約以前に事業に起因して借家人が移転することにより、家主が家賃を得ることができない場合の相当と認められる期間の損失の補償
⑷　その他の損失の補償

ア　動産移転料

住居や工場、店舗を移転する場合の家財道具、什器備品、商品等の移転に必要な費用の補償

イ　仮住居に要する費用の補償（細目政令第24条）

収用又は使用に係る土地にある建物が移転するにあたり、構内再築工法等が採られることにより仮住居の必要が認められる場合の、それに必要な仮住居の確保・使用に要する費用の補償

ウ　借家人に対する補償（細目政令第25条）

建物の移転によって賃借を継続することが通常不能となると認められる場合の、当該借家人が新たに当該建物に照応する他の建物を賃借するための権利金等一時金相当額の補償

新たに賃借する物件における居住又は営業を安定させるために通常必要と認められる期間中の当該物件の通常の賃借料のうち従前の賃借の目的物の賃借料の額を超える部分の額が補償される。

エ  立毛補償

明渡期限までに収穫期に達していない立毛に対する補償

オ　移転雑費

土地の収用、建物の移転に伴って必要となる諸々の費用に対する補償

(ｱ) 移転先の選定に要する費用

不動産業者に支払う手数料又は業者に依頼することが困難な場合で自らが行うときの日当相当額と交通費

(ｲ) 法令上の手続に要する費用

土地の取得、建物の移転等に伴う登記手続の費用、建築確認に要する費用等

(ｳ) 宣伝広告費、移転旅費、その他雑費

営業再開に伴う宣伝広告費、転居通知、棟上げ式の費用等

(ｴ) 就業できないことによる補償

建物の移転等に伴って仕事を休む場合の補償

カ　改葬費、祭祀料等

墓地の移転に伴う改葬費、祭祀料等

　　
Ⅴ　その他の制度
１　測量、事業の廃止等に因る損失の補償

⑴　損失の補償

「測量、調査等に因る損失の補償」、「事業の廃止又は変更等に因る損失の補償」及び 「収用し、又は使用する土地以外の土地に関する損失の補償」は、土地等の収用又は使用に因る損失とは異なるが、公平の見地から填補されるべきものである。

この補償は、起業者と損失を受けた者とが協議して定めるものである（法第94条第１項）が、その協議が成立しないときは起業者又は損失を受けた者が収用委員会に裁決（一般に「補償裁決」という。）を申請することができる（法第94条第２項）。

ア　測量、調査等に因る損失の補償

事業の準備のため（法第11条第３項及び第14条）又は土地調書及び物件調書作成のため（法第35条第１項）に、土地又は工作物に立ち入って測量し、調査し、障害物を伐除し、又は土地に試掘等を行うことに因って損失を生じたときは、起業者は損失を受けた者に対して、これを補償しなければならない（法第91条第１項）。

この補償は、損失があったことを知った日から１年を経過した後においては請求することができない（法第91条第２項）。

○　補償の請求権者は、土地所有者及び関係人に限定されず、現実に損失を受けた者である。

イ　事業の廃止又は変更等に因る損失の補償

事業認定の告示があった後、起業者が事業の全部若しくは一部を廃止し、若しくは変更し、事業認定が失効し（法第29条及び第34条の６）、又は裁決が失効（法第100条）したことによって土地所有者又は関係人が損失を受けたときは、起業者はこれを補償しなければならない（法第92条第１項）。

この補償は、損失があったことを知った日から１年を経過した後においては請求することができない（法第92条第２項において準用する第91条第２項）。

○　補償の請求権者は、土地所有者及び関係人に限定される。

ウ　収用し、又は使用する土地以外の土地に関する損失の補償

土地を収用し、又は使用（非常災害の際に土地を使用する場合（法第122条第１項）又は緊急に施行する必要がある事業のために土地を使用する場合（法第123条第１項）を含む。）において、その土地を事業の用に供することにより、当該土地及び残地以外の土地について、通路、溝、垣、さくその他の工作物を新築し、改築し、増築し、若しくは修繕し、又は盛土若しくは切土をする必要があると認められるときは、起業者は、これらの工事をすることを必要とする者（損失を受けた者）の請求により、これに要する費用の全部又は一部を補償しなければならない（法第93条第１項前段）。

この場合において、起業者又は当該工事をすることを必要とする者は、補償金の全部又は一部に代えて、起業者が当該工事を行うことを要求することができる（法第93条第１項後段）。

この損失の補償は、事業に係る工事の完了の日から１年を経過した後においては、請求することができない（法第93条第２項）。

○　補償の請求権者は、土地所有者、借地権者、建物所有者、借家人等である。

⑵　補償裁決の申請

補償裁決を申請しようとする者は、次の事項を記載した裁決申請書を収用委員会に提出しなければならない（法第94条第３項）。　　　　　　　　　　　　　　　  　様式63号（Ｐ201）

ア　裁決申請者の氏名及び住所

イ　相手方の氏名及び住所

ウ　事業の種類

エ　損失の事実（損失の発生の場所、時期を併せて記載）

オ　損失の補償の見積り及びその内訳

カ　協議の経過（協議が成立しない事情も記載）

⑶　補償裁決等

収用委員会は、申請を却下する場合を除いて、損失の補償及び補償をすべき時期について裁決しなければならない（法第94条第８項前段）。損失の補償については、当事者主義が適用され、裁決申請者及び相手方が裁決申請書又は意見書で申し立てた範囲内で裁決しなければならない（法第94条第８項後段）。

補償裁決に不服がある者は、裁決書の正本の送達を受けた日から60日以内に損失があった土地の所在地の裁判所に対して訴えを提起しなければならない（法第94条第９項）。

なお、測量、事業の廃止等の損失の補償について協議及び補償裁決を経ることなく、損失の補償を求めて直接裁判所に出訴することはできない。

⑷　強制執行

被補償者は、補償裁決による起業者の補償義務が履行されず、法第94条第９項の規定による訴えの提起がなかったときは、この補償裁決によって強制執行をすることができる（法第94条第10項、第11項及び第12項）。

⑸　法第94条の規定による裁決申請について規定する土地収用法以外の法律                       

ア　収用委員会に法第94条の規定による裁決を申請することができると定めるもの

道路法：第69条第３項、第70条第４項
河川法：第21条第４項、第22条第５項、第57条第３項において準用する第22条第５項

都市計画法：第28条第３項、第52条の５第３項において準用する第28条第３項

土地区画整理法：第73条第３項 
測量法：第20条第２項

土地改良法：第121条第２項
都市再開発法：第97条第４項　　　　　　　等

イ　収用委員会に価額についての裁決を申請することができると定めるもの

都市再開発法：第85条第１項

（同条第３項において、法第94条第３項から第８項までの規定を準用する。）

　⑹　手数料

　　　上記の手続により収用委員会の裁決を申請しようとする国及び府以外の者（国又は府とみなされる者を除く。）は、大阪府土木行政事務手数料条例第２条に定める手数料を納付しなければならない（法第125条）。

２　あっせん及び仲裁

公共の利益となる事業のための用地買収は、まず、起業者と土地所有者等との間の任意交渉により行われるのが通例であり、当事者間で紛争が生じたとしても、できる限り任意で解決するのが望ましい。
そこで、見識のある中立的な第三者が、紛争当事者双方の間に調停者として入り、双方の意見を聞きながら妥協点を見出す作業をすることができれば、円満な紛争解決を促進することができる。
用地買収に関わる紛争を、事業認定の告示前において収用手続によらず円満に解決することを目的として、あっせん及び仲裁の制度が設けられている。

あっせん又は仲裁の申請をしようとする国及び府以外の起業者は、手数料を納付しなければならない（法第125条第２項第１号、令第２条第２項表１の項及び２の項）。

⑴　あっせん

あっせんの内容については、法上何も規定がないことから、紛争の解決に役立つことが自由に行われる。通常は、当事者双方の意向を聴き、あっせん委員全員の一致により、あっせん案が作成され（令第１条の６参照）、提示される。

なお、あっせんにより当事者間に合意が成立したとしても、後記３の協議の確認や、法第50条に規定される和解のように、裁決と同一の効果を生じるものではない。
ア　あっせんの申請

あっせんの申請は、関係当事者の双方又は一方が書面をもって、当該紛争に係る土地等が所在する都道府県知事に対して行う（法第15条の２第１項本文）。

(ｱ) 申請権者

土地等の取得交渉の当事者であり、収用手続上の起業者及び土地所有者又は関係人に相当する者で、双方又は当事者の一方からの申請が可能である。

(ｲ) 紛争の内容

土地等の取得に関連する事項であればよく、事業計画に関する紛争又は補償に関する紛争に限らず、取得する土地をめぐる紛争（例えば、取得する土地の範囲、土地所有者間の境界紛争、権利の存否をめぐる紛争）であってもよい。

紛争内容には土地収用法による補償の対象とならない事業損失や生活再建に関する事項が含まれていてもかまわないが、紛争の内容がこのような事項だけである場合は、あっせんに付することを申請できないと解されている。

また、交渉事項の一部は解決したが残りが解決しない場合（例えば、土地の取得については合意が成立した物件移転について合意しない場合）も、残りの事項についてあっせんに付することを申請することができる。
(ｳ) 申請書

あっせんを申請しようとする者は、次に掲げる事項を記載したあっせん申請書を知事に提出しなければならない（令第１条の２）。

　ａ　申請者の氏名及び住所

　ｂ　相手方の氏名及び住所

　ｃ　申請の趣旨

　　ｄ　事業の種類

　　ｅ　紛争に係る土地等の所在地、種類及び数量の概数

　　ｆ　紛争の問題点及び交渉経過の概要

　　ｇ　その他あっせんを行うに参考となる事項 

イ　あっせんの申請の要件

あっせんの申請は次の要件を備えたものでなければならず（法第15条の２第１項）、要件を満たさない申請は却下される。

(ｱ) 法第３条各号のいずれかに該当するものに関する事業であること。

(ｲ) 土地等の取得に関する関係当事者間の合意が成立しなかったこと。

土地の所有権の取得だけでなく、土地に関する所有権以外の権利の取得、物件の取得等について合意が成立しなかった場合にも申請することができる。

ただし、何らの折衝もせずに、申請することはできない。

(ｳ) 事業認定の告示前であること

事業認定の告示前であれば、事業認定の申請の有無にかかわらず申請することができる。
また、手続保留地については、手続開始の告示があるまでは、申請することができる。

なお、あっせんの手続の開始後に事業認定（手続開始）の告示があった場合は、当該あっせんは打ち切られる（法第15条の４）。
ウ　あっせんに付する要件

知事は、あっせんの申請があった場合においては、当該紛争があっせんを行うに適しないと認められるときを除き、あっせん委員のあっせんに付する（法第15条の２第２項）。

任意解決を促進する見地からあっせんの活用が図られることが望ましいので、「あっせんを行うに適しないと認められるとき」は、限定的に解釈されている。

起業者申請の内容について被補償者側の要求内容が判然としないだけでは、あっせんを行うに適しない場合ということはできず、①補償額等両当事者の主張に著しい開きがある場合、②被収用者が事業自体に反対している場合、③事業認定がすぐ行われることが明らかな場合など、両当事者の態度、要求内容、交渉の経過等からみて、あっせんが成立する見込みがない場合がこれにあたると解される。

知事は、あっせんを行うに適しないと認めたときは、遅滞なく、その旨を申請者に通知しなければならない（令第１条の３。規定はないが、申請却下の場合も同様である。）。

エ　あっせん委員

あっせん委員は５人であり、事件ごとに、収用委員会がその委員の中から推薦する者１人及び学識経験を有する者で収用委員会が推薦する者を、知事が任命する（法第15条の３）。

知事は、あっせん委員のあっせんに付したときは、遅滞なく、その旨とあっせんに付した日及びあっせん委員の氏名を、申請者とその相手方に通知しなければならない（令第１条の４）。

オ　あっせんの終了

　　　(ｱ) あっせん委員は、あっせん中の紛争に係る土地等について、事業の認定の告示があった場合には、当該あっせんを打ち切るものとする（法第15条の４）。

　　　(ｲ) あっせん委員は、あっせんが終ったとき、又は事業の認定の告示があった場合その他の事由によりあっせんを打ち切ったときには、遅滞なく、その経過及び結果を都道府県知事に報告しなければならない（法第15条の５第１項）。

　　　　　知事は、あっせんの打切りについての報告を受けたときは、遅滞なく、あっせんが打ち切られた旨を当事者双方に通知しなければならない（令第１条の７）。

　　　　ａ　あっせんが終わったときとは、委員の提示したあっせん案が双方に受け容れられ、あっせん作業が功を奏したときをいう。

　　　　　　この場合、通常は、当事者双方が民事上の契約を締結することになる。

　　　　ｂ　その他の事由とは、①あっせんの成功の見込みがないこと、②委員間の意見対立によりあっせん案がまとまる見込みがないことなどが考えられる。

　　　(ｳ) あっせん委員は、前項の規定による報告をしたときは、当然に退任する（法第15条の５第２項）。

⑵　仲裁

　　　一般に仲裁とは、合意に基づき、紛争を第三者の判断により最終的に解決することをいう。

　　　仲裁に関する一般法は仲裁法であり、法第15条の７から第15条の11までで仲裁法に対する特則を定めるとともに、法第15条の12で特則を定める以外は仲裁法を準用することとしている。

　　　仲裁判断は、確定判決と同一の効力を有する（仲裁法第45条第１項）から、形式的確定力、既判力、執行力及び形成力を有する。

　　ア　仲裁の申請

　　　　仲裁の申請は、関係当事者の双方が書面をもって、当該紛争に係る土地等が所在する都道府県知事に対して行う（法第15条の７第１項本文）。

　　　(ｱ) 申請権者

　　　　　土地等の取得交渉の当事者であり、収用手続上の起業者及び土地所有者又は関係人に相当する者で、双方による申請が必要であり、一方のみからの申請はできない。

　　　(ｲ) 紛争の内容

　　　　　仲裁の対象は、「対償」に限定されていることから、事業計画に関する紛争、事業実施に伴って生ずる損害の賠償に関する紛争は、対象とならない。

金額の積算方法、土地等の評価方法、残地補償に相当するもの、残地取得の是非に関するもの、現物補償に相当するもの、補償の支払期限又は実行期限、土地等の取得、明渡しの期限、土地に関する権利の帰属又は存否についての紛争も含まれる。

また、交渉事項の一部は解決したが残りが解決しない場合も、残りの事項について仲裁の申請をすることができる。

　　　　　ただし、土地の筆界に関する紛争は、公法上のものであるため、仲裁の対象とならない。

　　　(ｳ) 申請書

　　　　　仲裁の申請をしようとする関係当事者の双方は、共同して、次に掲げる事項を記載又は添付した仲裁申請書を知事に提出しなければならない（令第１条の７の２）。 

ａ　申請者の氏名及び住所 

ｂ　申請の趣旨 

ｃ　事業の種類 

ｄ　紛争に係る土地等を特定するに足りる事項 

ｅ　土地等の取得に関して関係当事者間において成立した合意の内容

（当該土地等の取得に際しての対償に関するものを除く。）

ｆ　紛争に係る交渉経過の概要その他仲裁を行うに参考となる事項 

ｇ　仲裁合意を証する書面があるときは、当該書面又はその写し

　　　(ｴ) 取下げ
仲裁申請の取下げは、当事者双方の合意があれば可能である。

　　イ　仲裁の申請の要件

あっせんの申請の要件に加えて、民事上の紛争の全部又は一部の解決を仲裁人に委ね、かつ、その判断に服する旨の合意（仲裁合意）が成立していなければならない。
　　　　紛争中の対償の全部でも一部でも申請は可能だが、仲裁合意において申請の対償となる争いの内容を特定しておかなければならない。

　　ウ　仲裁手続中における裁決申請・裁決申請請求の禁止

　　　　仲裁手続中に事業の認定の告示があったとしても、あっせんとは異なり、仲裁手続が打ち切られることはない。仲裁は、紛争の終局的解決を図る方式であることから、収用等の裁決と競合し法律関係が混乱することを避けるために、仲裁申請があった後、仲裁判断が行われるまでの間は、当該仲裁申請に係る裁決申請・裁決申請請求を行うことが制限されている。

　　エ　仲裁委員

　　　　仲裁委員は３人であり、事件ごとに、収用委員会がその委員の中から推薦する者について、知事が任命する（法第15条の８）。

　　　　知事は、仲裁委員を任命したときは、遅滞なく、仲裁委員の氏名を当事者に通知しなければならない（令第１の７の３）。

　　オ　仲裁手続

(ｱ) 仲裁委員の仲裁の手続は、非公開で行われる。
(ｲ) 仲裁委員は、仲裁を行う場合において必要があると認めるときは、当事者の申出により、相手方の所持する当該紛争に係る資料の提出を求めること、相手方の占有する土地その他当該紛争に関係のある場所に立ち入り、当該紛争の原因たる事実関係につき検査をすることができる（法第15条の９及び第15条の10第１項）。この場合の検査は、１人又は２人の委員で行うことも可能である（法第15条の10第２項）。

　　カ　委員の報告及び退任

仲裁委員は、仲裁判断を行ったときには、遅滞なく、その概要を知事に報告しなければならない（法第15条の11第１項)。

仲裁委員は、前項の規定による報告をしたときは、当然に退任するものとする（法第15条の11第２項）。

　　キ　手続に要する費用

仲裁の手続のうち、関係当事者の申出に基づいて行うものに要する費用は、当該申出をした者が負担しなければならない（法第125条の２）。

３　協議の確認

協議の確認の制度は、事業認定の告示後、裁決の申請をするまでの間に、任意の用地買収交渉が成立した場合に、収用委員会の確認をもって、裁決と同一の効果（原始取得の効果、代執行をなしうる効果、買受制度の適用等）を生じさせる制度である。
⑴　協議の確認の申請

協議の確認の申請は、事業認定の告示のあった日以後、収用又は使用の裁決申請前に、起業地の全部又は一部について起業者と土地所有者及び関係人の全員との間に権利を取得し、又は消滅させるための協議が成立したときに、起業者は、当該土地所有者及び関係人の同意を得て、収用委員会に対して行う（法第116条第１項）。

　　ア　申請書

協議の確認を申請しようとする起業者は、土地所有者及び関係人の同意を証する書面を添えて、次の事項を記載した確認申請書を収用委員会に提出しなければならない（法第116条第２項、規則第24条）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式64号（Ｐ202）

(ｱ) 協議が成立した土地の所在、地番、地目及び面積

(ｲ) 協議が成立した土地所有者及び関係人の氏名及び住所

(ｳ) 協議によって取得し、又は消滅させる権利の種類及び内容

(ｴ) 権利を取得し、又は消滅させる時期及び土地若しくは物件の引渡し又は物件の移転の期限
(ｵ) 対償

　　イ　手数料

国又は府以外の起業者（国又は府とみなされるものを除く。）が協議の確認の申請をする場合には、申請の際に手数料を納めなければならない（法第125条第２項第４号、令第２条第２項の表６の項）。

　⑵　市町村長の告示及び縦覧

収用委員会は、確認申請書を受理したときは、確認申請書を却下する場合を除き、利害関係人に異議の申出の機会を与えるため、当該申請書の写しを市町村長に送付し（法第118条第１項）、市町村長は、その写しを受け取ったときは、直ちに、確認の申請があったことを公告し、公告があった日から２週間、その写しを縦覧に供しなければならない（法第118条第２項）。　　　　様式65号（Ｐ203）

⑶　公告の日の報告

市町村長は、公告をしたときは、遅滞なく、公告の日を収用委員会に報告しなければならない（法第118条第３項）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式66号（Ｐ204）
⑷　異議申出書の提出

　　　市町村長による公告があったときは、利害関係人は、その縦覧期間内に、収用委員会に協議の成立及び内容について、書面により、異議を申し出ることができる（法第118条第４項）。

様式67号（Ｐ205）
⑸　協議の確認の要件

収用委員会は、市町村長の公告・縦覧の手続を経た後、申請が次のすべての要件を充足するときは、必ず協議の確認をしなければならない（法第118条第５項）。また、次のいずれかの要件を欠くときは、収用委員会は確認を拒否しなければならない（法第119条）。

ア　協議の確認の申請が法令の規定に違反しないこと。

イ  利害関係人から異議の申出がなく、又は異議の申出があった場合において異議の申出が法第118条第４項の規定に違反し、若しくは理由のないことが明らかなこと。

ウ  協議の内容が法第７章（収用又は使用の効果）の規定に適合すること。

協議の確認の内容は、起業者が補償金の払渡し、供託等の補償の実行をするまでに、土地所有権又は土地使用権を起業者に取得させたり、被収用者に対して土地若しくは物件の引渡し又は移転義務を課したりなどするものであってはならない。

⑹　確認書等の正本の送達

起業者、土地所有者、関係人等には、確認書又は確認拒否書の正本が収用委員会から送達される（法第120条において準用する第66条第３項）。

⑺　確認の効果

協議の確認があったときは、権利取得裁決と明渡裁決があったものとみなされ、起業者、土地所有者及び関係人は、協議の成立及び内容を争うことができなくなる（法第121条）。

４　緊急使用

非常災害の際の土地の使用と、緊急に施行する必要がある事業のための土地の使用がある。
土地を収用し、又は使用する手続は、事業認定及び収用委員会の裁決を経ることとされており、慎重で複雑なものとなっている。これに対し、緊急使用は、災害時等において緊急に事業を施行する必要がある場合に十分対応するため、簡易な手続による土地の使用を認めるものである。
⑴　非常災害の際の土地の使用

ア　非常災害に際し公共の安全を保持するために法第３条各号のいずれかに該当する事業を特に緊急に施行する必要がある場合においては、起業者は、事業の種類、使用しようとする土地の区域並びに使用の方法及び期間について市町村長の許可を受け、直ちに、他人の土地を使用することができる（法第122条第１項本文）。

イ　起業者が国又は府であるときは、事業の種類、使用しようとする土地の区域並びに使用の方法及び期間を市町村長に通知すれば足り、市町村長の許可を受けることを要しない（法第122条第１項ただし書）。この通知は、国の場合にあっては、当該事業の施行について権限を有する行政機関又は地方支分部局の長が、府の場合にあっては、知事が行う。

ウ　この使用の期間は、許可があった日又は市町村長に通知した日から６か月を超えることができない（法第122条第４項）。

⑵　緊急に施行する必要がある事業のための土地の使用

ア　収用委員会は、裁決申請に係る事業を緊急に施行する必要がある場合で、明渡裁決が遅延することによって事業の施行が遅延し、その結果、災害を防止することが困難となり、その他公共の利益に著しく支障を及ぼすおそれがあるときは、起業者の申立てにより、土地の区域及び使用の方法を定め、起業者に担保を提供させたうえで、直ちに、当該土地を使用することを許可することができる（法第123条第１項）。

イ　この使用の期間は６か月（大規模災害からの復興に関する法律第10条第６項の規定により公表された復興計画に記載された復興整備事業にあっては、１年（同法第36条の２））であり、使用の許可の期間を更新することはできない（法第123条第２項）。

ウ　起業者は、この場合において、土地所有者及び関係人の請求があるときは、自己の見積もった損失補償額を払い渡さなければならない（法第123条第４項）。

⑶　緊急使用に因る損失の補償

ア  起業者は、緊急使用に因って生ずる損失を補償しなければならない（法第124条第１項）。

イ  これらの損失の補償は、起業者と損失を受けた者とが協議して定めなければならない（法第124条第２項において準用する第94条第１項）。この協議が成立しないときは、起業者又は損失を受けた者は、収用委員会に裁決を申請することができる（法第124条第２項において準用する第94条第２項）。

Ⅵ     審査請求及び訴訟

１　審査請求

⑴　収用委員会の裁決についての審査請求

収用委員会の裁決に不服がある者は、損失の補償についての不服を除き、国土交通大臣に対して審査請求をすることができる（法第129条、第132条第２項、行政不服審査法第２条及び第４条）。

⑵　審査請求期間

裁決書の正本の送達を受けた日の翌日から起算して30日以内にしなければならない（法第130条第２項）。

⑶　執行不停止

審査請求は、処分の効力、処分の執行又は手続の続行を妨げない（行政不服審査法第25条第１項）。
⑷　審査請求の制限

損失の補償についての不服をその裁決について不服の理由とすることができない（法第132条第２項）。

２　訴　訟

⑴　収用委員会の裁決についての訴訟

ア　当事者訴訟

収用委員会の裁決のうち損失の補償に関する訴えは、裁決書正本の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に裁判所に提起しなければならない（法第133条第２項）。

この訴えは、これを提起した者が起業者であるときは土地所有者又は関係人を、土地所有者又は関係人であるときは起業者を、それぞれ被告としなければならない（法第133条第３項）。

収用委員会の裁決のうち損失の補償についての不服は、当事者訴訟によってのみ争うことができ、審査請求や裁決の取消訴訟によって争うことはできない。

イ　抗告訴訟（裁決取消訴訟）

収用委員会の裁決のうち損失補償に関する事項以外の訴えは、裁決書正本の送達を受けた日の翌日から起算して３か月以内に大阪府（訴訟において大阪府を代表するものは大阪府収用委員会となる。）を被告として当該訴えを裁判所に提起することができる（法第133条第１項、行政事件訴訟法第11条第１項第１号）。

⑵　執行不停止

ア　当事者訴訟

当事者訴訟の提起は、事業の進行及び土地の収用又は使用を停止しない（法第134条）。

イ　抗告訴訟

抗告訴訟の提起は、処分の効力、処分の執行又は手続の続行を妨げない（行政事件訴訟法第25条第１項）。
しかし、処分の執行又は手続の続行により生ずる重大な損害を避けるため緊急の必要があるときは、裁判所は、申立てにより決定をもって処分の効力、処分の執行又は手続の続行の全部又は一部を停止（執行停止）することができる（行政事件訴訟法第25条第２項）。

もっとも、執行停止は、公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあるとき又は本案について理由がないとみえるときは、することができない（行政事件訴訟法第25条第４項）。

Ⅶ    裁決申請書等の作成
１　土地調書及び物件調書

事業の認定の告示があった後、起業者は、収用手続を取るためには、土地調書及び物件調書を作成しなければならない（法第36条第１項）。

土地調書及び物件調書の作成は、収用委員会における審理の際に、事実の調査、確認における煩雑さを避け、その効率化を図るため、土地及び物件に関する事実及び権利状態、当事者の論点を記載して、あらかじめ整理しておくことを目的とし、作成を起業者に義務付けている。

そのため、起業者は、裁決申請の前に収用又は使用しようとする土地及びその土地上にある物件の現況、権利関係を、十分に調査しておく必要がある。

また、土地調書及び物件調書は、収用手続に係る土地及びその土地上にある物件の形状や権利関係、利用状況を示すものであり、適法に作成された調書の記載事項は、異議を付記した事項以外について真実であるという推定力をもつもので、その作成については慎重を期す必要がある。

⑴　作成時期

土地調書は裁決申請の時までに、物件調書は明渡裁決の申立ての時までに作成する必要があるが、上記の理由から、その作成の時期はできるだけ裁決申請、明渡裁決の申立ての時に近い方が望ましい。

調書作成後、長期間経過し、土地及び物件の状況に変化があり、調書の記載事項が真実に反していることが容易に証明され、調書が法定証拠として役に立たなくなるおそれがある場合は、改めて調書を作成する必要がある。

⑵　作成部数

土地調書、物件調書とも各１通を作成し、原本を起業者が保管する。

裁決申請書及び明渡裁決申立書には、各調書の写しを添付することで足りる。

⑶　作成単位

　土地調書及び物件調書は、いずれも土地所有者ごとに作成する｡

土地調書　…　共有地は、共有者ごとではなく、まとめて１通の調書を作成する。
　　　　　　　同一人が数筆の土地を所有しているときは、それらの筆をまとめて１通の調書を作成する。ただし、所有権の構成が異なる土地は、別々に調書を作成する。

物件調書　…　１つの物件が、所有者が異なる土地にまたがって存在するときであっても、土地所有者ごとに調書を作成する
　　　　　　　１人の土地所有者の所有する土地に複数の物件が存在するときには、これらの物件をまとめて１通の調書を作成する。

⑷　作成範囲

土地調書　…　同一の目的に供されている一団の土地全体について作成する。
収用し、又は使用とする土地の属する筆のみについて作成するのではない。

物件調書　…　１つの物件が、収用し、又は使用しようとする土地とそれ以外の土地とにまたがって存在するときには、その物件の全体について作成する。

　　　　　　　　残地に存する物件についても作成する。

　　　　　　　　調書を作成する物件は、移転料を見積もるべき物件と一致するのが望ましいが、移転料の対象となるか否かは収用委員会が判断するので、広めに記載すべきである。

　　　　　　　　物件が存しないときにも土地上に物件が存しない旨を記載し、必ず作成する。

⑸　起業者による調書作成及び署名押印

起業者は、事業認定の告示があった後、土地調書及び物件調書を作成し、これに署名押印しなければならない（法第36条第１項及び第２項）。

調書作成の権限が、起業者の規則や規程等で他の者に委任されている場合は、その受任者が自己の名前において署名押印をすることができる。
この場合、その者が権限を有していることを証する書面を、調書に添付する。

⑹　土地所有者及び関係人の立会い及び署名押印

　　土地調書及び物件調書を作成する場合、起業者は、土地所有者及び関係人を立ち会わせたうえ、土地調書及び物件調書に署名押印をさせなければならない（法第36条第２項）。
土地調書　…　物件についてのみ権利を有する関係人には署名押印を求める必要はない。

物件調書　…　土地についてのみ権利を有する関係人にも、明渡裁決の効果が及ぶため、原則として立会い及び署名押印を求めるべきである。

ア　土地所有者及び関係人の立会いは、土地調書及び物件調書の記載が対象の土地又は物件に照らして相違があるか否かを確認するためのものである。

イ　土地所有者及び関係人の立会いを求める通知の方法は、手続に慎重を期するために、文書で時間的余裕をもってすべきである。

通知をするに当たっては、事前に、
○調書作成しようとする土地の地番や物件の名称

○立会いの日時及び場所

○立会いを求める趣旨　　　　　　　　　を権利者に知らせなければならない。

そのほか、

○調書の効力

○異議を付記することができること

○代理人に立会い及び署名押印を委任できること　　　も通知するのが望ましい。

ウ　立会い及び署名押印を求める土地所有者及び関係人は、登記簿上の名義人ではなく、真実の権利者である。

エ　土地所有者及び関係人のうち、調書の記載事項が真実でない旨の異議を有する者は、その内容を調書に付記して署名押印することができる。

異議の付記をした場合、調書の記載事項のうち、付記された異議の内容と矛盾する部分については、付記したものとの関係において調書の推定力が遮断される（法第36条３項）。

なお、異議を付記した者が署名押印を拒否した場合、その異議の付記は無効となる。

　　オ　起業者が土地所有者又は関係人に署名押印を求める場合には、

①　異議を記載することができること、

②　異議を付記しなかった事項については、それが真実でないことを立証しない限り、審理において異議を述べることができなくなること

を十分明らかにしたうえで、異議を付記するか否か、署名押印を拒否するか否かを判断させなければならない。

　　

⑺　市町村長等の立会い及び署名押印

ア　土地調書及び物件調書を作成する場合において、土地所有者及び関係人の中に、署名押印を拒んだ者又は署名押印をすることができない者がいるときには、起業者は、市町村長の立会い及び署名押印を求めなければならない。この場合において、市町村長は、当該市町村の職員を立ち会わせ署名押印させることができる（法第36条第４項）。

イ　市町村長の立会い及び署名押印を求めた場合において、市町村長が署名押印を拒んだときは、知事は、起業者の申請により、府職員のうちから立会人を指名し、署名押印させなければならない（法第36条第５項）。

ウ　市町村長及び府職員の立会い及び署名押印は、調書の記載事項が真実であることを証するためのものではなく、調書が測量、調査その他の資料等に基いて作成されたものであることを確認するためのものである。

エ　市町村長及び府職員の立会人は、起業者又は起業者に対して以下に該当する関係にある者であってはならない（法第36条第６項）。

○　起業者、土地所有者及び関係人の配偶者、四親等内の親族、同居の親族、代理人、保佐人及び補助人

　　ただし、市町村が起業者である場合には、市町村の組織において重要な職務権限を有せず、かつ、当該事業の担当部局に属さない職員は、立会人となることができる。

　○　株式会社、合名会社、合資会社、合同会社その他の法人が起業者、土地所有者及び関係人である場合において、当該株式会社の取締役、執行役及び監査役、当該合名会社の社員、当該合資会社の無限責任社員及び業務を執行する有限責任社員、当該合同会社の業務を執行する社員その他当該法人の理事、監事その他これらに準ずる職務権限を有する者

⑻　立会い及び署名押印の時期

立会いは、土地調書及び物件調書を作成しようとしている土地又は物件の所在する場所においてしなければならないが、署名押印は、現場で立ち会った後、後日、別の場所ですることも許される。

⑼　仮登記上の権利を有する者が出現したときの調書の再作成

仮登記権者、既登記の買戻権者、既登記の差押債権者又は既登記の仮差押債権者については、原則として法第８条第３項ただし書の適用がなく、事業認定の告示後にこれらの者となったものも関係人となる。

調書を作成した後、裁決申請又は明渡裁決の申立てをするまでの間にこれらの者が出現したときは、調書の再作成が必要である。

ただし、これらの権利の基礎となっている権利が、事業認定の告示後に新たに設定された場合（例えば、事業認定の告示があった後に地上権を設定し、その地上権について更に譲渡又は抵当権設定の仮登記をした場合）及び裁決手続開始の登記がされた権利について、これらの権利者が出現した場合、これらの権利者は、関係人とはならないため、調書の再作成は要しない。

⑽　土地調書及び物件調書の作成の特例 

起業者は、土地所有者、関係人その他の者が、正当な理由がないのに、土地調書又は物件調書の作成のための法第35条第１項の規定による立入りを拒み、又は妨げたため、測量又は調査をすることが著しく困難であるときは、他の方法により知ることができる程度でこれらの調書を作成すれば足りる。この場合は、これらの調書にそのことを付記する（法第37条の２）。

この規定は、地元住民等に現地調査を妨害された場合にも適用されるものであって、起業者が現地についてできる限りの努力をしたのち、はじめて活用すべき性質のものである。

ア  正当な理由があるときとは、①起業者が法律の規定に違反して立ち入ろうとするとき、②起業者が調書作成という目的を超えた測量・調査をしようとするとき、③土地占有者等において立入予定日にその家族が死亡するなどの拒否又は妨害する合理的な事情があるときなどである。
イ　著しく困難であるときとは、起業者が説得等によりできる限りの努力をしてもなお、拒否、妨害があり、これを強行突破しようとすれば相当な混乱が予想されるときをいう。
警察力の行使までも必要とされる事態に限らず、それより広い。

ウ　他の方法としては、航空測量、聴取調査、公簿の記載事項の採用、近隣地からの観察等が考えられる。

エ　この調書についても、土地所有者及び関係人の立会い及び署名押印（法第36条第２項）を求めなければならない。

オ　この調書の効力は、一般の調書の効力と同じである（法第38条）。

⑾　土地調書の作成

ア　土地調書の様式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式１号（Ｐ123）
（法第37条第４項、規則第14条第１項、別記様式８）・・・・・・・・Ａ４判を使用する。
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５    収用又は使用の手続を保留した起業地があるときは、手続開始の告示の年月日

・・・・・・・・・・⑤
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                                                                                       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ・・・・・・・・・・⑨（表の部分）

 上記により、土地収用法第36条第１項の規定によって土地調書を作成する。　　 ・・・⑩              

     令和   年   月   日                　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・⑪

                                                   起業者      氏         名    印　⑫

                                               立会人      身分及び氏名     印　⑫

 添付書類     実測平面図            　　　　　　 　　　　　　 ・・・・・・・・・・⑬

　イ　土地調書の記載要領

　　①　起業者の氏名及び住所

官報又は公報で告示された事業認定に係る起業者の名称（都市計画事業に係る施行者）と所在地を正確に記載する。

ａ　起業者の氏名

　　代理人は記載せず、本来の起業者のみを記載する。

(a) 起業者が国の場合には、「○○大臣」と、当該事業の施行について権限を有する行政機関の名称を記載する。

(b) 起業者が国以外の場合には、「大阪府」、「○○市」、「○○機構」、「○○株式会社」など、当該事業の施行について権利能力を有する者を記載する（代表者名は記載しない。）。
(c)　起業者が複数の場合は、起業者を区分して記載する。

［記載例］起業者の氏名及び住所

          ⑴  国土交通大臣    東京都千代田区霞が関二丁目１番３号               

                          ⑵  大阪府　　　　　大阪市中央区大手前二丁目１番22号
ｂ  起業者の住所（所在地）

本庁舎、本社等の所在地を記載する。

②　事業の種類（事業の種類及び名称）

ａ　官報又は公報で告示された事業認定に係る事業の種類（都市計画事業で事業名が変更されている場合は、裁決申請時点の事業名）を、告示のとおり正確に記載する。

ｂ　都市計画事業の場合は「事業の種類」を「事業の種類及び名称」と表示し、事業の種類及び名称を記載する。

［記載例］事業の種類及び名称     ○○都市計画道路事業３・４・５号○○○○線

ｃ　起業者が複数の場合は、事業を区別して記載する。

［記載例］事業の種類

                          ⑴　国土交通大臣起業に係る事業 

                                一般国道○号改築工事（△△地内から △△地内まで）

⑵　大阪府起業に係る事業

府道○○線改築工事並びに市道及び町道付替工事
並びにこれらに伴う附帯工事

③　起業地

ａ　官報又は公報で告示された事業認定等に係るすべての起業地（事業地）を、収用及び使用の区分も含めて、正確に記載する。

ｂ　起業者が複数の場合は、起業地を区分して記載する。

［記載例］起業地

                          ⑴　国土交通大臣起業に係る起業地
大阪府○○市○○△丁目～～～

⑵　大阪府起業に係る起業地

　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府○○市○○□丁目～～～

④　事業の認定（許可又は承認）の告示の年月日

ａ　官報又は公報で告示された事業の認定の告示の年月日（都市計画事業の場合は当初の認可等の告示の年月日）を正確に記載する。

ｂ　都市計画事業の場合は、「事業の認可」又は「事業の承認」と表示する。

⑤　手続開始の告示の年月日

ａ　土地調書の対象土地について手続保留（法第31条から第34条の６まで参照）していない場合は、記載する必要はない。裁決申請対象土地が手続保留した起業地内に存在するときのみ本項目を記載する。

ｂ　官報又は公報で告示された収用又は使用の手続開始の告示の年月日を正確に記載する｡
⑥　土地所有者の氏名及び住所

ａ　土地の登記簿、相続などの実態等を調査のうえ、登記の内容、登記の有無にかかわらず、真実の土地所有者（実体的に権利を有する者）の氏名及び住所を正確に記載する。

　　法人の場合は、履歴事項全部証明書等を調査のうえ、権利能力を有する本来の土地所有者を正確に記載する。

　　土地所有者が登記簿の土地所有者と一致しないときは、その事情を明らかにしておく。

ｂ　法人の場合は、その機関、代理人を表示するのではなく、当該法人の名称及び本社等の所在地を記載する。

ｃ　住所は、住民基本台帳、法人登記簿等を調査のうえ、現住所（居住地、所在地）を正確に記載する。

ｄ　土地所有者が、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」における被害者である場合などは、住所の取扱いについて特別の配慮が必要となるので、速やかに収用委員会事務局に報告すること。
ｅ　氏名（名称）及び住所が登記簿上の表示と異なるときは、登記簿上の表示をただし書する。

なお、このとき、登記簿上の住所と住民基本台帳又は法人登記簿上の住所が一致しているときは、住民基本台帳又は法人登記簿上の住所をただし書する。

［記載例］　（氏名、住所とも異なる場合）

                              丙川三郎　大阪市中央区○○町10番５号

                              ただし、土地登記簿上の名義人

                                丙川次三郎　大阪市中央区○○町10番４号
                        　（住所が異なる場合）

丙川三郎　大阪市中央区○○町10番５号

                              ただし、住民基本台帳上の住所

                                大阪市中央区○○町10番４号

                              甲乙工業株式会社　大阪市中央区○○町三丁目２番７号

                              ただし、法人登記簿上の住所

                                大阪市中央区〇〇町三丁目２番地

                        　（名称が異なる場合）

                              株式会社大手前本町銀行  大阪市中央区○町一丁目１番１号

ただし、土地登記簿上の名称

株式会社本町銀行

ｆ　住所・居所が不明のときは、そのことを記載したうえで、住民基本台帳上の住所又は判明した最終の住所をただし書する。

［記載例］    　戌谷五郎　住所・居所不明

                              ただし、住民基本台帳上（判明した最終）の住所

                                大阪市北区○○町12番３号

ｇ　共有地のときは、各共有者の氏名の下等に共有持分を記載する。

［記載例］      癸山六郎　大阪市東淀川区○○△丁目□番□号

                              （持分３分の１）

ｈ　土地所有者の氏名又は住所が不明のときは、２「裁決申請書」の⑻イ(ｳ)「土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所」の記載（Ｐ108）を参考にする。

⑦　関係人の氏名及び住所

ａ　土地に関する関係人（土地賃借権者、抵当権者等）を記載する。

ｂ　物件についてのみ権利を有する関係人は記載しない。

ｃ　「⑥土地所有者の氏名及び住所」の取扱いを参考にする。

⑧　土地の所在

ａ　⑨とあわせて「別紙のとおり」とし、署名押印欄の次の頁に記載する。

ｂ　登記簿上の「土地の所在」の表示を記載する。

ｃ　字名等が、官報又は公報で告示された事業認定等に係る起業地（事業地）の表示に含まれていることを必ず確認する。

⑨　土地調書の表部分

ａ　⑧とあわせて「別紙のとおり」とし、署名押印欄の次の頁に記載する。

ｂ　１筆ごとに記載する。

ｃ　「地番」、「地目」、「登記簿上の地積」欄には、土地調書作成時の登記簿に表示された地番、地目、地積（不動産登記法第34条、不動産登記規則第98条から第100条まで参照）を記載する。
収用し、又は使用しようとする土地が一筆の土地の一部であるときであっても、土地調書作成時の地番を記載する。
なお、登記簿上の地積については、１㎡の１/100未満（宅地及び鉱泉地以外の土地で10㎡を超えるものについては１㎡未満）の端数を切り捨てる（不動産登記規則第100条）。

ｄ　「実測地積」欄には、実測平面図の各筆の収用地、使用地、残地等の実測面積を合計した、一筆の土地の面積を記載する。

地目、地積にかかわりなく１㎡の１/100まで（１㎡の１/100未満の端数は切捨て）記載する。

なお、一筆の土地の中で現況地目、利用の状況が異なる場合には、それごとに地積の内訳を区分して記載する。

一筆が広大であるために全体の実測が困難な場合は、「広大地のため実測せず」と記載することもできる。ただし、このような取扱いができるのは起業地に入る土地の部分が一筆の土地のわずかな部分であるために、残地補償あるいは残地収用の必要がないこと及び他人地が含まれていないことが明らかなときに限られる。

ｅ　「収用し、又は使用しようとする土地の面積」欄には、収用又は使用を区分して実測平面図に記載された実測面積を記載し、地目、地積にかかわりなく１㎡の１/100まで（１㎡の１/100未満の端数は切捨て）記載する。

なお、一筆の土地の中で現況地目、利用の状況が異なるときには、それごとに面積の内訳を区分して記載する。

また、一筆の土地の中で使用の方法及び期間が異なるときには、使用しようとする土地の面積の内訳を区分して記載し、「実地の状況」欄に各土地の部分に係る使用の方法及び期間を記載する。

ｆ　「所有権以外の権利の種類及び内容」欄には、「土地賃借権」、「抵当権」、「丁村太郎持分抵当権」等、土地についての所有権以外の権利の種類を記載するとともに、権利の目的、権利の存続期間、賃料等を記載しその内容を明らかにする。

登記されている権利については、登記申請書受付年月日、受付番号及びその他の登記事項も記載する。

所有権以外の権利がない場合には、「所有権以外の権利の種類及び内容」欄に「なし」、「権利者の氏名」欄に「―――」と記載する。

ｇ　「権利者の氏名」欄には、「所有権以外の権利の種類及び内容」欄に記載した土地についての所有権以外の権利に対する権利者の氏名（法人の場合にはその名称）を記載する。

ｈ　「実地の状況」欄には、土地の利用状況や損失の補償の算定に参考となる事項を記載する。

例えば、権利の帰属又は存否をめぐって争いがあるときは、争いの状況を記載し、事業認定の告示があった後に新たに権利設定を受けた者、不法占拠者、準関係人等がいるときは、そのことを記載する。

ｉ　「備考」欄を適宜設け、収用し、又は使用しようとする土地が一筆の土地の一部であるときには、「収用しようとする土地の区域は、別添図面のＡ、Ｂ、Ｃ・・・及びＡの各点を順次直線で結ぶ線内区域である。」などと記載し、その範囲を特定する。

ｊ　注書は「実地の状況」欄、「備考」欄等に記載すべき事項が該当欄に記載しきれないときに、該当箇所に符号を付すことにより対応関係を明らかにして、表の部分の下に記載する。

⑩　土地調書の作成の特例の表示

法第37条の２に基づいて調書を作成するときは、そのことの理由とともに、なお書する。
［記載例］　上記により、土地収用法第36条第１項の規定によって土地調書を作成する。

なお、本調書は、土地所有者が立入調査を拒んだので、土地収用法第37条の２の規定に基づき作成した。

⑪　調書を作成した年月日

全員の署名押印が完了した日を記載する。

⑫　署名押印

ａ　起業者、土地所有者及び関係人の全員（物件のみに関する関係人を除く。）について署名押印が必要である（法第36条第２項）。

記名ではなく、署名であるので、本人が自署する必要がある。

ｂ　土地調書は残地についても作成を要するため、残地についてのみ権利を有する者にも、関係人に準じて立会い及び署名押印を求めるべきである。

ｃ　立会人の身分については、土地所有者、土地賃借権者、土地抵当権者、○○○市職員などと記載する（規則別記様式第８備考２参照）。

ｄ　権利の帰属をめぐって争いがあるとき（例えば、土地の帰属、土地の境界をめぐる争いがあるとき）、権利の存否をめぐって争いがあるとき（例えば、土地賃借権の存否をめぐって争いがあるとき）は、争いの当事者双方に立会及び署名押印を求める。
ｅ　共有地のときは、共有者全員の署名押印が必要である。

ｆ　代理人によるときは、代理の表示をする。代理権限は書面（委任状等）をもって証明し（法第136条第２項）、調書の原本に綴じる（写し可）。

［記載例］      起業者     　   大阪市中央区大手前二丁目

                                  大阪府

                                  代表者  大阪府知事  ○○  ○○    

                上記代理人　    △△△市×××町・・・・・・・

                                  △△△市

                                代表者  △△△市長  ○○  ○○    印 

                土地所有者      大阪市中央区○○町10番５号
丙川  三郎

                丙川三郎未成年者につき

法定代理人（親権者）父
                                大阪市中央区○○町10番５号 

                           　 丙川  一夫    印

                    法定代理人（親権者）母
                   大阪市中央区○○町10番５号
丙川  花子    印

                 土地所有権移転請求権仮登記権者
                                   大阪市中央区○○町三丁目２番７号

                                              　甲乙工業株式会社
                                                代表者  代表取締役  乙山　大介

                                    上記代理人  　　 　 総務部長    乙山  亮介  印

　　　　ｇ　権利の存在は認められるが権利者の氏名も住所も不明のとき、権利者の氏名が不明のとき、権利者の氏名は確知しているが住所が不明であり代理人もいないときなどは、「起業者が過失がなくて知ることができない」ときには該当せず、市町村長の立会い及び署名押印を求めなければならない。

　　　　ｈ　起業者が過失がなくて知ることができない者には、立会い及び署名押印を求めなくてもよい（法第36条第２項括弧書）。「過失がなくて知ることができない」とは、起業者が真摯な努力をしたにもかかわらず、結果的に権利者の存在を把握することができず、そのような権利者がないものと思い込んで調書を作成し、その後思いもかけぬ権利者が現れた場合をいう。
ｉ　土地調書の記載事項に異議のある土地所有者又は関係人は、その内容を調書に付記して署名押印する（法第36条第３項、規則別記様式第８備考３）。
異議の内容を土地調書の署名押印欄又は余白に記載しきれない場合には、異議の内容を記載した別紙を余白に貼付し、割印をさせる。

［記載例］        土地賃借権者  大阪市○○区○○町１番１号 

                                             　           甲野     一郎   印

                                          この調書の記載事項には、次のとおり異議がある。

                                            ア・・・・・・・・

                                            イ・・・・・・・・

ｊ　土地所有者又は関係人のうちで、①署名押印の拒否、②帰責事由による不署名不押印、③署名押印不能といった者がいる場合は、起業者は、市町村長の立会い及び署名押印を求めなければならない。この場合、市町村長は、当該市町村の職員を立ち会わせ、署名押印させることができる（法第36条第４項）。

現場で立ち会った市町村長（市町村の職員）が、土地所有者又は関係人が署名押印しない理由を記載して、自己の職名名義で署名押印を行う。

立会い及び署名押印の理由は、「土地所有者の氏名及び住所不明」、「関係人○○が立ち会わず、署名押印を拒否」、「重症で代理人なし」などと記載する。

なお、この立会人の署名押印は、調書の記載事項が真実であることを証するものではなく、市町村長（市町村の職員）は署名押印に当たり、調書が測量、調査その他の資料等に基づいて作成されたものであることを確認すれば足りる。

［記載例］　　　　 関係人（土地抵当権者）株式会社本町大手前銀行が立会いせず、署名押印をしなかったので、土地収用法第36条第４項の規定により立ち会い、署名押印する。

                                大阪市○○区長　○○　○○

　　　　　　　　　　　　　　　  　上記代理人　総務課長　   ○○  ○○    印

ｋ　起業者が市町村である場合で、当該市町村長が署名押印をする必要があるときには、当該市町村の組織において重要な職務権限を有せずかつ、当該事業の担当部局に属さない職員が、立会い及び署名押印をする（法第36条第６項）。

ｌ　市町村長が署名押印を拒んだときは、府知事が、起業者の申請により、府職員のうちから立会人を指名し、署名押印させなければならない（法第36条第５項）。
この場合の府の職員の立会い及び署名押印については、上記ｈ及びｉと同様の取扱いである。

⑬　実測平面図

ａ　収用し、又は使用しようとする土地が一団の土地の一部であるときは、その一団の土地全部についての実測平面図を添付する。

ｂ　実測平面図は、所轄の法務局における地積測量図の取扱いに準じて作成するものとし、現地で復元できるものでなければならない。

土地等の収用又は使用の手続に伴って、代位登記（前提登記）などで所轄の法務局へ地積測量図を提出することが必要になる場合には、所轄の法務局へ提出する予定のものと同一の内容で実測平面図を作成する。

ｃ　縮尺１/100から１/1000程度まで（市街地地域は１/250程度まで（不動産登記規則第77条第４項参照））の間で作成し、収用又は使用予定地を薄い赤色で着色する（規則別記様式第８備考５）。

ｄ　座標求積により作成し、収用し、又は使用しようとする土地等の境界を画する基準とする点には、記号を付すこと。

ｅ　土地の境界を画する基準とする点の位置を特定するために基準とした恒久的地物（水準若しくは多角点又は恒久性のある鉄塔、マンホール、石段、電柱等）の位置関係を適宜の縮尺で、別途表示する。

ｆ　一筆の土地に異なる現況地目があるときは、実測平面図に、収用地、使用地、残地の各部分ごとに各現況地目の地積を明らかにする 。

ｇ　一筆の土地の一部に地上権、賃借権、地役権等が設定されているときは実測平面図に収用地、使用地、残地等の各部分ごとにその設定面積を明らかにする。

ｈ　収用地、使用地、残地等ごとに前記ｆ及びｇの各部分について求積表を作成し、全体実測面積は、各部分の求積の和とする。

ｉ　空間使用や地下使用の場合は、実測平面図に併せて使用の範囲を明らかにする立体図等を添付することが望ましい。

ｊ　裁決手続開始の登記及びその前提となる分筆等の代位登記を円滑にするためにも、所轄の法務局とよく事前協議をしておくことが必要である。

なお、法務局へ提出する地積測量図の取扱いは次のとおりである。

(a) 土地の形状を図示するほか、地番区域の名称、方位、縮尺、地番及び隣接地の地番、地積及び求積方法、筆界点間の距離、平面直角座標系の番号又は記号（大阪府はⅥ系）、基本三角点等に基づく測量の成果による筆界点の座標値並びに測量年月日を表示する（不動産登記規則第77条第１項第１号から第８号まで及び第10号）。

(b) 土地の筆界に境界標があるときには当該境界標を表示する（不動産登記規則第77条第１項第９号）。

(c) 基本三角点等に基づく測量ができない場合には、その座標地及び平面直角座標系の番号又は記号に代えて、近傍の恒久的な地物に基づく測量の成果による筆界点の座標値を記録しなければならない（不動産登記規則第77条第２項）。
(d) 地物を表示するには、地物の存する地点に符号を付し、適宜の箇所にその符号並びに地物の名称及び概略図を記載するなどの方法によってするものとし、筆界点と地物との位置関係を表示するには距離、角度等を記載するなどの方法によってする（不動産登記規則第77条第３項）。

○　その他

ａ　数葉に及ぶ土地調書及び実測平面図の間には、土地調書に署名押印を行う者の全員が割印をする（袋とじをして割印をする箇所を１箇所にすることもできる。）。 

ｂ　署名部分の押印と割印は、同じものでなければならない。

ｃ　収用対象土地及び土地所有者等に係る記載事項については、土地登記簿、戸籍、住民基本台帳、法人登記簿等と照合して誤りのないようにし 、収用委員会に対して、照合した土地の登記簿等を参考資料として、裁決申請時に提出する。  

ｄ　関係当事者の疑惑を招くおそれが多分にあるので、土地調書の記載事項を軽々しく訂正してはならない。起業者側に訂正の必要が生じた場合には、正しい記載をした裁決申請書又は意見書を収用委員会に提出するとともに、訂正した内容を審理で説明することによって対応し、土地所有者等からの訂正の要求には、土地調書に異議を付記してもらうことによって対応するのが相当である。

土地調書の記載事項を訂正するのであれば、署名押印を行う者の全員の訂正印が必要である。

ｅ　土地調書は、その記載事項に推定力を生じさせ、収用委員会の審理を円滑かつ迅速に進行するために作成するもので、延いては早期の事業用地の取得に寄与するものであるので、その作成に当たっては十分調査し、土地所有者及び関係人に署名押印を求める前にその原案の内容について収用委員会事務局の職員の最終確認を受けるなどして、特に、慎重を期する必要がある。
⑿　物件調書の作成

ア　物件調書の様式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式２号（Ｐ127）
（法第37条第４項、規則第15条第１項、別記様式第９）・・・・・・・・Ａ４判を使用する。

                                   

物件調書

１    起業者の氏名及び住所            　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・①         

２    事業の種類                      　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・②

３    起業地                          　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・③

４    事業の認定の告示の年月日        　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・④

５    収用又は使用の手続を保留した起業地があるときは、手続開始の告示の年月日
          　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・⑤

６    土地所有者の氏名及び住所                            　・・・・・・・・・・⑥

７    関係人の氏名及び住所                                　・・・・・・・・・・⑦

８    物件がある土地の所在                                　・・・・・・・・・・⑧
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以外の
権利の
種類及び

内容
	所有者以外

の権利者の

氏名
	実地の

状　況

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


                                      　　　　　　　・・・・・・・・・・⑨（表の部分）

上記により、土地収用法第36条第１項の規定によって物件調書を作成する。　 　・・・⑩              

 令和   年   月   日                 　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・⑪

                                              起業者      氏         名       印  　⑫

                                              立会人      身分及び氏名        印  　⑫
    添付書類     物件配置図         　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・⑬

                 建物実測平面図      　　　　　　　　　　　 ・・・・・・・・・・⑭
イ  物件調書の記載要領

収用し、又は使用しようとする土地上に、移転を要する物件がなくても必ず作成する。

①～⑥については、土地調書の記載要領の①～⑥と同様の取扱いである。

⑦　関係人の氏名及び住所

ａ　物件に関する関係人のほか、土地に関する関係人もすべて記載する。

ｂ　他は土地調書の記載要領の「⑥土地所有者の氏名及び住所」と同様の取扱いである。

ｃ　裁決申請後に物件調書を作成する場合の記載方法については、後記３「明渡裁決申立書」の⑺ア(ｳ)「土地所有者及び関係人の氏名及び住所」の記載を参考にする。

⑧　物件がある土地の所在

ａ　土地調書の記載要領の「⑧土地の所在」と同様の取扱いである。

ｂ　物件がなくても記載する。
⑨　物件調書の表の部分

ａ　⑧とあわせて「別紙のとおり」とし、署名押印欄の次の頁に記載する。
ｂ　物件調書に記載する物件は、補償の有無にかかわらず、調書作成時に土地上に存する物件のすべてである。
起業者が所有する物件が土地上に存する場合、当該物件についても記載する。

法第89条の許可を受けずに設置された物件についても記載する。なお、設置等の日付等を記載し、承認を受けていない旨を付記すべきである。
不法に占拠している物件についても記載をし、その旨を付記すべきである。

ｃ　「地番」欄には、物件の所在する物件調書作成時の地番を記載する。

ｄ　「物件の番号」欄は、物件配置図に付した番号を記載する。

ｅ　「物件の種類」欄には、「数量」欄に記載する事項を除き、大きさ等、補償額の積算に必要となる事項を記載する。

原則として、残地上の物件についても記載する。

物件が建物であるときは、建物の種類、構造、床面積（不動産登記規則第113条から第115条まで参照）等を記載する（法第37条第３項）とともに、建物の登記簿上の表示も記載する。

ｆ　「数量」欄には、補償額の積算の基礎となる数量を記載する。

物件が分割されることになる場合においては、当該物件の全部の数量を記載する。

ｇ　「物件所有者の氏名」欄には、「物件の種類」欄に記載した物件に対応する所有者の氏名（所有者が法人の場合にはその名称）を記載する。

ｈ　「所有権以外の権利の種類及び内容」欄には、「建物賃借権」、「抵当権」などと記載して物件についての所有権以外の権利を記載するとともに、権利の目的、権利の存続期間、賃料等を記載する。

登記されている権利については、登記申請書受付年月日、受付番号及びその他の登記事項も記載する。

所有権以外の権利がない場合には、「所有権以外の権利の種類及び内容」欄に「なし」、「所有権以外の権利者の氏名」欄に「――――」と記載する。 

ｉ　「所有者以外の権利者の氏名」欄には、「所有権以外の権利の種類及び内容」欄に記載した物件についての所有権以外の権利に対する権利者の氏名（法人の場合にはその名称）を記載する。

ｊ　「実地の状況」欄には、土地・建物の利用現況など、損失の補償の算定にあたり参考となる事項を記載する。

例えば、権利をめぐる争いの状況のほか、収用し、又は使用される土地以外の土地又は他の土地所有者の所有する土地にまたがって物件が存在する場合には、そのこと、その土地の地番、当該物件の利用状況などを記載する。

ｋ　物件が存しないときにも表の部分を作成する。

物件が全く存しないとき又は特定の地番の土地に物件が存しないときには、該当欄に地番を記載したうえで、「物件の種類」欄に「なし」と記入し、「数量」から「所有権以外の権利者の氏名」までの各欄に「―――」表示をし、「実地の状況」欄には現況地目、利用状況等を記載する。

⑩、⑪については、土地調書の記載要領の⑩、⑪と同様の取扱いである。

⑫　署名押印

ａ　起業者、土地所有者、関係人（土地のみに関して権利を有する関係人を含む）の全員について署名押印が必要である（法第36条第２項）。

物件が存しない場合の物件調書に署名押印をするのは、起業者、土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人となる。

ｂ　物件調書は残地に存する物件についても作成を有するため、残地又は残地に存する物件についてのみ権利を有する者にも、関係人に準じて立会い及び署名押印を求めるべきである。

ｃ　立会人の身分については、「土地所有者」、「物件所有者」、「建物賃借権者」、「建物抵当権者」、「○○市職員」などと記載する。

ｄ　その他については、土地調書の記載要領の⑫「署名押印」のｄからｊまでと同様の取扱いである。

⑬　物件配置図

ａ　一団の土地上に物件がどのように配置されているかを明確にし、収用及び使用の範囲を明示する。

ｂ　縮尺は１/50から１/500程度とする。

ｃ　物件配置図の物件に番号を付す。

（この番号は、物件調書の表の部分の「物件の番号」欄に転記することとなる。）

⑭　建物実測平面図

ａ　物件が建物であるときは、建物実測平面図を添付する（法第37条第３項）。

　　建物以外で、規模が大きく構造が複雑なものについても、図面を添付する。

ｂ　建物実測平面図は、建物１棟ごとに作成する。

ｃ　建物実測平面図は縮尺１／50から１／500程度までのものとし、建物の種類、構造、床面積、耐用年数、利用の現況等を併せて記載する。

○　その他

ａ　土地調書の記載要領の「その他」の取扱いは、物件調書においても同様である。

⒀　調書（案）作成後のチェック

　　　土地調書（案）及び物件調書（案）が完成したら、Ｐ18にある調書（案）作成チェックシートを利用し、再度記載事項に誤り等がないかを確認のうえで、事務局職員の確認を受けること。
２　裁決申請書

⑴　裁決申請の単位

ア　起業地内の未取得地を分割して申請することができる。

ただし、合理的な理由もなく未買収者の一部について狙い撃ち的に申請することは条理上許されない。

イ  同一の土地所有者に属する数団の土地を一括して同時申請することも、分割して申請することも可能である。

ウ  複数の土地所有者に属する数筆の土地を一つの申請書により申請することも可能である。

エ　同一の起業者が行う同一の事業に関して、法第２条又は第５条から第７条までの規定のうちのいずれか２以上の規定による収用又は使用のために裁決の申請をする場合は、１つの申請書によってすることができる（規則第25条）。

⑵　作成書類
起業者が裁決申請をしようとするときは、裁決申請書に次の書類を添付して、収用委員会に提出しなければならない（法第40条第１項）。
ア　事業計画書並びに起業地及び事業計画を表示する図面

イ　市町村別に次に掲げる事項を記載した書類

(ｱ) 収用し、又は使用しようとする土地の所在、地番及び地目

(ｲ) 収用し、又は使用しようとする土地の面積（土地が分割されることになる場合においては、その全部の面積を含む。）

(ｳ) 土地を使用しようとする場合においては、その方法及び期間

(ｴ) 土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所

(ｵ) 土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する損失補償の見積及びその内訳

(ｶ) 権利を取得し、又は消滅させる時期   

ウ   法第36条第１項の規定による土地調書又はその写し

⑶　申請の時期

事業認定の告示（手続保留されている場合は手続開始の告示）があった日から１年以内に限り、収用委員会に収用又は使用の裁決を申請することができる（法第39条第１項、第34条の５本文）。
ただし、都市計画事業にあっては、事業施行期間中であれば申請することができる（都市計画法第71条第１項）。

⑷　提出部数

正本：１部（収用委員会用）

副本：収用し、又は使用しようとする土地の存する市町村の数（市町村における縦覧用）に加えて、収用委員会が別途指示する数
なお、大阪市又は堺市の場合は、区を市町村として扱う（法第140条第１項。以下同じ）。
⑸　手数料

国及び府以外の起業者（国及び府とみなされるものを除く。）は、裁決申請の際に、府に対して損失補償の見積額（裁決申請に係る損失の補償の見積額と明渡裁決の申立てに係る損失の補償の見積額を合算する。）に応じ手数料を納める（法第125条第１項及び第２項第３号、大阪府土木行政事務手数料条例第２条の表４の項）。

裁決申請と明渡裁決の申立てを同時にしないときは、まず、権利取得裁決に係る損失の補償のみを基準として手数料を納入し、後に、明渡裁決に係る補償を含めた全体の損失補償額をもとに手数料総額を算定して、手数料に不足があれば、その不足分を追加納入する。

なお、法第44条第１項の特例により損失の補償額の見積りを省略した裁決申請については、手数料の額が申請時に確定できないので、申請時には手数料の最低額を納入し、同条第２項による添付書類の補充時に残額を納付する。

同一の起業者が行う同一の事業に関して、法第２条又は法第５条から第７条までの規定のうち、いずれか２以上の規定による収用又は使用のために、裁決の申請を１つの申請書によってする場合は、１件の申請とみなされる（令第２条第３項）。
※手数料の納付方法や金額については、Ｐ22からＰ24までを参照

⑹　裁決申請書の作成

ア　裁決申請書（鑑）の様式（法第40条、規則第16条、別記様式第10）　　様式３号（Ｐ132）

イ　添付書類の一部を省略した裁決申請の場合

(ｱ) 裁決申請書（鑑）の様式（法第44条第１項）　　　　　　　　　　 様式６号（Ｐ135）
(ｲ) 補充の通知（鑑）の様式（法第44条第２項）　　　　　　　　　　様式８号（Ｐ137）
○　裁決申請書（鑑）の記載要領

①　申請者

ａ　起業者又はその代表者が記名する。

ｂ　裁決申請を起業者又はその代表者の代理人がする場合には、その代理人であることを表記し、その代理人が記名する（法第136条）。

［記載例］        起業者    東京都○○区○○一丁目１番１号
                                 ○○○○機構

                                            代表者  理事長    ○○  ○○

                         上記代理人  大阪市○○区○○二丁目２番２号

                                   　○○○○機構
                                                ○○○○局長  ○○  ○○   
［記載例］        起業者    大阪府○○市○○一丁目１番１号

                                 ○○市

                                            代表者  ○○市長

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 　市長職務代理者　○○副市長　○○　○○  
ｃ　その他については土地調書の記載要領の①「起業者の氏名及び住所」の取扱いを参考にする。

②　申請の趣旨

ａ　省略申請の場合は、添付書類の一部を省略して申請することを明らかにする。

ｂ　都市計画事業の場合は「事業の認定」を「事業の認可（承認）」 と記載する。
［記載例］　平成○年○月○日付け○○告示第○○号により事業の認可の告示があった○○都市計画道路事業３・５・330－５号△△線について、土地収用法第39条第１項の規定より、裁決を申請します。

③　補充の通知
添付書類の一部を省略して申請したときは、土地調書作成後、速やかに、省略した部分を補充しなければならない（法第44条第２項）。

　　　④　補充の趣旨
一部省略した添付書類を補充しようとするときは、収用委員会に対し、そのことを書面により通知し、省略された添付書類全部を提出する（規則第17条の２）。様式９号（Ｐ138）
⑺　裁決申請書の添付書類の種類（収用委員会が別途指示する数を提出する。）
裁決申請書の添付書類に、次の①又は②に掲げる事項を記載する。
また、目次を作成し、裁決申請書（鑑）の次の頁に添付する。

①　裁決申請の場合の添付書類の種類
○　事業計画書並びに起業地及び事業計画を表示する図面 

○　市町村別に次に掲げる事項を記載した書類

収用し、又は使用しようとする土地の所在、地番及び地目
収用し、又は使用しようとする土地の面積
（土地が分割されることになる場合においては、その全部の面積を含む。）
土地を使用しようとする場合においては、その方法及び期間
土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所
土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する損失補償の見積り及びその内訳
権利を取得し、又は消滅させる時期

○　土地調書又はその写し

②　省略申請の場合の添付書類の種類
(ｱ) 申請時　　　　　　　　　　　　　　　（※）は裁決申請の場合とは異なる点
○　事業計画書並びに起業地及び事業計画を表示する図面
○　市町村別に次に掲げる事項を記載した書類
収用し、又は使用しようとする土地の所在、地番及び地目（※）
土地を使用しようとする場合においては、その方法及び期間
土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所

真の権利者について未調査の場合は、登記簿に現れた土地所有者及び

関係人の氏名及び住所とすることも可（※）
権利を取得し、又は消滅させる時期
(ｲ) 補充時
○　市町村別に次に掲げる事項を記載した書類
収用し、又は使用しようとする土地の所在、地番及び地目
収用し、又は使用しようとする土地の面積
（土地が分割されることになる場合においては、その全部の面積を含む。）
土地を使用しようとする場合においては、その方法及び期間
土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所
土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する損失補償の見積り及びその内訳
権利を取得し、又は消滅させる時期

○　土地調書又はその写し

⑻　書類の作成要領

ア　事業計画書並びに起業地及び事業計画を表示する図面

（法第40条第１項第１号、規則第17条第１号、第３条第１号から第３号まで）

これらの書類は、裁決申請時の計画に基づき作成する。

作成要領は、事業認定申請書に添付するものと同じである。

事業計画の変更がなければ、事業認定を受けたものと同じものを提出する。
変更があれば、裁決申請時の計画図面と事業認定を受けた際の計画図面の両方を提出する。

(ｱ) 事業計画書

次の事項を記載し、その内容を説明する参考書類があるときは、あわせて添付する。

事業認定を受けた事業については、原則として事業認定申請書に添付した書類と同様の内容を記載する。

なお、都市計画事業の場合は、別途作成する必要がある。

ａ　事業計画の概要

　・単に工事計画だけでなく、申請に係る事業の目的及び内容を具体的に説明すること。

　・申請に係る事業が全体計画の一部であるときは、まず全体計画について説明し、次に申請に係る事業について、全体計画との関係を示して説明すること。

　・施行しようとする事業の概略が明らかになるように説明すること。

　・土地の一時使用等の計画がある場合は、使用目的等について簡単に記載すること。

　・本体事業にあわせて関連事業を施行する場合は、関連事業の事業計画を本体事業の事業計画と区分して記載すること。

ｂ　事業の開始及び完成の時期

　・用地交渉開始及び工事完成の時期を記載すること。

ｃ　事業に要する経費及びその財源

　・事業全体の総事業費を記載し、年度別（前年度まで、当該年度、翌年度以降）、事業費別、補助金等の負担者別などの内訳を記載する。

ｄ　事業の施行を必要とする公益上の理由
　・申請に係る事業を、施行しない場合の社会的、経済的又は行政的な不利益、施行することによる積極的利益や不利益について記載する。

・事業単位や全体計画についても公益性の説明をする。

ｅ　収用又は使用の別を明らかにした事業に必要な土地等の面積、数量等の概数並びにこれらを必要とする理由

　・起業者所有地等も含めた事業に必要な土地の面積、数量等の概数を記載する。

・起業地内に存する主な支障物件の種類別に数量（移転済みの物件を含む）を記載し、括弧書で移転済みの物件の数量を記載する。

・土地等を必要とする理由については、例えば以下のように記載する。

道路事業…道路構造令に適合した幅員構成をもつ道路を築造するに必要な面積であり、当該道路敷となるものである。

河川事業…計画高水流量を安全に流下させる河積を確保するに必要な面積で、河川敷を構成するものである。

起業地内に存する物件…工事の支障となるため起業地外への移転を要するものである。

ｆ　起業地等を当該事業に用いることが相当であり、又は土地等の適正かつ合理的な利用に寄与することになる理由

　・申請に係る事業が都市計画事業の場合には、事業の施行の位置づけ、目的、効果、事業計画の決定に当たり考慮した内容を記載する。

(ｲ) 起業地を表示する図面

ａ　起業地位置図

起業地全体の位置を、縮尺１／25000(１／25000がない場合は１／50000)の一般図によって表示する。

ｂ　起業地表示図

起業地の全体を、縮尺１／100から１／3000程度までの間で、起業地を表示するのに適した縮尺の地形図によって表示する。

起業地を収用の部分は薄い黄色で、使用の部分は薄い緑色で着色し、起業地内に物件があるときは、その主要なものを図示する。

裁決申請をする土地については、残地を含む全筆を細線の赤枠で囲む。

収用し、若しくは使用しようとする物件又は収用し、若しくは使用しようとする権利の目的である物件があるときは、当該の物件が存する土地の部分を薄い赤色で着色する。
(ｳ) 事業計画を表示する図面

ａ　事業計画表示図

縮尺１／100から１／3000程度までのもので、起業地全体について、施設の位置を明らかに図示するものとし、施設の内容を明らかにするに足りる平面図を添付する。

上記の起業地表示図とあわせて１枚の図面としてもよい。

ｂ　横断面図（縦断面図）

事業の種類により、横断面図に加えて、縦断面図等の事業の内容を明らかにするのに適した図面を添付する。

空中使用や地下使用の場合には立体図等により使用の範囲を明示する。

（土地調書の添付書類で使用の範囲が明らかである場合は不要である。）

イ　市町村別に次に掲げる事項を記載した書類（法第40条第１項第２号）

　　　　一般的な記載例は以下のとおりである。

　　[記載例]

	
	●　収用し、又は使用しようとする土地の所在、地番、地目及び面積

	
	土地の所在　○○市○○△丁目

	
	地番
	地目
	面積（㎡）
	所有者
	所有権以外の権利の種類及び内容
	権利者

の氏名

	
	
	公簿
	現況
	公簿
	実測
	収用又は使用
	
	
	

	
	○○


	○○
	○○
	○○
	○○
	（収用）

○○

（使用）

○○
	○○


	○○権

受付番号

受付年月日
	○○




●　使用の方法及び期間

　⑴　使用の方法

　⑵　使用の期間

●　土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所

　⑴　土地所有者　　　　　　　　　○○

　⑵　関係人（土地賃借権者）　　　○○

●　土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する損失補償の見積り及びその内訳

　⑴　土地所有者　○○　　　　      に対し　　　　　　金○○円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、土地損失補償○○円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　残地補償　　○○円

	（内訳）

	地番
	現況地目
	面積

（㎡）
	単価

（円/㎡）
	補償金額

　　（円）
	権利割合
	権利割合ごとの補償金額（円）
	補償項目
	氏名

	○○
	○○
	○○
	○○
	○○
	○分の○
	○○
	土地損失補償
	○○

	
	
	○○
	○○
	○○
	○分の○
	○○
	残地補償
	


（注）土地の単価は事業認定の告示日（令和○○年○○月○○日）現在の価格である。
⑵　関係人（土地賃借権者）　○○　に対し　　　　　　金○○円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、権利消滅補償○○円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　残借地権補償○○円

	（内訳）

	地番
	現況地目
	面積

（㎡）
	単価

（円/㎡）
	補償金額

　　（円）
	権利割合
	権利割合ごとの補償金額（円）
	補償項目
	氏名

	○○
	○○
	○○
	○○
	○○
	○分の○
	○○
	権利消滅補償
	○○

	
	
	○○
	○○
	○○
	○分の○
	○○
	残借地権補償
	


（注）土地の単価は事業認定の告示日（令和○○年○○月○○日）現在の価格である。
●　権利を取得し、又は消滅させる時期

権利取得裁決の日の翌日から起算して○○日目とする。
この項目の作成要領は以下のとおりである。

(ｱ) 収用し、又は使用しようとする土地の所在、地番及び地目

ａ  土地調書に記載された「土地の所在」を、現況地目も含めて転記する。

土地調書作成後、市町村の区域内に町又は字の区域若しくは名称の変更（地方自治法第260条参照）や土地の表示の変更登記があった場合には、申請時の状況で記載する。

この場合、土地調書の再作成は要せず、別途その変更の事項を証明すれば足りる。

ｂ　表題部について、収用だけをしようとするときは「収用しようとする土地の所在、地番及び地目」と表記し、使用だけをしようとするときは「使用しようとする土地の所在、地番及び地目」と表記する。

ｃ　地番は、分筆する必要があるときであっても現地番を記載する。

収用委員会が裁決手続開始の決定をした後に、起業者が分筆の代位登記（前提登記）をする。

(ｲ) 収用し、又は使用しようとする土地の面積
ａ　土地調書に記載された事項を表に転記する。
事業認定のあった土地の区域と裁決申請書に記載する土地の区域とは、必ず一致する。

裁決申請の対象となる土地の区域は、現地で復元できる実測平面図で特定する必要があるので、収用し、 又は使用しようとする土地の面積を確定せずに裁決申請をすることはできない。
ただし、土地調書作成の特例（法第37条の２）に該当し、正確な実測面積を確定できないときは、そのことを付記した上で、若干正確性を欠く記載であっても許される。

ｂ　収用だけをしようとする場合は「収用しようとする土地の面積」と、使用だけをしようとする場合は「使用しようとする土地の面積」と表記する。

ｃ　省略申請の場合は、申請時には「実測面積」及び「収用し、又は使用しようとする土地の面積」の記載を省略することができる。

この場合には、該当する欄に「省略」と記載し、省略した書類を補充する際にこれらの面積を記載する。

(ｳ) 土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所

ａ　裁決申請時の氏名及び住所を記載すべきである。一般的には、土地調書に記載された事項を転記することとなる。
土地調書作成後、裁決申請までの間に権利の承継があり、起業者、土地所有者又は関係人の変更があったとしても、法第10条の規定により従前の起業者、土地所有者又は関係人がした手続その他の行為は新たな当事者に対して効力を有するので、土地調書の再作成は要しない。

裁決申請書の添付書類においては、新権利者を記載したうえで、別途、関係資料を添付した証明書を収用委員会に提出し、権利承継（当事者の変更）の事実を立証しなければならない。
ｂ　起業者が過失がなくて知ることができないものについては、記載することを要しない（法第40条第２項）。

「過失がなくて知ることができない」とは登記簿の閲覧、登記名義人への照会、戸籍簿の調査、住民基本台帳の調査、周辺住民への照会、占有関係等の現地調査により起業者が真摯な努力をしたにもかかわらず、知ることができないときのことをいう。

この場合、起業者は、権利者調査に過失がないことを証明しなければならない（規則第17条第２号イ）ので、調査の内容等を整理して記載し、土地の登記簿、戸籍簿、住民票の写し等関連資料を添付した証明書をあわせて収用委員会に提出する。

なお、調査の程度については、国土交通省総合政策局総務課作成の「不明裁決申請に係る権利者調査のガイドライン」が参考となる。

ｃ　「過失がなくて知ることができないとき」の記載は次のとおりである。
(a) 権利の存在は認められるが、権利者の氏名も住所も不明のとき

[記載例]

　　　土地所有者不明
関係人不明
(b) 権利者の氏名は確知しているが住所が不明のとき

[記載例]

　　　土地所有者　 甲      　住所  不明
関係人 　　　乙 　     住所  不明  ただし、居所  ～～～～～」

(c) 持分について争いがあるとき

[記載例] 
　（持分争いがあるとき）

土地所有者 　甲　　　　住所　～～～～～～～～～

　　　    （持分不明）
　土地所有者　 乙　　　　住所　～～～～～～～～～
（持分不明）

 　 ただし、持分甲３分の１・乙３分の２又は甲２分の１・乙２分の１
（相続争いがあるとき） 

土地所有者   甲　　　　住所　～～～～～～～～～
        （持分不明）
土地所有者   乙        住所　～～～～～～～～～
        （持分不明）
　ただし、遺産分割協議が調っていないため上記２名の持分不明

(d) 権利の帰属をめぐって争いがあるとき

[記載例]
（所有権の帰属をめぐって争いがあるとき）

土地所有者不明

ただし、 　  甲　　　　住所　～～～～～～～～

 又は   　  乙　　　　住所　～～～～～～～～

(e) 権利の存否をめぐって争いがあるとき

[記載例]
（土地賃借権の存否をめぐって争いがあるとき）

土地賃借権者存否不明

ただし、   　甲　　　　住所　～～～～～～～～

　又は  　　なし
ｄ　登記がされている土地に関する所有権以外の権利については、その権利についての登記受付年月日及び受付番号を、収用し、又はしようとする土地の所在等を記載した表の「所有権以外の権利の種類及び内容」欄に記載する。

ｅ　省略申請をする場合で、登記簿に現れた土地所有者及び関係人の氏名及び住所を記載するときは、その旨を明らかにしなければならない（規則第17条第２号口）。

この場合には、該当する部分に「土地の登記簿に現れた表示を記載」と注記する。

(ｴ) 使用の方法及び期間

ａ　収用だけが対象となっているときは、記載を省略する。

ｂ　土地を使用しようとするときは、事業計画から判断して客観的に妥当とみられる「使用の方法及び期間」を記載する。
[記載例]      Ⅰ  使用の方法

　            (ⅰ) 使用の目的            ○○○トンネル構築設置
(ⅱ) 使用する地下の範囲    東京湾平均海面の上39.01ｍから
         　                東京湾平均海面の上23.26ｍまで

(ⅲ) 荷重制限等

○○○トンネル構築物を保全するため、使用する土地に建物その他の工作物を設置する場合の荷重は東京湾平均海面の上の39.01ｍにおいて１㎡当り２t以下とする。

                        　  Ⅱ  使用期間   ○○○トンネル構築物存続期間中とする。 

(ｵ) 土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する損失補償の見積り及びその内訳

ａ　事業認定の告示の時点（価格固定の時点）における価格を見積もり、その旨を記載する。
ｂ　都市計画事業については、都市計画事業の認可（承認）の告示をもって土地収用法による事業の認定の告示とみなされる（都市計画法第70条第１項）。

都市計画事業の認可又承認の告示後裁決申請が行われるまでは、価格固定の時点は１年ごとに更新されていく。

１年の期間の計算方法は、初年度は初日（都市計画事業の認可（承認）の告示日）を算入せず、その翌日から起算し（民法第140条）、翌年度以降は初日（更新された事業認定の告示があったとみなされる日）から起算する。そして１年の期間満了日は、翌年において起算日に応当する日の前日となる。ただし、１年の期間満了日が民法第142条の規定による休日となるときは、その翌日が期日満了日となる。
例えば、平成元年５月11日(木)に都市計画事業の認可の告示があった場合は、初年度は初日不算入なので翌日の５月12日(金)から起算し、翌年において起算日に応答する日の前日の平成２年５月11日(金)が期日満了日となり、平成２年における事業の認定の告示があったとみなされる日は、翌日の平成２年５月12日(土)となる。
平成３年については、平成２年５月12日(土)が起算日となり、翌年において起算日に応当する日の前日の平成３年５月11日(土)は第２土曜日、翌日の平成３年５月12日(日)は日曜日となるので翌々日の５月13日(月)が満了日となり、平成３年の事業の認定の告示があったとみなされる日は、翌々々日平成３年５月14日(火)となる。
	事業認可告示の

翌年度以降の

みなし告示日
	満了日
	備考

	
	１年後の日
	曜
	
	応当日
	曜
	

	（平成元年5月12日）
	平成2年5月11日
	金
	　
	　
	
	初日不算入

	平成2年5月12日
	平成3年5月11日
	土
	⇒
	平成3年5月13日
	月
	土曜日

	平成3年5月14日
	―――
	
	　
	　
	
	


なお、民法第142条の規定による休日と取り扱われる日は、日曜日、国民の祝日、１月２日及び３日並び12月29日から31日までである。ただし土曜日については、昭和64年１月１日からは毎月第２土曜日及び第４土曜日が、平成４年５月１日からはすべての土曜日が休日とみなされている。また、祝日にはさまれた平日が祝日になる場合、皇室慶弔行事に伴いその日のみが休日に当たる場合があるため、注意を要する。
ｃ  法第69条本文の規定により、原則として権利者ごとに見積もらなければならない。

記載に当たっては、権利者ごとの見積りの総額及び補償項目（土地損失補償、残地補償、権利消滅補償等）別の内訳を記載し、表などを用いて積算の基礎を明らかにする（規則第17条第３号）。

ｄ　補償金の額に１円未満の端数が生じたときは、これを四捨五入する（細目政令第26条）。この端数処理は、総合計の四捨五入ではなく、補償項目ごとの四捨五入である。

ｅ  損失の補償を各人別に見積もることが困難であるときは、一括して見積もることができる（法第69条ただし書）。

各人別に見積もることが困難であるときは、次のような場合が考えられる。

(a) 先取特権、質権又は抵当権の担保物件が設定されている権利に係る補償の場合（法第104条）

(b) 共有持分について共有者間で争いがある場合

(c) 裁決手続開始の登記前に差押え又は仮差押えの執行がされた権利に係る補償の場合（法第96条第５項）

(d) 裁決手続の開始の登記の前に、仮登記又は買戻特約の登記がされた権利に係る補償の場合（法第95条第４項後段）

以上のような場合には、「関係人（抵当権者）○○に対する補償は、個別に見積もり難いので土地所有者○○に対する損失補償に含めるものとする。」など個別に見積もらない旨を記載する。

ただし、(d)に該当する事例であっても、次の場合のように、仮登記権者又は買戻権者の損失額が明らかなときは個別に見積もることができるので注意を要する。

①　当事者が仮登記権者又は買戻権者の損失額につき合意している場合

②  買戻特約の当時に比して地価が下落し買戻権行使による経済的利益がない場合

③　担保目的の仮登記について債務が弁済済みである場合

④　担保目的の仮登記につき弁済期にある被担保債権の債権額が担保物の価格を明らかに上回っており、かつ、債務者が他に財産を持っていない場合

○　他に一般財産を全く持たないときにおいて被担保債権が土地価格を超えるときで、担保物権者に補償金の全額を払い渡しても他の債権者を害することがないと明らかに認められるならば、個別の見積りも可能である。

ｆ  権利者からの裁決申請の請求及び補償金の支払請求に関連して残地収用の請求（法第76条第１項）又は使用に代わる収用の請求（法第81条第１項本文）があった場合で、起業者がこれらの請求を認めるときは、その補償の積算の基礎も記載する。

(ｶ) 権利を取得し、又は消滅させる時期

事業計画、補償金の支払の準備に必要な期間等を考慮して、起業者の希望する時期を記載する。
ウ　土地調書の写し

(ｱ) 土地調書及び添付図面の実測平面図（法第37条第１項参照）の写しを添付し、原本は起業者が保管する。
(ｲ) 土地調書の写しに添付する実測平面図等は、原本の写しでなくても、原本と同じものであればよい。
エ　起業者代理人の代理権限を証する書面の写し

(ｱ) 代理人により申請する場合は、委任関係を証する書面（委任状）を添付する（法第136条第２項）。
(ｲ) 起業者の行政機関が申請人となる場合で、法令等により申請を行いうる権限が明白な場合は、委任状を添付しなくても、当該法令等の写しを添付すれば足りる。
⑼　裁決申請の際に必要な参考資料

ア　事業の認定又は都市計画事業の認可・承認（変更を含む）の告示の写し

イ　都市計画事業の場合は、事業認定があったとみなされる日を確認した書類及び都市計画決定の告示の写し

ウ　土地の全部事項証明書及び公図（写し可）

エ  土地所有者及び関係人の住民票（法人は履歴事項全部証明書）
オ　相続が発生している場合は、戸籍謄本、相続関係説明図、遺産分割協議書の写し、特別受益証明書の写し等
カ　任意交渉の経過が判る資料
キ　裁決申請に至った理由（交渉が成立しなかった事実を明らかにする。）

ク　裁決申請の請求があった場合は裁決申請請求書の写し

ケ  補償金の支払請求があった場合は補償金の支払請求書の写し

コ　現地写真（カラープリンターで印刷したものでも可）

サ　その他必要な書類

⑽　裁決申請書（案）等の作成後のチェック
　　　裁決申請書（案）等が完成したら、Ｐ19にある申請前チェックシートを利用し、再度記載事項に誤り等がないかを確認のうえで、事務局職員の確認を受けること。
３　明渡裁決申立書

⑴　作成書類

明渡裁決の申立てをしようとする者（起業者、土地所有者又は関係人）は、明渡裁決申立書を提出しなければならない（法第47条の２第３項）。
また、起業者は、明渡裁決の申立てをしようとするとき、又は土地所有者若しくは関係人から明渡裁決の申立てがあったときは、次に掲げる書類（明渡裁決の申立てに伴う書類）を収用委員会に提出しなければならない（法第47条の３第１項）。
ア　市町村別に次に掲げる事項を記載した書類

(ｱ) 土地の所在、地番及び地目

(ｲ) 土地にある物件の種類及び数量

（物件が分割されることになる場合においては、その全部の物件の数量を含む。）

(ｳ) 土地所有者及び関係人の氏名及び住所

(ｴ) 法第40条第１項第２号ホに掲げるものを除くその他の損失補償の見積り及びその内訳

(ｵ) 土地若しくは物件の引渡し又は物件の移転の期限

イ　法第36条第１項の規定による物件調書又はその写し

⑵　申立ての時期

裁決申請と同時又は裁決申請後（ただし、事業認定の告示があった日から４年以内）に、収用委員会に明渡裁決の申立てをすることができる（法第29条第２項）。
ただし、都市計画事業にあっては、事業施行期間中であれば申立てをすることができる（都市計画法第71条第１項）。
また、特定公共事業にあっては、特定公共事業の認定の告示のあった日から１年６月以内に明渡裁決の申立てをしなければならない（公共用地の取得に関する特別措置法第13条）。

なお、明渡裁決の申立ては、土地上に物件が存しない場合も必要であり、上記期間内に申立てをしない場合は、事業認定等は効力を失い、それまでになされた権利取得裁決等は取り消されたものとみなされる。
⑶　提出部数

正本：１部（収用委員会用）

副本：収用し、又は使用しようとする土地の存する市町村の数（市町村における縦覧用）に加えて、収用委員会が別途指示する数
⑷　手数料

明渡裁決の申立てを裁決申請と同時にしないときは、明渡裁決に係る補償を含めた全体の損失補償額をもとに手数料総額を算定し、裁決申請の際に納入した額に不足があれば、その不足分を納める（※手数料の納付方法や金額については、Ｐ22からＰ24までを参照。）。

⑸　明渡裁決申立書の作成

ア　明渡裁決申立書（鑑）の様式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式10号（Ｐ139）
（法第47条の３、規則第17条の７、別記様式第10の３）


○　明渡裁決申立書（鑑）の記載要領

①　申立人

ａ　起業者のみならず、土地所有者又は関係人も、明渡裁決の申立てをすることができる（法第47条の２第３項、法第47条の３第１項）。

ｂ　申立人又はその代表者が記名する。

ｃ　起業者以外の者が明渡裁決の申立てをするときは、明渡裁決に係る土地等について自己が土地所有者又は関係人であることを証する書面（土地の登記事項証明書、契約書写し、土地所有者の証明書等）を添付しなければならない（規則第17条の７第２項）。

この書面は、裁決申請の請求及び補償金の支払請求の際に起業者に提出するもの（規則第15条の２及び第17条の４）と同様の内容のものであるが、提出先が異なるので省略は認められない。

ｄ　明渡裁決の申立てを代理人がする場合には、その代理人であることを表記し、その代理人が記名する（法第136条）。

②　起業者の名称

　　代理人は記載せず、本来の起業者のみを記載する。
③　事業の種類（事業の種類及び名称）
土地調書と同様の扱いである。

ａ　官報又は府公報で告示された事業認定に係る事業の種類（都市計画事業で事業名が変更されている場合は、裁決申請時点の事業名）を、告示のとおり正確に記載する。

ｂ　都市計画事業の場合は「事業の種類」を「事業の種類及び名称」と表示し、事業の種類及び名称を記載する。

④　土地の所在、地番及び地目等（土地の所在、地番及び地目）

ａ　物件がある土地の所在、地番及び地目を記載する。

ｂ　「土地の所在、地番及び地目等」に「等」が付いているのは、土地収用と権利収用等に共通の様式が規則に定められたためであって、土地収用の場合は「土地の所在、地番及び地目」と記載する。

⑤　権利取得裁決の有無及び既になされているときはその年月日

ａ　「権利取得裁決の有無」と表記する。

ｂ　まだ権利取得裁決がされていないときは、裁決申請年月日を記載する。

ｃ　既に権利取得裁決がされているときは、その年月日も併せて記載する。

       ［記載例］   権利取得裁決の有無       有（平成116年２月10日裁決）

⑹　明渡裁決の申立てに伴う書類の種類

　　明渡裁決の申立てに伴う書類に、次に掲げる事項を記載する。
また、目次を作成し、明渡裁決申立書（鑑）の次の頁に添付する。
○　市町村別に次に掲げる事項を記載した書類

土地の所在、地番及び地目

土地にある物件の種類及び数量

（物件が分割されることになる場合においては、その全部の物件の数量を含む。）

土地所有者及び関係人の氏名及び住所

法第40条第１項第２号ホに掲げるものを除くその他の損失補償の見積り及びその内訳　

土地若しくは物件の引渡し又は物件の移転の期限

○　法第36条第１項の規定による物件調書又はその写し

⑺　書類の作成要領

ア　市町村別に次に掲げる事項を記載した書類（法第47条の３第１項第１号）
　一般的な記載例は以下のとおりである。

[記載例]

	
	●　土地の所在、地番及び地目等

	
	土地の所在　○○市○○△丁目

	
	地番
	地目
	面積（㎡）
	所有者
	所有権以外の権利の種類及び内容
	権利者

の氏名

	
	
	公簿
	現況
	公簿
	実測
	収用又は使用
	
	
	

	
	○○


	○○
	○○
	○○
	○○
	（収用）

○○

（使用）

○○
	○○


	○○権

受付番号

受付年月日
	○○




	
	●　土地上にある物件の種類及び数量

	
	土地の所在　○○市○○△丁目

	
	地番
	物件の

番号
	物件の種類・構造

（大きさ等を含む）
	数量
	物件所有者の氏名
	所有権以外の権利の種類及びその内容
	所有者以外の権利者の氏名
	実地の状況

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	○○
	①
	○○○○○
	○○
	○○
	○○
	○○
	～～～～～

	
	
	②
	○○○○○
	○○
	
	○○
	○○
	

	
	
	③
	○○○○○
	○○
	
	○○
	○○
	

	
	
	④
	○○○○○
	○○
	
	○○
	○○
	

	
	
	⑤
	○○○○○
	○○
	
	○○
	○○
	


●　土地所有者及び関係人の氏名及び住所

⑴　土地所有者　　　　　　　　○○

⑵　関係人（物件所有者）　　　○○

●　土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する損失の補償を除くその他の損失補償の見積り及びその内訳
　⑴　土地所有者　　　　　　○○　に対し　金○○○○○○円

　                            ただし、物件移転料及びその他通常受ける損失の補償

　　　　⑵　関係人（物件所有者）　○○　に対し　金○○○○○○円

　　　　　　                            ただし、物件移転料及びその他通常受ける損失の補償

	（内訳）

	氏名
	明渡しに関する損失の補償（円）
	補償金額（円）

	
	物件移転料（明細１）
	その他通常受ける

損失の補償（明細２）
	

	○○
	○○○○○○
	○○○○○○
	○○○○○○

	○○
	○○○○○○
	○○○○○○
	○○○○○○


	（内訳）
	
	

	補償項目
	物件の種類等
	補償金額（円）
	物件所有者

の氏名
	備考

	物件移転料

（明細１）
	建物
	○○○○○○○○○○
	○○○○○○
	○○
	

	
	附帯工作物（工作物）
	○○○○○○○○○○
	　○○○○○
	
	

	
	
	○○○○○○○○○○
	　○○○○○
	
	

	
	附帯工作物（設備）
	○○○○○○○○○○
	　○○○○○
	
	

	
	
	○○○○○○○○○○
	　○○○○○
	
	

	
	小計
	○○○○○○
	
	

	その他通常受ける損失の補償

（明細２）
	移転雑費
	○○○○○○
	　○○○○○
	－
	

	
	
	○○○○○○
	　○○○○○
	
	

	
	
	○○○○○○
	　○○○○○
	
	

	
	小計
	○○○○○○
	
	

	合計
	○○○○○○
	
	


●　明渡しの期限

　　明渡裁決の日の翌日から起算して○○日目とする。

　この項目の作成要領は以下のとおりである。

(ｱ) 土地の所在、地番及び地目等

ａ　原則として、裁決申請書の添付書類の「収用し、又は使用しようとする土地の所在、地番及び地目」を記載した表を転記する。
ｂ　土地の所在、地番及び地目のほか、地積及び明渡しに係る土地の面積を記載するため、表示には「等」を付ける。

ｃ　明渡裁決の申立てを権利取得以後に行う場合、土地の所在、地番及び公簿地積については、町名変更、分筆等があったときには申立時の状況を記載するが、地目については、変更が生じているときであっても、公簿、現況とも権利取得裁決時の地目を記載する。

ｄ　「面積」欄には、収用又は使用に係る土地の面積を記載する。

(ｲ) 土地にある物件の種類及び数量

ａ  物件調書に記載された「物件がある土地の所在」の表の部分を転記する。
ｂ　原則として、残地上の物件についても記載するとともに、「数量」欄に、その物件の全部の数量を記載する（法第47条の３第１項第１号ロ）。

ｃ　物件調書作成の特例（法第37条の２）に該当するときは、そのことを付記する（法第47条の３第３項）。

(ｳ) 土地所有者及び関係人の氏名及び住所

ａ  明渡裁決の申立てに係る関係人とは、土地に関する関係人及び物件所有者並びに物件に関する関係人の全員であり、原則として物件調書に記載された事項を転記する。

ｂ  裁決申請後に明渡裁決の申立てを行うときにおいて、裁決手続開始の登記が行われている権利については、当該登記時の権利者を記載する（法第45条の３第１項本文）。

ただし、以下の者がいるときは当該権利者を記載する（法第45条の３第１項ただし書）。

①相続人その他の一般承継により権利を取得した者
②当該裁決手続開始の登記前に登記された買戻権の行使により権利を取得した者

③当該裁決手続開始の登記前にされた差押え若しくは仮差押えの執行に係る

・国税徴収法による滞納処分（国税徴収法の例による滞納処分を含む。）、

・強制執行若しくは担保権の実行として競売（国税徴収法の例による競売を含む。）により権利を取得した者

　裁決手続開始の登記が行われていない権利（土地に関する権利で裁決手続開始の登記をすることができない権利及び物件に関する権利）については、権利者の固定が行われることはないので、当該書類提出時の権利者を記載する。

ｃ　物件調書作成後、明渡裁決の申立てまでの間に権利の承継（裁決手続開始の登記がされた権利については、法第45条の３第１項ただし書で認められる相続等の承継）があり、起業者、土地所有者又は関係人の変更があったとしても、法第10条の規定により従前の起業者、土地所有者又は関係人がした手続その他の行為は新たな当事者に対して効力を有するので、物件調書の再作成は要しない。

明渡裁決の申立に伴う書類においては、新権利者を記載したうえで、別途、関係資料を添付した証明書を収用委員会に提出し、権利承継（当事者の変更）の事実を立証しなければならない。
ｄ　起業者が過失がなくて知ることができないものについては記載することを要しない（法第47条の３第２項において準用する第40条第２項）。

　過失がないことの証明並びに氏名及び住所の記載の取扱いについては、２「裁決申請書」の⑺イ(ｳ)「土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所」の取扱いを参考にする。
ｆ　登記がされている土地に関する所有権以外の権利又は物件に関する権利については、その権利についての登記受付年月日及び受付番号を、土地の所在、地番及び地目等を記載した表の「土地に関する関係人」の「権利の種類」欄又は土地上にある物件の種類及び数量を記載した表の「物件に関する関係人」の「権利の種類」欄に記載する。

ｇ　裁決申請書の添付書類に記載した者と異なるものがあるときは、土地の所在、地番及び地目等を記載した表に備考欄を設けてそのことを記載し、その理由を記した書面を添付する（規則第17条の６第１号後段）。

(ｴ) 法第40条第１項第２号ホに掲げるものを除くその他の損失補償の見積り及びその内訳
ａ　明渡裁決の申立時の補償金を見積もる。

ｂ　法第69条本文の規定により、原則として権利者ごとに見積もらなければならない。

記載にあたっては、権利者ごとの見積りの総額及び補償項目別の内訳を記載し、表を用いて積算の基礎を明らかにする（規則第17条の６第２号）。

ｃ  損失の補償を各人別に見積もることが困難であるときは、一括して見積もることができる（法第69条ただし書）。

ｄ　申立時の見積りの対象となる補償項目は、工事費用の補償（法第75条）、移転料の補償（法第77条）、その他通常受ける損失の補償（法第88条）の３つであると考えられる。

ｅ　工事の費用の補償（法第75条）については、適宜、別表を作成して、必要とされる工事の種類、工事の内容を明らかにしたうえで資材の単価等により積算し、金銭に換算した費用を明らかにする。

ｆ　移転料の補償（法第77条）については、工法を明らかにしたうえで、移転の数量、面積、単価等により積算する。

なお、物件全部の移転料の補償（法第77条後段）については、要件を満たすことが明らかであるときは、物件所有者の請求をまたずに、当初から物件全部の移転料を見積もってもよい。
ｇ　その他通常受ける損失の補償（法第88条）については、営業補償、動産移転料、借家人補償等、「公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱」（昭和37年６月29日閣議決定）の各条に掲げる程度に区分し、項目別に積算する。

ｈ　移転料多額の場合の収用の請求（法第79条）、工事の代行による補償の要求（法第84条）又は移転の代行による補償の要求（法第85条）は、法の規定上審理開始後でなければ行うことはできないが、起業者の意思の誤解をさけ、かつ、早期に権利者に知らしめる趣旨からすれば、これらを前提とした記載をあらかじめしておくことも可能である。

　　この場合、審理開始後にこれらの請求又は要求を記載した意見書を提出する。

(ｵ) 土地若しくは物件の引渡し又は物件の移転の期限

工事工程、補償金の支払準備体制、物件所有者の物件移転に要する期間等を考慮して起業者の希望する期限を記載する。物件所有者が、移転先を選定し、当該物件を移転するに要する期間を十分に確保する必要がある。

イ　物件調書の写し

(ｱ) 物件調書並びに添付図面の物件配置図及び建物実測平面図（法第37条第３項）を添付し、原本は起業者が保管する。

(ｲ) 物件調書の写しに添付する物件配置図及び建物実測平面図は、原本の写しでなくても、原本と同じものであればよい。

(ｳ) 既に作成した物件調書の内容が現況と著しく異なると認められるときは、新たに物件調書を作成し、その写しを従前の物件調書の写しに添付して提出する（法第47条の３第４項）。

著しく異なると認められるときとは、建物が朽廃、火災等により消滅した場合や増改築が行われた場合等が典型例であり、単なる権利者の変更の場合は再作成の必要はない。

ウ　起業者の代理人の代理権限を証する書面の写し

裁決申請と明渡裁決の申立てを同時にし、裁決申請書に起業者の代理人の代理権限を証する書面の写しを添付したときは、添付を要しない。

⑻　明渡裁決の申立ての際に必要な参考資料（収用委員会が別途指示する数を提出する。）
ア　建物の全部事項証明書

イ　物件に関する関係人の住民票（法人は履歴事項全部証明書）

ウ　裁決申請後に明渡裁決の申立てを行う場合においては、Ｐ113の２「⑼申請の際に必要な参考資料」のうち、裁決申請後、明渡裁決の申立てまでに内容の変更があったもの及び明渡裁決の申立てに至った理由（裁決申請と同時に明渡裁決の申立てを行わなかった理由も記載する。）
エ　その他必要な書類（補償明細書等）
⑼　明渡裁決申立書（案）等の作成後のチェック

　明渡裁決申立書（案）等が完成したら、Ｐ19にある申請前チェックシートを利用し、再度記載事項に誤り等がないかを確認のうえで、事務局職員の確認を受けること。
事業施行期間





土地収用法


の場合





１年





１年





１年





１年





都市計画事業


の場合





同   右





事業認定の告示








同   右





収用使用の裁決


申請のないとき





事業認定の告示があったもの


とみなされる





都市計画事業の認可等の告示


（事業認定の告示とみなされる）





収用使用の裁決


申請のないとき





失   効





明渡しの期限





明　渡　裁　決





公開審理・職権調査等





審理開始通知





裁決手続開始決定





公　告　縦　覧





公　告　縦　覧





収用委員会の手続











（４年以内）





和解





代行又は代執行





意見書の提出





事業認定の告示





土地調書の作成





物件調書の作成





協議の確認





（１年以内）





（法第26条第１項）





（法第36条第１項）





（法第118条）








条）





（法第36条第１項）





明渡裁決の申立てて





裁決申請





（法第47条の３）





（法第39条第１項）





明渡裁決に係る補償金の払渡し等





（法第43条第１項及び第２項、第47条の４第２項において準用する第43条第１項及び第２項）








（法第102条の２）





（法第102条）





（法第97条）





（法第49条）





（法第95条）





（法第101条）





権利取得裁決





権利取得裁決に係る補償金の払渡し等





権　利　取　得





（法第48条）





（法第47条の４第２項）





（法第42条第２項）





（法第50条）








条）





（法第45条の２）


）





（法第46条第２項）





裁決手続開始登記





（法第45条の２）





（法第46条第１項、第65条）





和　　解





審理開始の通知





代　執　行





大阪府知事





代執行の請求





代執行





裁決書正本の送達


・補償金の支払


・所有権の取得





裁決書正本の送達


・物件の移転


・土地の明渡し





意見書の提出


意見の陳述





意見書の提出


意見の陳述





審理開始の通知





意見書の提出





署名・押印





裁　決


権利取得裁決


明渡裁決





裁決手続開始決定・登記


（裁決申請の場合）





公告・縦覧（２週間）





裁決申請・明渡裁決の申立て





裁決申請書・明渡裁決申立書の受理





明渡裁決の申立て





裁決申請の請求（逆収用）





（事業認定の告示後）


土地・物件調書の作成





起　業　者





収用委員会





土地所有者・関係人





裁決申請・明渡裁決の申立てがあった旨通知





審　　理


（現地調査・鑑定）





大阪府証紙販売所


・大阪府庁別館１階


・りそな銀行大手支店


・大阪府職員生活協同組合


　（大阪府新別館北館地下１階）


・大阪府庁咲洲庁舎１階


・大阪府警察各警察署


・指定金融機関　・指定代理金融機関





※手数料の納付方法はＰ22を参照








○起業者が説明すべき事項


①　事業概要


②　収用し、又は使用しようとする土地の所在、地番、地目、面積、権利


　　関係及び利用状況


③　裁決申請に至った経緯


④　土地に関する損失の補償


⑤　明渡しに関する損失の補償


⑥　権利取得の時期及び明渡しの期限


⑦　その他（調書の作成手続き、周知措置、関係人の確認方法など）





支払期限は令和２年11月18日





事業認定時























第　○ ○ ○　号


令和○年○月○日





 　


大阪府収用委員会　御中








 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　起業者　　住　　　　所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏名又は名称　　○○○　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・　①申請者    











裁　決　申　請　書











　平成○年○月○日付け○○○告示第○○○号により事業の認定（事業の認可（承認））の告示があった○○○事業について、土地収用法第３９条第１項の規定により、裁決を申請します。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・・・・　②申請の趣旨



































文　書　番　号


令和○年○月○日








 　大阪府収用委員会　御中








 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　起業者　　住　　　　所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏名又は名称　　○○○　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・　①申請者








裁　決　申　請　書











　平成○年○月○日付け○○○告示第○○○号により事業の認定（事業の認可（承認））の告示があった○○○事業について、土地収用法第３９条第１項及び第４４条第１項の規定により添付書類の一部省略して、裁決を申請します。








　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・　②申請の趣旨








 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　文　書　番　号


令和○年○月○日








 　大阪府収用委員会　御中








 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 起業者　　住　　　　所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏名又は名称　　○○○　　　


・・・・　①申請者　　








裁決申請書の添付書類の補充について（通知）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・③補充の通知








平成○年○月○日付け○○○告示第○○○号により事業の認定（事業の認可（承認））の告示のあった○○○事業について、令和○年○月○日付け第○○○号をもって、土地収用法第３９条第１項及び第４４条第１項の規定により、添付書類の一部を省略して裁決申請しましたが、裁決申請書の添付書類中省略された部分を同法第４４条第２項の規定により、次のとおり補充します。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・④補充の趣旨








 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　○ ○ ○　号


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○年○月○日





　大阪府収用委員会　御中





 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　起業者　　住　　　　所　　○○○○○○


 　　　　　　　　　　　　　　　　　 （申立人）  氏名又は名称　　○○○　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・　①申立人





明　渡　裁　決　申　立　書











　下記により、土地収用法第４７条の２第３項に規定する明渡裁決の申立てをします。











記











 　１　起業者の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・　②


 　２　事業の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・　③


 　３　土地の所在、地番及び地目　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・　④


 　４　権利取得裁決の有無及び既にされているときは、その年月日　・・・・　⑤
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